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1. 序 論

情報産業 は、他 の産業 に対 して大 きな波 及効果 を及 ぼす。今 日の産業 は、程度 の差 こそあ

れ、情報技術 を基 盤の一部 としているか らである。今後 この傾 向は ます ます強 まるこ とが予

想 され る。わが国の将来 を考 える上で、情 報産業の国際競 争力 を維持 強化 するこ とは、極め

て重要であ る。

情報技術は急速に発展 している。この分野の技術革新のスピー ドは速い。情報産業の競争

力を強化するためには、新しい情報技術を生み出す研究開発を効率的に遂行する必要がある。

ところで、従 来のわが国 の情報技術 に関 わる研究開発 は、全体 的 に見 る とキ ャッチア ップ

型の発展 を遂 げて きた と思 われる。 その意味 では効率的 な発展 を遂 げる ことがで きた。 しか

し、最近の情報技術(特 にソフ トウェア技術)の 新 しい展 開 と応用分野 の急 速 な拡大 に対 して

は、必ず しも充分 な取 組みがで きてい ない。

す なわち、新技術 の開発 、育成、 さらに ビジネス に結 びつける までのダイナ ミックな動 き

が、わが国 においては少 ない。 ここで比較 の対象 としているのは米 国である。米国 において

も、すべての物事 が順調 に発展 してい るわ けで はないが、情報技術 の進展 に関 して は明 らか

に世界 をリー ドしてい る。

本調査研究においては、情報産業における日米の比較について調査を行い、特に政府の果

たすべき役割、すなわち国が中心となって行う研究開発について考察する。

1.1調 査 の 目 的

本調査 の目的は、 わが 国の情 報産業 、特 にソフ トウェア産業の国際的 な競争力 を強化す る

方法 を見 い出す こ とで ある。 この課題 に取 り組むために、 まず現状 の問題点 を明 らかにす る。

さらに問題点 を解決す るため に、わが 国の情報技術政策の変革 について考察す る。

今 回の調査 を通 して、 わが国の ソフ トウ ェア産業が米国 に比べ て競 争力が劣 る理 由、 さら

に、競争力の強化の観 点か ら見 て、わが国 の国家 プロジェク トが必ず しも有効 に機能 してい

ない理 由などについて、数多 くの有益 な意見が得 られた。
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本報告書 は、 これ らの意見 に基づい て、次 の二つ に大別 して まとめてい る。第一は、従来

のわが 国の情報産業 の育成策や国家 プロジ ェク トの問題点であ る。第二は、今 後のわが国の

技術政策や国家 プロジェク トの枠組み 、実施体制の あ り方 に関す るものであ る。

ここで指摘 された諸問題 の原 因を考察 してみる と、通産省お よび他 の省庁の政策は もちろ

ん、わが 国の科学技術教育制度や文化 的背 景 までが 関連 してい る。 さ らに、 これ ら多種多様

な要因が相互 に複雑 に絡 みあってい る。 したが って、問題が指摘 され たか らとい って も、短

期 間 に一挙 に解決で きる もので はない 。現 在可 能な方策 として は、現在の状態か ら徐 々に改

善 してい く適切 な道筋 を提示す るこ とであ ろう。 さらに、 その道筋 自体 も単純で はな く、一

通 りとは限 らない。

本報告書 は、この ような調査研究 の第一段 階 と して、現在の情報技術 、特 にソフ トウェア

技術の研究 開発 とその産 業規模 において世 界一の シェア を占める米 国 に注 目し、政府の支援

す る研 究開発 の枠組みや実施体制 、産 ・学 ・官の関係な どを調査 した。

この調査結果を踏まえた上で、今後のわが国の研究開発の新しい枠組み、実施体制を検討

して変革すべき点をまとめた。さらに先端情報技術開発のための効率的な政府関連機関のあ

り方についても、その構成図を一つの試案として提示した。

もちろん、現在 の国家 プロジェク トの枠 組み ・実施体制 について は、急激 な変革 を実行す

ることは容易で はない。現実的 には、部 分 的な変更 、改革 を重 ねてい くことになる。ただ し、

改革の順序、 あるいは どの ような規模 で行 うのが最 も効果 的かを、今後充分 に検討 しなけれ

ばな らない。

この報告書 に盛 り込 まれた問題点 の指摘 、 あるい は今 後のわが 国の研 究開発 のあ り方 につ

いての提案 をもとに、 さらな る調査研 究が遂行 され ることを望 みたい。

1.2調 査の背景

わが 国の情報技術 、特 にソフ トウェア技 術 の研究 開発 に関 しては、次 の ような問題点 を指

摘す る ことがで きる。

すなわち、わが国の情報技術は、他の多 くの技術と同様に、戦後に欧米からの技術導入を

基にして発展してきた。その当時の大学や国立研究所の最も重要な任務は、欧米の先進技術
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1.序 論

を取 り入れ、 これ を産業界へ と橋渡 しす る ことであ った といって も過言 ではない。

この ような技術導 入は、商品化 の可 能性 の高 い重要 な技術 を選 んで行 えば良いか ら、先端

技術の研 究開発 につ きものの リス クを大幅 に低減す ることが可能で あ る。市場参 入が遅 くな

るの はデメリ ッ トであるが、大量生産 によ るコス ト削減 と高度 な品質管理 による信 頼性 の高

さに よって競 争力 を強化 し、克服 す ることがで きる。わが国は これ を見事 に達成 し、主要産

業 にお いて市場 を席巻 す ることがで きた。 本報告 では、 この ような研 究開発 戦略 をキ ャッチ

ア ップ型戦略 と呼ぶ。

コ ンピュータ産業 において も、ハー ドウ ェア技術 においてキ ャッチ ア ップ型研 究開発 が有

効 に機能 した。世界の 第一の シェアを占めていたIBM社 に、わが 国が技術 レベルで追いつい

た時期 もあったのであ る。

その後 、パ ラダイムシフ トが起 こ り、 メ インフレームか らパ ソコンへの動 きが あ り、 さら

にはスーパ ー コンピュー タの世界で も超並 列マ シンの登場 などの多様 化が起 こった。 さらに

コンピュー タを結合す るネ ッ トワークにお いて も、会社 な どの組織 ご とに閉 じたネ ッ トワー

クか ら、イ ンターネ ッ トの よ うな世界全体 を統合 化す るようなオー プ ンな(開いた)も のへ と

発展 した。

この ような変化 の結果、 コンピュー タの ソフ トウェアはハ ー ドウェアの多様性 を大 きく越

えて、広大 な応用 の世界 を作 り出 した。今 日の情報技術 は、ほ とん どすべ ての産業分野 の様 々

なニーズ に対応 して分化 してお り、個性 の ある分野 を作 り出 してい る。 ソフ トウェア技術 こ

そが情報技術 を リー ドし、情報産業全体 の方 向付け を行 う重要 な位置 を占めるに至 ってい る。

わが国 において も、国家 プロジェク トと してソフ トウェア産業 を育成すべ くいろいろな試

みが なされた。 しか し、 これ までの ところ顕著 な効果 を上 げるこ とが で きていない。その原

因の一つ として、 ソフ トウェア産業 の育成 に対 して も、ハ ー ドウェア産業 の育成 に効果 を上

げたキ ャッチア ップ型戦略 を採用 した ことが ある。

そ もそ も、 ソフ トウェアの研究 開発 お よび商品化 は、アイデアの誕生 か ら商 品 となる まで

の開発期 間が短 い。 また、個 人 も しくは小 人数の グループか らなる研究 開発体制が適 してい

る。ハー ドウェアの 「製造」 にあたる部分 が ない。品質 の向上 は、 まず商 品 を速 やかにユ ー

ザの手 元 に届 け、その後のユ ーザか らの フ ィー ドバ ックに よって行 うべ きである。 な どの よ

うに、 これ まで 日本が得意 としていたハ ー ドウェアの研究 開発か ら商 品化へ至 る過程 と太 き
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く異 なる。ハ ー ドウェアで成功 を収 めたキ ャッチ ア ップ型研 究開発 が効果 を上げ られなか っ

たのは当然であ る。

もっとも、 この原 因をキ ャッチア ップ型研 究開発戦略 を採用 した ことのみに求 めるので は

な く、次の よ うな指摘 をす るこ ともで きる。わが国 においては、研 究者が発 明 した小 さなア

イデアか ら将来性 のある ものを選別 し、的確 な研 究投資 を行 い、商 品 にまで育 て上 げる産 ・

学 ・官 にまたがる枠組みが ない。 また、 リス クの大 きなプロジェ ク トの実施体制が存在 して

いないので はないか。それが原因であ る とい う指摘 である。

この ような枠組みや実施体制 を形成 で きなかったこ との背景 には、次の よ うな事情が あ る。

長年 にわた って、 ソフ トウェアはハー ドウ ェアの付属物 として扱 われてい た。 これは、 ソフ

トウェアの価値 を見誤 って きた と言 うべ きであろ う。 このため、充分 な研 究投 資が ソフ トウ

ェアの研究 開発 に投 下 された とは言 えず、 さらにはソフ トウェアの特徴 を捉 えた人材 の育成

が行 われなかった。

この ような認識 については本報告書 の本 文で さ らに詳 しく述べ る。 ここでの問題意識 を強

調す ると、いか に して米 国 と競争 で きる研 究 開発 の枠組み、実施体 制 を形 成するか。 また、

その中で活躍す るプレーヤ となる人材 を確保 してい くか。 とい う問題 を考 えることで ある。

1.3本 報告書 の構成

1.3.1米 国政府の情報技術 政策 と研 究開発の仕組み

米 国政府の情報技術政策 を、わが国 と比べ てみ ると、幾つ か注 目すべ き点があ る。 まず、

米 国の大学の守備範囲が広い。 これ は多 くの大学 がそれぞれ特徴 を発揮 している とい うこと

もで きる。 日本 においては大学 の分担 が基礎研 究 に偏 っている ようである。米国の大学 には

ベ ンチ ャー ビジネス を生 み出す ような実用 的なプ ロジェク トもあ り、 また リスクの大 きな新

分野の開拓 に果敢 に取 り組 む プロジェク トもあ る。

米国 にあって日本 に欠けているのは、強力 なプログラムマ ネージャ とい う存在 である。マ

ネー ジャは専 門家であ り常 勤 である。NSFに は300人 、NASAに は200人 位のマ ネージ ャが い

る。マネージャには責任 と権 限が あるか ら、研究途上 におけ るテーマの変更や予算 配分 の変

更な ど、研 究の方 向転換 を迅速 に行 える。

研究成果の取扱 い も、 日米で大 きな差が ある。米国では税金 を使 って得 られた成果 は原則
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1.序 論

として公開 され る。 日本 では国有財 産 とな る。政府機関 どう しの連携 も米 国では うま く機能

しているようにみ える。 日本で は縦割 りの弊害が指摘 されてい る。

政府 の関与す る国家 プロジェク トは、最終 的には国民 に利益 還元 をす るべ きであ る。米国

では商 品化 ・企業化 の段 階 に至 って、利益 還元が なされ る とい う考 え方 であ り、 この部分 ま

で政府 の分担 となる。そのための制度 が整備 されてい る。わが国で は研究 開発が終了 した後

の商 品化 はメー カの 自己責 任 と考 えられている。

1.3.2わ が国の情 報技術研 究開発 実施上の問題点

わが 国の政府の情報技術 政策 は、 まさに転換点 に立 ってい る。 これ までの情報技術政策 は、

いわば コンピュータその もの を作 るとい う ことに重点が置かれ ていた。 しか し現在で は コン

ピュー タが個 人 レベル にまで普及 して きて いる。これ を使 い こなす とい う観点が重要で ある。

本報告書が ソフ トウェア技 術 に重点 を置いているの も、 この よ うな理 由か らである。

これまでの、わが国の情報技術政策の問題点を調査 した結果を第3章 にまとめてある。そ

こには広範な意見が盛 り込まれており、本報告書では次のような分類で整理している。

(1)研 究 開発実施環境 に関す る問題

(2)産 ・学 ・官 の研究 開発 の分担 に関す る問題

(3)プ ロジェク トの実施 の各段 階 についての問題

1.3.3わ が国の情 報技術政策 の問題点 をどう解決するか

本調査研究 では、先端 的情報技術 の研究 開発 を推進 する国の仕 組み について、新 しいモデ

ル を提案 している。 これ に よって従来 の政 策 に関 して指摘 された問題点 を解決す るとともに、

米国のあ り方 を参考 に しつ つ、わが国の特徴 を生か して実現 しようとす る ものである。

このモ デル に したが って研究 開発 を遂行す る場 合 の留意事項 を、第4章 にまとめてある。

これが本 報告 書 にお け る提 言 である。今 回の調査 研究 にお ける最終 的な結論 は第5章 で論 じ

ている。
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2.米 国政府の情報技術政策 と研究開発 の仕組み
一 日米比較の観点か ら一

ここでは、わが国が行う情報技術の研究開発のあり方を検討するための参考資料として、

米国政府支援による研究開発プロジェクトの実施体制の概略を記述する。その中で、研究開

発 の流れを以下の3段 階 に分 けて説 明 し、合 わせて わが国の現状 を明 らかにす る。

(1)上 流

国の政策や技 術戦略 に基づ き、プ ロジェ ク トの 目標、性格、予算 、期 間な どの大枠 を決定

し、 この枠 に沿 って、い くつ もの個 々の研 究テーマ と実施 グルー プを決定す る段 階。

(2)中 流

オープ ン&コ ンペテ ィテ ィブの原則 の も とに、 同一 目標 を持つ テーマ を複数個並行 に実施

して競争 させ、一定期 間毎 に評価 し、絞 り込 んでい く研 究開発 の実施段 階。

(3)下 流

研 究開発 の最終段階であ る総 合 シス テムの試作 と評価、お よび、商品化 ・企業化 の段 階。

2.1新 規研究開発 テーマの創造段階(上 流)

2.1.1国 家戦 略 策 定 の仕 組 み

米国では、 トップダウンの研究 開発 政策 は重点テーマ として示 され、省 庁横断の調整機 関

に より各省庁 に徹底 され る。図2-1に 、政策策定のための組織 を示す。

闇
OMB:行 政管理予算局

OMBOSTP:科 学技術政策局

NSTC:国 家科学技術会議OSTP

PCAST=大 統領 諮問委員会

NSTCPCAST

図2-1研 究開発政策策定のための組織
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2.米 国政府の情報技術政策と研究開発の仕組み一日米比較の観点から一

最高 レベ ル の研 究 開発 政策 の調整(大 統 領、議 会 、行 政)機 関 として、大 統領 直 属 の

OSTPが ある。 また、省庁 とは完全独立 のNSTCが 、政策調整 機関 と して存在す る。

OSTPは 、産業 界 のCEO、 有 力大 学教授 な ど トップ レベルの委員 に よ り構成 されるPCAST

か らア ドバ イス を受 ける。HPCCな どの省庁横断型 プログラムは、NSTCの 支配 下 にあ る。

2.1.2研 究開発 テーマの設定 と戦略 的研 究開発 ファンディングの仕組み

研 究 開発 プロジェク トのテーマ を選定 し、出資 を決定 するのは、各省庁 やエー ジェ ンシの

レベ ルで行 われ る。米国 での研究開発 テー マ設定 プロセスは次 の二通 りあ るが、いずれ も公

募 を前提 としてい る。

(1)プ ロ グ ラム マ ネ ー ジ ャ方 式

国家 戦 略 に沿 っ て 、各 省 庁 や エ ー ジ ェ ン シの プ ロ グ ラ ムマ ネー ジ ャが 募 集 テ ーマ の 領 域 を

設定 し、公 募 を行 う(solicitedproposa1の 募 集)。 選 定 は、 プ ロ グ ラム マ ネ ー ジ ャ の判 断 に よ

る。NASAやDOEに 多 い。

(2)ピ ア レ ビュ ー 方式

省 庁 や エ ー ジ ェ ン シが 方 向 を設定 せ ず 、公 募 を行 う(unsolicitedproposalの 募 集)。 選 定 は 、

提 案 者 と同 じ分 野 の研 究 者 が 集 ま って提 案 書 の 審 査 を行 う ピア レビュ ー方 式 に よる 。NSFに

多 い 。

以上の ような二つの プロセスによ り、ニ ーズ指 向 とシーズ指向の研 究テーマが、バ ランス

よ く採択 され るこ とになる。

2.1.3研 究 内容 ・領 域 に よ る プ ロ ジ ェ ク トの分 類 と、産 ・学 ・官 の 占 め る位 置

研 究 開発 プロジェ ク トは、その段階 と範 囲の広 さで タイプ分 けす る と、4つ に分 けて捉 え

るこ とがで きる。 ニーズ指 向 とシーズ指向 の研究 を、産 ・学 ・官で実施 されてい る研 究 開発

プロジェク トの研究 内容 と研究領域か ら分類 す ると、図2-2の ようになる。
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広い

略
繊

t■ 諏 ・ソフトウ・ア公開

新分野開拓研究
・新分野探求 を指向(実 験的 色彩が大)

・政府 出資のみ

・大学 ・国立研究所中心

・リスク有 、運 が必要

特定専門領域研究

・特 定の分野の一部 を深める研 究

・政 府出資少($O.1M/年)

・大学 ・国立研究所中心

・論 文中心(深 い専門能力)

実証システム試作

・システム全 体のプロ トタイプ作成

・政 府出資$2～$4M/年

・国 立研 究所 ・産業が中心

・産 業へのイ ンパ ク ト大

部分 システム試作

・部 分 システムの プロ トタイプ作成

・政 府出資少(～$1M)

・国 立研究所 ・産業が中心

・商 業化が中心

ー

ズ

研 究 イ ン フ

ラ と し て の

調達

商品化

企業化

狭い 電ゆ 論文 ・ソフ トウ・ア公開

基礎的已一一ー ー一 研究の内容 一一ーーーー一一→ 実用的

図2-2研 究内容 ・領域 によるプロジェク トの分類

この分類 における、米国の産業 、大学 、国立研 究所 の占める位置 を図2-3に 示す。

広い

究

域

研

領

狭い

基礎的 4-一 ーー一 研究の内容 一 実用的

図2-3研 究開発 プロジ ェク トで産 ・学 ・官の 占める位 置

図2-3に よれば、大学が、 ニーズ指 向 の研 究 とともに、

分 を分担 してい ることが分 かる。

シーズ指向の研 究のか な りの部
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2.米 国政府の情報技術政策と研究開発の仕組み一日米比較の観点から一

国立研 究所 は、1980年 のStevenson-Wydler法 によ り、技術 移転お よ び政府所有 ・出資の成

果 ・技術 の公 開をその使命 とす るこ とが 明示 されたことか ら、試作 したプロ トタイプシステ

ムの公 開や利用 サー ビス、新 たな研 究 のイ ンフラ開発 お よび提供 などを行 い、大学 の研 究 と

産業界 の橋渡 しをする位置 にいる。

わが国 においては、大学 にお ける研究が米 国に比べ基 礎的 な部分 に片寄 ってお り、

研 究者の意識 と して、商 品化 ・企業化 に対す るイ ンセ ンティブが弱い上 、研究費が不

充分 であ り、試作 を引 き受 けるメー カ等 も少 ないことか ら、規模 の大 きなシステムの

部 分試作 や実証 システム試作 は、あ ま り行 われない。この ため、基礎研 究 を含 めた研

究の最終評価 が充分行 わ れず 、研究 テーマ間の競争や、それに よる活性 化 が行 われな

い とい う問題 が生 じてい る。

わが国にお ける研究開発 では、研究 インフラ もしくは市場 ニーズ とい った需要 と

情報技術の研究開発 を結 び付 けるイ ンタフェースが不明確 の場合が多い。

究

域

研

領

観念的で必 ず しも実用

的でない研究

象牙の塔的研究

(トイプログラム的成果)

実 証システム開発の ニーズと

なる調達や商品化が無い 匡
究イン

ラ とい

う調達

tiーズ 「-1

基礎 研究 を評価 する 商品化

フィー ドバック無 し 企業化

__1
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2.1.4オ ー プ ン&コ ンペ テ ィテ ィ ブの 原 則 に基 づ く競 争

省庁やエージェ ンシか らの公募 に対 して 、研 究 を実施 す る大学やメーカの研究 グルー プは・

自分達の研究 の 目標 や進行状況 に応 じて、 一つ、 あるい は、複数の省庁 やエージェ ンシに対

して応募 し、予算 を獲得 する。

応募内 容 は、NSFやNASAな どのエ ージェ ンシのプ ログラムマネー ジャお よび レビューア

によって審査 され る。 これ らマ ネー ジャは専任で あ り、研究者 間で新 たな話題 となっている

テーマについて ワー クシ ョップなどの開催 を支援 し、新 テーマの発掘 な ども行 う。マネー ジ

ャは、NSFで300人 程度、NASAで200人 程 度い て、良いテーマの発掘 につ いて、互 い に競 争

してい る。

研究者(ま たは、研究 グループ)の 方 も、で きるだ け多 くの研 究予算 を獲得すべ く競争 し

ている。特 に、米 国では研究予算 の中に人 件費が含 まれ、 グループ内の研究者 や学生の給与

も研究予算の中か ら支払 わねばな らず 、その競争 は真剣 かつ激 しい もの とな っている。

わが国 においては、 この よ うな専 門家で常 勤 の 「マ ネー ジ ャ」 にあたる人が いない

こ とか ら、新 テーマの発掘 や将来性 ある研究 テーマの育 成 な どに責任が伴 わず 、かつ

迅速 さに欠 けてお り、 ソフ トウェアなど進歩 の急速 な領域 において、遅 れを とる原因

の一つ となってい る。

また、社会制度の違 いか ら、研究者(ま た は、研 究 グルー プ)の 給 与は、通 常、研

究予算 とほ とん ど別建 てで あ ることか ら、米 国の ような真剣 な競争が起 こ りに くく、

これ も遅れ をとる原 因 となっている。

2.2研 究開発の実施段階(中 流)

2.2.1研 究 途 上 に お ける テ ー マの 評価

プログラムマ ネー ジャは専任 であ り、数年以上 の永 きにわた って担 当の テーマや関連 テー

マ をウオ ッチ し、評価 してい る。一定期 間経 って も成果 の上が らない研究 開発テーマ を打 ち

切 って、実施 中の研 究開発テ ーマの絞込 み を行 い、予算 配分の変更 な どを行 うな ど、予算執

行 に関するほ とん どの権限が委譲 されてい る。
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2.米 国政府の情報技術政策と研究開発の仕組み一日米比較の観点から一

この ため、研究者 は、研 究テーマの変更 や予算 の使い方の変更 な どについて も、 この専 門

家のマ ネージ ャと交渉すれば よ く、研 究の 方向転換 な どを迅 速 に行 うことが可能 となってい

る。

2.2.2省 庁 間 の 連 携 に よ る研 究 開 発 テ ー マの リ レー

当初 は小 規模 な研究 も、順調 に進行 して い くと研究規模が拡大 し、 よ り多額 の予算が必要

とな る。米国の省庁 やフ ァンデ ィングエー ジェ ンシは、少額 のシーズ指 向研究 を支援す る も

のか ら、大規模 な システム試作 を支援 す る ものまでバ ラエ テ ィに富 んでお り、 シーム レスな

役割 分担 を してい る。

米国の省庁やエージェ ンシは、その総合 的な目的の違いに よ り、相 互,に異 なる性格 の研究

開発 テーマ を支援 す る。支援 に関す る全体 的な調整 は行 われない こ とか ら、あ る程度 のす一

バ ラ ップが生 じるが、おお よそ以 下の よ うな分担 になってい る。

NSF:基 礎研 究(直 接 、製品開発等 に結 び付 かない もの)

NASA:応 用研 究(ニ ーズ、商品化 を視 野に入 れた もの)

DOE、DARPA:部 分/総 合 シス テム開発(製 品等試作 や プロ トタイプ開発)

4-一・一一ーーーー 一一ー－DOE¶NIST,DARPA-一 ーーーーー一じ

NASA

← 一－NSF、NH

商品化

企業化

直接製品等に結びつかない

基礎的事象の観察・理解と

いった基本的研究

ニーズ/商 品化を視野に

おいての研究

製品 ・システ ム等の 開発

(設計 、開発 、改 良 、プロ

トタ イプ)

DOE:エ ネルギー省、NIST:国 立規格技術院、DARPA:国 防総省高等研究計画局、NASA:航 空宇宙局、

NSF=全 米科学財団、NIH:国 立衛生研究所

図2-5研 究 開発 の 段 階 と米 国政 府 支 援

従 って、基礎研究 か らス ター トした研 究 テーマが実用化 レベル に近づ くような場 合、研 究

の規模拡 大 に伴 い、研究 テーマの支援 がエ ー ジェ ンシ間で リ レー されてい くことになる。当
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初の シーズ指向の研究段 階ではNSFの 支援 を受 け、そ の後 、商品化 の可 能性が出た段 階で は

DOEの 支援 で試作 し、 そ れ をDARPAが 製品 として調 達す る とい った よ うなケースが 多 々生

じる。

この ような競争 は、すべ て にわた って 「オー プン&コ ンペテ ィテ ィブ」 の精神 にの っ とっ

て行 われる。 この ような競 争の中で、優 れ た研 究開発 テ ーマ または研 究者 が勝 ち残 り、下流

の商品化 ・企業化段 階へ と到達す る ことがで きる。

わが 国 におけるプ ロジェ ク トは、 「キ ャッチ ア ップ型」で あ り、一つの絞 られ た 目

標 に対 し、複数の研 究 グル ー プ、 または企業 グルー プが作 られ、研 究開発 の項 目を分

業するこ とによって、効 率の高 い共同研究体制 を敷いて きた。

しか し、 わが国の情 報産 業 におけ る生産物 、特 にソフ トウ ェアは、 「フロ ン トラ ン

ナー型」 の研 究開発体 制 を敷 く必 要があ り、 類似 テーマ を同時並行 的に進行 させ 、競

争 させ る こ とによって、競 争力のあ る製品 を生み出す体制へ と移行す ることが 不可 欠

となっている。

その成 果 の管理 について も、米国の ように税金 を使 って開発 した ものは公 開す る と

い う原則 にたつ必 要があ る。特 に、幅広い用 途 を もつ ソフ トウェアな どは、開発 の最

終段 階か ら無償公 開 し、ユ ーザ に受 け入れ られるか否 か を確 かめつつ研 究開発 か ら商

品化へ と進 むことが不可欠 で、この よう なことが可 能な成 果管理 の法律 な どの整備 が、

緊急の課題 となってい る。

また、 わが国では、省庁 間の縦割 りによる弊害 のため に、米 国の ようなエー ジェン

シや省庁 間の研 究開発の連 携がで きず、 さら に、商 品化 や初 期 の市場形成 などの支援

が困難であることか ら、米国 に比べ不利 な環境 におかれてい る。

2.3研 究開発成果の商品化 ・企業化 、および市場創造の段階(下 流)

米国 においては、税金 を使 って行 われた研究開発の成果 は、商 品化 ・企業化 の段階 まで到

達す ることで、国民への利益還元(benefittopublic)が なされ る とのコンセ ンサ スが あ り、

研 究 開発完 了後 も、次の プロジェク トの ツールや インフラな どとしての調達 や、ベ ンチ ャー
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2.米 国政府の情報技術政策と研究開発の仕組み一日米比較の観点から一

企業設立の支援 などの仕組 みが準備 されてい る。

2.3.1政 府に よる研 究開発成果 の企業化支援

小企業が新技術 を開発 し、それ を商品化 す る場合 の米国政府 支援 につい て、以下 にい くつ

か を挙 げる。

(1)ATP(AdvancedTechnologyProgram)

開発 リス クが高 く、民間 だけで は投 資 され に くいが、国の経済の活性化 に大 き く貢献す る

可 能性 のある民生技術が対 象。研 究 開発費用 の509・以上 を、民 間が負担。

(2)SBIR(SmallBusiness■movationResearchProgram)

ベ ンチ ャー企 業 の振 興 を 目的 と し、 産 業 に振 り向 け られ る政 府 の 開発 資 金 の25%(1995年

時 点 の 値)を 、 ベ ンチ ャー企 業 へ 投 資 す る とい う もの 。 た だ し、商 品 開発 に成 功 した あ との

市場 化 段 階 で は 、民 間資 金 を 自 ら調 達 しな け れ ば な らな い。SBIRに よる1995年 の投 資総 額

は、8.6億 ドル に達 した。

(3)STTR(SmallBusinessTechnologyTransferResearchProgram)

ベ ンチ ャー企 業 が大 学 お よび 国立 研 究 所 と共 同研 究 す る場 合 、 その 予 算 の 一部 をベ ンチ ャ

ー企 業 に振 り向 け る もの。

また、 このほか民 間のベ ンチ ャーキ ャピタルが存在する。

2.3.2そ の他 の企 業化 支 援

(1)研 究 ツール またはイ ンフラと しての調達

新 しい方式 を採用 した コンピュー タな どの開発 においては、その コンピュー タが、 また、

新 た なソフ トウェアや応用技術 の研究 開発 のツール または インフラとな ることが多い。

一例 と して
、米 国で行 われてい るテ ラフロ ップス コンピュー タの開発 においては、そのハ

ー ドウェアの開発 が終了 したあ と、その基 本 ソフ トウェアや数 々の応用 ソフ トウェアの研 究

開発 が計画 され、実行 されている。開発 されたハ ー ドウェアは、この ような ソフ トウェアの
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開発 ツール として調 達 され、国立研 究所 に設置 されて、全米の ソフ トウェアの研究 に従事す

る研 究者 に、ネ ッ トワー クを経 由 して提供 されている。

この調達 に より、ハー ドウェアメー カは、開発 したハ ー ドウェアの改良等 が可 能 となるほ

か、必要なソフ トウェア も開発 され るこ とか ら、機能 的に よ り充実 した もの を開発 で き、商

品化 に際 して も有利 となる。 これ は、省庁 間連携 にわたるプロジェ ク トの リレー による商 品

化支援 とも考 え られ る。

わが 国における国家 プロ ジェク トは、主 に、 「キ ャッチ ア ップ型」 の研 究開発 であ

ったこ とか ら、本 来 メーカが 開発 したい もの、す で に市場 が形成 され てい るもの を開

発 目標 としてい た。 この ため、国 か らの資金は、その中 核部分 の研究 開発 に当て られ、

開発終 了後 の商 品化 につい て は、メー カの 自己資 金 を当て 、 メー カ独 自に実施す る仕

組み となった。

その後 、国家 プ ロジェク トの開発 目標が、 「フ ロン トラ ンナ ー型」 へ と移行 しつつ

あったが、 この下 流 の商 品化 について、 メーカ まかせ とい う仕組みは 、そのま まで あ

った。 この点は、今後 、検討 を要す る課題で ある。

(2)イ ン フ ラの整 備 ・拡 充

新技術による製品が市場を形成するためには、従来からある社会のルールの変更が重要な

場合がある。

インターネ ッ トをビジネス に開放 した こ とも、その一例 である。 これ を時代 を画す る もの

とす るため には、 インター ネ ッ ト上の新技 術 を生か した ビジネス を支援す るこ とが必 要不 可

欠であ り、 そのため には通信 回線の使 用料 金 を下げ、その利用 者 を増 やす ように導 くこ とが

必要である。 また、 ネ ッ トワーク上の コン テンツを豊 か にす るための著作権法の改定 を行 っ

ている。

(3)研 究者 の企業化 に対す るイ ンセ ンテ ィブの向上

国の資金 を用 いて行 った研究 に よ り生 まれた発 明を もって、特許 を取得 した場 合や商 品 と

な り得 るソフ トウェア を開発 した ような場 合 、その発明者 や開発者が それ ら特許や ソフ トウ
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2.米 国政府の情報技術政策と研究開発の仕組み一日米比較の観点から一

エアの著作権 をもとに企業 を起 こす場 合の優遇措 置 も、研究 者の企業化への インセ ンテ ィブ

を向上 させ る。

米国では、国の資金 を使用 して開発 され たソフ トウェア等 は、原則公開であったが、近年、

政府出資が100%の 場合 には、大学 や非営利 団体の運営 す る研 究所 に知的所有 権が与 えられ

るよ うな法 的な整備が進 め られた。

その代表 的な ものが、1980年 に制 定 されたBayh-Dole法 であ る。 これ によ って、非営利 の

大学や研究所 は、商業 的価値 の高 い研究 を行 うインセ ンテ ィブ を得 た。大学等 は、それ らの

ライセ ンスやロイヤ リテ ィか ら得 た収入 を研 究者 と分 け合 うほか、大学 が得 た資金 をベ ンチ

ャー企業 を設立す る研究者 などへ 出資 するな ど、企業化の支援 に利用 す るようになった。

技術移転 の基盤 を作 った法体系

1966年 情報公 開法

1980年Stevenson-Wydler法

国立研究所 の位置づ け(技 術移転が使命)

政府所有 ・出資研究 の成果 ・技術 の公 開

1980年Bayh-Dole法

大学 ・研究所 に政府 出資 の研 究成果 の知的所有 権 を与 える 、研 究者 への強 い

イ ンセ ンテ ィブ

(4)ベ ンチ ャ ー キ ャ ピ タル に対 す る イ ンセ ンテ ィブ

米 国政府 は、ベ ンチ ャー企業 に対す る間接 的支援 として、ベ ンチ ャーキャピタルの育成 に

力 を注いで きた。

キャピ タルゲ インに対 す る税率の引 き下げ もその一つで、1978年 に49.59。であった税率 は

段階的 に引 き下げ られ、1981年 には20%と なった。 その結 果、ベ ンチ ャー キャピタルによ る

年間投 資額(KPCB社 による評価額)は 、2億 ドルか ら10億 ドル と劇 的に増加 した。1986年 ま

でその税率 が維持 された結 果、年間投 資額は42億 ドル まで達 した。

その後税率が33%に 引上 げ られた結 果、ベ ンチャーキ ャピタルの投 資額は約10億 ドル にま

で減少 した。 なお、投資対 象 と しては、情 報産業、特 にソフ トウェアと通信 ネッ トワー ク分

野が顕著 である。
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2.4米 国の研究開発全体 を取 り巻 く環境

2.4.1省 庁 間調 整 組 織

図2-1で 示 され た 国 家科 学 技 術 会議(NSTC)と 省 庁 の 間 に は、 省 庁 間の 調 整 と管 理 を

行 う 組 織 が 存 在 す る 。1997年 に ス ター ト したCIC(Computing,Information,and

Communications)研 究 開発 プ ロ グ ラ ム にお け る調 整組 織 を図2-6に 示 す 。

CCIC:コ ン ピュー テ ィ ング ・情報 ・

通 信 委 員会

NCO:国 家調 整局

FNC=連 邦 ネ ッ トワ ー ク評 議会

CICR&DSubcommittee:

コ ン ピ ュー テ ィ ン グ ・情報 ・

通 信 研 究開 発 小 委 員 会

AC:応 用 評 議会

各省庁

図2-6CIC研 究開発プログラムにおける省庁間調整組織

各組織の役割は、以下 の とお り。

CCIC:計 算技 術 、情報 処理技術、 通信技術 について省庁横 断の視 点 を持 ち、予算配 分 に

おいて省庁 間の調整 を行 う。

NCO:事 務的立場 か ら、CCICや 議 会 との調整 を行 う。

FNC:開 発 された ネ ットワーク技術 の展 開や、 ネッ トワークの省庁間の調整 を行 う。

CICR&DSubcommittee:企 画 、予 算、実行 、 レビューな どに関 し、研 究 開発 の コーデ ィ

ネーシ ョンを行 う。

AC:研 究成 果の早期応用 、複 数 省庁向 け応用、パ イロ ッ トプ ロジェ ク ト、国際活 動 な

どの支援 を行 う。
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2.米 国政府の情報技術政策と研究開発の仕組み一日米比較の観点から一

2.4.2産 ・学 連 携

産 ・学連携 は、産業側 と大学側 の双 方 に利益 を もたらすこ とが分か り、 ここ数年で その動

きが非常 に活発 になってい る。産 ・学 連i携の意義 としては、大学側 の利益 と して、研究資金

が得 られる ことが最 も直接 的な ものであ る。それに加 えて、大学側 は世 の中の動 きや現実的

な課題 を常 に知 るこ とがで きる。

産業側 に とっては、研 究成果 に早 くアクセスで きた り、他社 に先行 して ライセ ンス交渉 を

す るこ とが で きるメ リッ トがあ る。それ らに加 えて、研 究者 と直接 コンタク トがで きるこ と、

そ して最 も大 きな技術移転の方法 とも言 われ る優秀 な学生 を採用で きる ことがあ る。

産 ・学連携 のために、大学側 は次の ような方法 を用意 している。

(1)様 々な分野の技術 ・研究者を紹介する年会員制のプログラム

(2)特 定の研究領域において、研究資金提供とともに研究者や研究結果へのアクセスを可

能とするプログラム

(3)特 定の研究者に出資する直接研究支援

(4)教 授が個人の ビジネスとして行 うコンサルティング

(5)企 業からの研究者の受入れ

2.4.3優 れた研 究者の存在 と人的流動性

米国 にお ける研 究 開発環境は、研 究者 に とって魅力のある存在で ある。 この ことは、米国

に居 住す る外 国人の博士号取得 者の割合か らもうかが える。数学お よび コンピュー タ科学の

分野で は、米 国で博 士号 を取得 した人の実 に40%以 上が外 国人 となっている。 この中の一部

は母国 に帰 って しまうが、その まま米国 に残 って活躍す る人 も多い。

米 国の研 究者は、優れた成果 を上げ るべ く、オープ ン&コ ンペ テ ィテ ィブな環境の下で常

に努 力 を重ねてい る。大学 か らのス ピンオ フを含 め、個 人のキャ リアア ップにつ なが る転職

も研 究者の間で盛 んであ る。ベ ンチ ャー企 業 に失敗 したか らとい って、復 職 には問題 ない風

土 に もなってい る。 これ らか ら分 かる ように、米 国には優 れた研 究開発成果が生 まれやすい

社会 的環境が存在 す る。
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2.4.4軍 事研 究 の存 在 とテ ク ノナ シ ョナ リズ ム

世界一 を指向する米 国は、情報技術分野 において も世界 を リー ドしている。民 間で は リス

クが大 きく、投資 で きない研 究分野 に軍事 研究 は大 きな役割 を演 じて きた。初期の情報技術

創成期 に見 られ る軍事用 コ ンピュー タ、イ ン ターネ ッ トの基 となったARPANET、 近年で は

超並列マ シンへの ファンデ ィングな どが示 す ように、軍事研 究 は情報通信技術 の発展 に貢献

して きた。

レーガ ン政権下では国の研 究開発予算 の7割 近 くを占めてい た軍事 関連 プロジェク トも、

冷戦の終結や クリン トン政権 による非軍事 分野の研 究 開発 を重視す る政策 によ り、 ピーク時

に比べ て減少 した。 しか し、米国の国家 プロ ジェク トで あるHPCCに 見 られ る ように、省庁

やエー ジェンシの 中ではDARPAが 最大 の予算 を獲 得 している こ とは、相変 わ らず軍事 分野

に国の投資が多い ことを示 している。

総額1,038百 万 ドル 、()内 は%

97年 度

漆塗裂 離li

NSF
"(27)

DOE

(12)

NASA

(11)

NIH

(8)

その他

(11)

図2-797年 度HPCC予 算
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3. わが国の情報技術の研究開発 とその問題点

3.1わ が国の情報化政策の変遷 と国家プロジェク ト

コンピュー タの利用 の個人へ の浸透 と、 インターネ ッ トに代 表 されるネ ッ トワー クの普及

による利用形態の グローバ ル化が急速 に進 む中で、わが 国政府の情報技術 政策は、 これ まで

の、第1世 代の情報化 の時代 か ら、第2世 代 の情報化 の時代 へ と移 り変 わ りつつあ る(図3

-1) 。これ までの、第1世 代 の特徴 は以下の ように まとめ られる。

・国の政策の 中心 は、産業重視

・産業政策 の重点 は、 国内重視 か ら、国際化対策 の重視 まで

・情報産業技術 政策 は、 メイ ンフレームか ら総合技術重視 まで

・国の研究 開発の狙い は、 コンピュー タ産業の技術基盤強化

これ らは、作 る側の論 理 で組 み立 て られてお り、必ず しも利用者 や利用 目的 に対 し、適切 な

ものではない。 コ ンピュー タは道具 として利用 されて、は じめて文化 ・社会 に技術 として貢

献す るとい うもの とは、 かけ離 れた もので あった。個 人への浸透 とグローバル化の波 を受 け

て、わが国の情報化政策 も第2世 代 の情報 化の時代へ と変 わ りつ つあ る。第2世 代 の特徴 は

以下の ようになる。

・国の政策 の中心 は、生活重視へ

・産業政 策の重点 は、 国際対応へ

・情報産業技術政策 は、総合 的情報 産業へ

・国の研 究開発 の狙 いは、 コンピュー タ産業のマーケ ッ ト拡 大のための基盤技術強化 と

情報 インフラの整備

この ような変化 に対応 して国家 プロジェク トについて も、第1世 代 の時代(図3-2)は 、

・キ ャッチア ップ中心 で ゴール ・目的が明確 で リス クが少 ない。

・研 究開発成果が企業 の競 争力/基 盤強化 に繋がる。

・製品化 に直結 してお り、信 頼性 の高い技術 による大量生 産 に結 びついてい る。

の様 な特徴 があったが、 第2世 代(図3-3)で は、 もはや これ までの、出来上が った もの

を追従す るキ ャッチア ップ型で はな く、

・新 しいパ ラダイムの追及

・新 しいイ ンフラの模 索

・新分 野開拓

とい ったフロンテ ィア的な色彩 が色濃 く出 て来てい る。 この ような研 究開発が 中心 になるに
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至 り、 これ までのわが 国の研 究開発全体 の仕組みの古 さが、明 らか にな り、様 々な問題点が

生 じてい る。

このほかに、補正予算ベ ースで はあ るが、 情報処理振興事 業協 会(IPA)と 新エ ネル

ギー ・産業技術総合 開発機構(NEDO)を 通 じて、公募 による研 究開発 テ ーマの募集が行

われた。IPAの 研 究開発 テーマ の募 集は 、先進 的情報処理技術 、独 創的情報処理技術、 コ

ンピュー タセキュリテ ィ対策、 開放 型基 盤 ソフ トウェア、お よび、新 ソフ トウェア構造化モ

デルの5つ の分野 について行 われた。一方 、NEDOの 方は、産業科学技 術分野 とエネルギ

ー ・環境技術分野の2分 野 につ いて行 われた。

これ らについては、いろいろな指摘 や議 論 が起 こってい るが、 日本で最初 の研 究開発 の公

募 と して、評価 され るとともに継続 的 な実施 が要望 されてい る(図3-4)。

1和1970198。199020。 。2010

情報化のフェーズ

国の政策重点の推移

通商産業政策の重点
の推移

情報産業技術政策の
推移

コンピュータの利用

形態の変化
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3.わ が国の情報技術の研究開発 とその問題点
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図3-3第2世 代の情報化 の幕開 けと国家 プロジェグ トt

*出典:図3-1～3は 「情報 インフラと してのソ フ トウェア基礎研 究 に関す る調査 研究」(平 成

6年4月)よ り引用 し、一部改訂 した もの
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3.2わ が国の情報技術研究開発実施上の問題点

わが国の情報技術研究開発実施上の問題点を、以下の3つ の視点から述べる。

(1)研 究開発実施環境 に関す る問題

一 政策
、戦略、仕組み、人材 の確保 、予算の執行 、法体系 の整備等

(2)産 ・学 ・官 の研究 開発の分担 に関す る問題

一 研 究開発 の分担 、重点分野、研究 テーマの設定

(3)プ ロジェク トの実施 の各段階 についての問題(図3-4)

一 研 究開発 プロジェ ク トの上流 、中流 、下流 について

○

提
案

中流

プ ロ ジ ェ ク ト

○
商
品
化

図3-4プ ロジ ェク トの実施 の各段 階

3.2.1研 究開発 実施環境 に関す る問題

(1)政 府の研究開発の政 策に関す る問題

21世 紀に向けて、情 報産業が社 会 に与 える影響 は今 後 ます ます増大 してい くとともに、

重要 なもの とな ってい く。 この よ うな 中で、わが国の研 究開発 政策 は、早急 に適確 な 目的 と

方 向性 を持つ ことが望 まれてお り、次 のよ うな問題 が指摘 されている。

・情報技術 分野の国家 プロジェク トの狙い ・目標 が何 か分 らない。 この分野 は基礎 を育成

する、 この分野は実用化 を強化 す る、 な どの全体 の戦略 が見 え ない。 日本 の社会 を どう

したい とい う具体 的イメージが 無 く、創造的 ソフ トウェ ア育 成事 業 について も、 日本の
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3.わ が国の情報技術の研究開発とその問題点

ソフ トウェ ア産業 をどうしたい とい う施策が見 えない。 この辺 を見 える ようにすべ きで

ある。

・情報産業 の中核 となるべ き指令 塔が あい まいであ り、魅 力あ る情報 産業へ の努力 が不 足

している。 情報 産業(特 にソフ トウェア産業)の 舵 と りを誰 がす るのか。情 報 産業が大

事 だ と言 わ れてい なが ら、世界 に向けた情報発信がで き ない とい うこ とは、 ま とめ役が

いないためであ ろう。国が主導権 を持 つべ きで ある。

・今後 の国 家 プロジェク トは、海外 との協調 を配慮すべ きで ある。企業 は海 外 を巻 き込 ん

でや ってい る。 これか らの時代 は、積極 的に海外 を巻 き込 んで いか ない とや っていけな

い。井 の中の蛙 にな らない ため に も、海外 との協調 は必要で ある。

(2)政 府の研 究開発の戦略 に関す る問題

情報産 業の強化 ・育成 の観点 か らの政 府の研究 開発戦略の明確化 が望 まれてお り、以下 の

よ うな問題の指摘 と提案 がある。 これ らは、必 ず しも1つ の方向 を向 いていない。

・これか らの時 代 に対応す るには、米国のや り方 を参考 に 日本 にマ ッチ した や り方 を生 み

出すべ きで ある。 これか らは技術 に独創性 が必 要だが 、や り方 については追 いつ くまで

は米 国の 良 さに キ ャッチア ップす る方向で進 め るべ きであろ う。国の プロ ジ ェク トでは、

これをい かに強 力 に進 め、 日本 の情報産業が 世界 に通用 する よう育成 するの が大 きな役

割 となる。

・科学技術振興 調整 費 に対 す る経 団連推薦一 覧で、1995年 度 に採択 され なか ったテーマ と

して 「次世代 の指 導的情報技術研究者育成 プ ログラムの調査研 究及 び試験 的 実施」 があ

るが 、こ こらあ た りか ら始 めなければい けないのでは なかろ うか。1981年 度以降の応 募

テーマをみて も、 ソフ トウェア に対す るテーマ設定力 に欠けてい るように見える。

・最近 のソ フ ト製品は、デ ファク トス タンダ ー ドが幅 を利 かせてい る。非常 に難 しい とは

思 うが、 デ ファ ク ト化 に対 する国の支援が ほ しい。マ イクロソフ ト製品は、 ほ とん どマ

イクロソ フ トで デ ファク ト化 を進 めてい る。 これ と対抗 する には相当のパ ワーが必 要で

ある。

・日本 の情報 産業 の危機 を、国家/国 民 の どれだけが理解 してい るか疑問で あ る。情報産

業 の強化 を強力 に推進す るには、その重要性 を国家や国民 に広 く説得で きる シナ リオが
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必要であ る。 これは、予算獲得への シナ リオに もつ なが る。

・情報産業の育 成 については、各省庁が納得 で きる ような国全体 の情報化 グ ラン ドプラ ン

を描 き、各省庁 か ら情報産業 の研 究 開発振興 に向け協 力 を得 ることが必要 で ある。(特

に、他の省庁 に とってのメ リッ トを明確化 し、通産省が リーダシップを と り、連携/調

整 を計 るシナ リオの立案 と強力推進が重要)

・国のプロジェ ク トは、一方的 に資金 を供給 す るのではな く、成果 に よる リ ター ンを期待

すべ きであ る。 プ ロジェク トで蓄積 され た技 術 の公 開や特許権 の販売 をす る共通 の組織

を設 けるの も一つの方法で ある。

・省益で はな く、国益 を考 えて運用で きる新 しい体制 を作 るべ きである。そ れ にどうやっ

て魂 を入れ るかが問題。魂が入 らない と、今 まで と変 わ らない結果が 出る可 能性 がある。

・同一 目標 テーマでの並 行研究 開発推進(オ ープ ン&コ ンペ テ ィテ ィブ) 、競 争原理/市

場原理 に従 った 選定 と成果評価 、省庁 間の共 同研 究/国 際共 同研究 の推進 をすべ きであ

る。なお、評価 による研究 開発 の統廃合 や、テーマの途 中変更 も可能 にすべ きであ る。

(3)研 究 開発の仕組み に関する問題

研 究開発 の仕組 みも従来のキ ャッチ ア ップ型 か らフロン トラ ンナー型へ むけての改革が必

要 と されている。 この よ うな中で、次の ような問題の解決 が必要 となって来 た。

・世界 の ど こに もない魅力的な仕 組み を作 らない と、 日本 は フロ ン トラ ンナ ーになれ ない

のではなかろ うか。新 しい仕組 み を考 え出す の に、欧米各 国は五十年 くらい検討 して作

りだ して きた。 日本で は、本格 的 にや ってい ない。米国の まね をして もフロ ン トランナ

ー になれない。 日本独 自の枠組 みの改 革 をや らなければいけない。

・ソフ トウェア コンテス トみたい なことをや って、良い もの を見 出 し、 それ を積極 的に生

か してい くのは どうか。それ をどこに活用で きるか とい うことは、みんなで考 えて もら

う。そ うい うこ とをや りなが ら進めてい けば、 ソ フ トウェアの資産 として 日本 にも残 っ

てい くと思 う。

・国の情報 技術 関連 プロジェク トには、条件 や内容 の面 で魅力 を感 じない ものがあ る。防

衛、宇宙 、電力 、通信 な どは調達 に結 びつ くので、メーカは手弁当で もや りたが る。国
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3.わ が国の情報技術の研究開発 とその問題点

は、調達 に よ りメー カに対 して初期需要 を作 ってやる ことが必 要であ る。米 国で もこれ

で効果が挙 がっている。

・国のプロ ジェ ク トは、個 々の企 業が得意 な分野、強化 したい分野 を提案 し、国は産業育

成 に貢献す る観 点 か ら選択 し、支援す ることで良い と思 う。各企業 が 自らが 競争 しなが

ら事業 を育成 し、米 国 を含 む競合ベ ンダに打 ち勝 つ とい う強 い意志 がなけれ ば強い技術

/製 品はで きないのではないか と思 う。

・テーマが 省庁 間で重複す る ことが ある。競争 も一面 で は良いが 、 もっ と各 省庁全体 をコ

ン トロールで きる組織 を置 いて、効率 よ く研 究開発 を推進す る ことが必要 であ る。

・研 究 開発 費 が省庁 で分 断 されて いる。情報通信 分野 で は 「日本版NSF」 を作 り省 庁の

壁 を取 り払 うべ きで、縦割 りを打破 して、横 串 を刺す ような プロジェ ク トを考 えるべ き

で ある。

・通産省 の レベルで改善 で きる ところか ら手 を打 つ こと と、国 レベ ルでやるべ きことを整

理 し、国へ の意見具 申を展 開す るこ との2本 立 てで進め るべ きである。

・意思決定 の ため の階層構造が深 い ほど研 究開発 のスピ ー ドが遅 くなる。ス ピー ド重視 の

時代 で は、権限 委譲等 に より実質的構 造 をフ ラ ットにす るこ とが望 ま しい。 その ために

は、例 えば以下の ようにす るこ とが考 えられる。

一政策 を戦略 に反映す るの は 「10年に一度」 の タイ ミング

ー戦略 を戦術 にブ レークダウンす るのは 「5年に一度」

一戦術 を実行案 に落 とすの は 「2年に一度」

一実行 レベルで は、専 門の管理者 と研究者 の間で 日/週/月 レベ ルの討議/フ ォローを実施

・国研 の役 割の見直 しが必要 なの ではないか。米 国の国研 の よ うに、 テス トベ ッ ドの役割

を担 って もらうことも必要である。

(4)研 究開発 を担 う人材確保 に関する問題

研究開発 には優秀 な研究者 が必要 な こ とに加 えて、良い研 究や研究者 を見つ け、育て 、評

価す るこ との できる人材 も必要 となって くる。

・いか に良 い芽 を見 出 し、投資す るかが ポイン トである。 日本 では、仮 に良 い芽 が出て も、
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これ を見 出 し育 て る人が少 ない。良い研究 の種 を見つけるこ とので きる、 フ ァンデ ィン

グマネージ ャの養成が必要であ る。

・以前は、大学 では基礎 的なこと を勉 強 し、会社 で必要 な技術 は会社で教 え る とい うこ と

だったが、 これ か ら'は大学で人材 をきっち り育て るこ とが重要である。米国 の大学卒業

者は、即 戦力 にな るとい う。

・研究者 については、長期 的に人 材育成か らや り直す必 要があ る。東南 アジ ア諸 国の元気

の良 さは、米国留学 か ら帰 った人材が支 えて い る。情報技術 については、社 会科学 的観

点 も不可欠で、米 国の場合 は、文系 と理系の 両方 の大学 を出 た人がプロジェ ク トの中心

になってい る。

・産 ・学 ・官の連携 については、優 秀な人材 間で産 ・学 ・官の垣根 を越 えた技術 者交流 に

よるシナジー効 果が重要であ る。産 ・学 ・官 の共 同研 究 をコーデ ィネイ トす る指導者、

機関 も不足 してい る。産 ・学 ・官の連携 が主 として人脈 に頼 って行 われ、広 く機会が提

供 されていないの も問題であ る。

・良い研 究 とい うのは、やは り人 で あろ う。良い研究者 をいか に発掘 して、 その人 にどう

力い っぱい働 い て もらうか、 これが研 究 開発 の成功 の道 だ と思 う。それには 良い研 究者

を発掘す る目利 きが必 要で、 日本 の場合 、そ うい う目利 きがい ない とい うこ とと、いた

として もその人 に権 限 を与 えていない とい うのが 問題 である。

・フロン トラ ンナー型 に移行す る ためには、人材(専 任 の グラン ドプラ ンナ ー、 プラ ンナ

ー、マ ネージャ)の 確保 と組織化 が重 要であ る。 フロン トランナー型モ デル の成否 は、

この人材 にかか ってい る。人材 の育成 は もち ろん必要であ るが 、人材 につい ては、海外

か ら募集す る こ とや、企 業OBの 登 用 も検討 して ほ しい。 なお 、人材 に対す る処 遇 、イ

ンセ ンテ ィブの与 え方 を どうす るか、 どこまで権 限 を与 えるかが問題 となろ う。

・物理的 に小 国の 日本 に とって、 大 国である米 国な どと対等 に競争 してい くには、重点領

域 に焦点 を当て優秀 な人材 を米 国以上 に活用 し切 ることが重要で あ り、 これ が 日本 の研

究開発の あ り方 を左 右す ると認識 してい る。
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3.わ が国の情報技術の研究開発 とその問題点

(5)研 究開発予算執行に関する問題

研究予算の確保に関しては解決されつつあるが、運用面の問題も合わせて解決する必要が

ある。

・国の ソフ ト関連への研 究開発投 資 が圧倒的 に少 ない。 中長期 の投資が少 な く、2年 で終

わ るような補 正 予算で は逆 に禍根 を残す。一 般予算で10年 続 け られれば、 良い ものが

育つであ ろう。 一方、予算 を効率 的 に使用す るため には、 日本全体 の研究 開発 のベ ク ト

ル を合わせ る必 要が ある。競 争原理 を働 かせ るため に、同種 の研究 を並行 して走 らせ る

ことが望 まれ る。

・現在 の会計 制度 につ いては、費 目間変更 の自由度、人 件費の処理、省 庁間 の予算統 合処

理 について、改 善が必要で ある。一般 の企業 会計 ・会計 監査 システ ムが使 えず、経 費管

理の負担が大 き く、収益還元ル ールの事務作 業負担が大 きいの も問題であ る。予 算 と実

績 との差異の取 り扱 い も問題で、研 究 に必要 な費用が予算 と1円 も違わず に合 うことを

要求す るの は非現実 的である。

・省庁連携 に よる共 同プロジェク トの実施 や予算制度 ・税制面の緩和 だけで も効 果あ りと

考 え られ る。で きる ところか ら、速やか に改 善 してい くべ きで ある。形 だけの共同 プロ

ジェク トで はな く、提案 か らプロジェク トの終 了 まで、関係省庁が協 力 して推 進すべ き

で ある。

(6)イ ンセンティブを与 える法体系の整備の問題

研究者に研究の商品化 ・企業化を促すためのインセンティブを与える法体系の整備が必要

である。

・日本の プ ロジェク トでは、成果 の知的財 産権 の取 り扱 いで、 国際的 な基準 にあ ってい な

い ものがあ る。 米 国の場合、成果 は公 開する こ とが原則で あるが、 日本で は大蔵省 の も

の になる。 この辺 を改善 しない と、国際協力下での研 究がや りに くい。

・日本で はベ ンチ ャー企業が育 た ないが、 日本 は米国 と違い失敗す ると個 人 の負担 が大 き

い。ベ ンチ ャー へ の国の支援 は、以前 に比べ る と良 くなってい るが、それで もまだ充分

とはい えない。 ベ ンチ ャーを育てたいな らば、ベ ンチ ャー育成の環境 作 りとベ ンチ ャー

への インセ ンテ ィブが大切で ある。
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3.2.2産 ・学 ・官 の研 究 開発 の 分 担 に関 す る問 題

(1)研 究開発の分担に関する問題

研究開発の分野、研 究段階 に応 じた、産 ・学 ・官 の有効 な役割分担 が必要 である。

・プロジェ ク トの開始 時に、製 品化 を見通 した シナ リオ作 りが必 要であ る。今 の国のプ ロ

ジ ェク トは、基礎 だけやって、後 はメーカが何 とかすべ きとい う感 じがす る。

・大学 の先 生や研 究者 には、原理 が分 かった ら、そ こに は もう興味 を示 さな くなる人 もい

る。研究 レベ ルの トランスフ ァが順次 、順調 に進 んでい くとい う仕 組みは、 日本のなか

で一番欠 けてい るところで あ り、 それ をしっ か りやるこ とが必要であ ろう。また、大学 ・

研究機関 ・メー カーの間での役割分担が社会 全体 として明確 になってい ない(整 合性が

ない)。 この点の見直 しが必要 と考 える。

・国立研究 所 を層別化 して、 コー ポ レー トラボ とデ ィビ ジ ョンラボに分 け、 コーポ レー ト

ラボは大規模 な総合研 究所 として純粋 基礎研 究 と省庁 をまたが った融合研究 をし、 デ ィ

ビジ ョンラボは各省庁が統括 し、各省 庁の方 針 にあった 目的基礎研 究 と基盤 研究 を担 当

す ればよい。

・国のプロ ジェク トの 目的の一つ は新市場 開拓 か も知 れ ないが、 リス クが大 きい ことか ら、

ほ とん どの企 業 は新市場 に参加 した くない と思 っている。新市場 開拓 の場 合 、研 究開発

費用 はすべて国 が持 ち、 さらにプ ラスアルフ ァが出るな ら、 プロジェク トに参加す る気

になる。

・わが 国の プロジェク トでは、成 果が生 か されないケー スが ある。米国で は、 プロジェク

トの成果 を別の プ ロジェク トが取 り込 み、発 展 させ るリレープロジェク トが 見受 け られ

る。プロジェク トの成果物 を国が調達 し、そ の成果物 を使 って別 の リレープ ロジェク ト

が立ち上が る場合 もあ る。わが国 も、 これ を見習 うべ きであ る。

(2)研 究 開発 の重点分野の設 定に関す る問題

キ ャッチア ップ型 か らフロン トランナ ー型 に向 けての急 な舵 とりの ために は、重点 を置 く

分野 を設定すべ きである。
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3.わ が国の情報技術の研究開発 とその問題点

・日本 は、 弱い所 を強 くし平均化 しようとい う傾 向が強 いが、 メガコンペテ ィシ ョンの時

代 には、弱い分 野 を切 り捨ててで も得意分野/将 来世界水準 になる可能性 の あ る分野 を

重点強化 すべ きであ る。ただ し、 インフラ となる技術 は、現在 弱い分野であ って も将来

を見据 えて強化 しなけれ ばならない。

・国の プロ ジェク トの 目的 とインセ ンテ ィブを明確 に して運用す る仕組みが必 要であ る。

現在 の プロジェ ク トは、い ろい ろな視点が複 合 し分か りに くくなっていて、 プロジェ ク

トに参加 す るた めの イ ンセ ンテ ィブがない ものがあ る。例 えば、ベ ンチャー企 業向 け、

大学 ・国研 向け、産業界 向け とい った プロジェク トがあ って もよいのでは ないか。

・国の プロジェク トの重点 テーマ決定 には、次の よ うなス タンスが望 まれ る。

一必 ず実需が約束 されてい ることが重 要。その こ とが メーカの参加 を促す。

一先 ず は、ニーズあ りきで テーマ を選定すべ き。

一この分野だけは死守す る とい う重点 テーマの設定が重要。

・プロジェ ク トの起 こ し方 として 、先ず多 くの研 究開発 テーマ に小 額 出資 し、その 中か ら

大 きい成 果が期 待 で きる もの を選別 して、プ ロジェク トに育 て上 げればよい ので は。現

状では、未評価 の ままプロジェク トが立 ち上 が ってい る。米国で は、 プログ ラムマ ネー

ジャが、大学等 で行 われてい る多 くの研究か ら将来性 の あるテーマ を見つけ 出 し、 出資

している。 日本 では、情 報系の研究全体 につ いて、何 が行 なわれて いるのか を見て いる

人は、いないのでは ないか。

・日本 の ソ フ トウェア資 産 を一度 再評価 して もよいので は ないか。基礎研 究 的 なところで

は非常 に活躍 してい る もの もあるので はない か。社会 システムの なか に組み込 まれ た ソ

フ トウェアがな い とい った ところが、 日本の ソフ トの弱 さでは ないか とい う気 がす る。

日本発 アジ ア全 体 とい った構想 を、 日本の ソ フ トウェ アを生か して広めてい くとい うこ

とも必要 と思 う。

(3)研 究 テーマの設定 に関する問題

シーズ指向 とニーズ指 向研究 をいかにバラ ンス させてい くかが重要 で ある。

・国の プロ ジェク トは、 シーズ指 向が強す ぎる。 国に とって、社 会 にとって何が必 要か を

議論 した うえで 、研究 テーマ を設定す ることが必要で あ る。その際、情報系 研究 者 ばか

りで な く、人文 科学、社 会科学、 自然科学 に精通 した人材 による委 員会での議論 が必要
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で あ る。

・ニーズだ けにこだわる と、 さほ ど魅力 的でない研究 テ ーマ にな る可 能性 が あ る。研究者

はニーズに縛 られ ない 自由な発想 での研 究 を望 んでいる。理工系離 れが進 ん でい る今 、

プロジェク トの 中にシーズ指 向の部分 を残 し、研究者 に とって魅 力あ るプロ ジェク トに

すべ きである。

・ニーズが ある と分か ってい るテ ーマ は、商品化 に近い テーマで ある。 む しろ、 シーズの

中か らニーズに結 びつ くもの を探 しだ し、 シナ リオを作 ってい くこ とが必要 と思 う。

・ニーズ に基づ く国主導の研 究開 発 テーマ の募集 だけで な く、産学が ア イデ ア提案 したテ

ーマで将来性が あ りそ うな もの を受 け入 れる枠が多少 な りとも必 要なのでは ないか。複

数省庁 に 自由なアイデアで提案がで きれば、研究者 のイ ンセ ンテ ィブにもなる。

3.2.3プ ロジ ェク トの 実施 の 各段 階 に つ い ての 問題

(1)上 流

良 い研 究 を見つ け育 ててい くための仕組 みが重要 である。

・テーマ の選定 と評価 につい ては、研究 テーマ選定 と結 果 を評価 す る専任の 評価者(機 関)

を置 くべ きであ る。評価者が ボ ランテ ィアで は、良いテーマの選定や結果の 評価がで き

ない。メ ンバー については、情報技術 の専 門 家だけではな く、経済 ・社会 の専 門家、一

般 の人々 を取 り込 むことを考慮 して も良いのでは ないか。

∴トップダ ウンで 降 りて くるテー マ と企業側がや りたい テーマがマ ッチせ ず 、す ぐには乗

れないこ とが多 い。合意 して シナ リオ作 りが で きる仕組みが必要であ る6基 礎寄 りの プ

ロジェク トしか で きず、製品化 に近 いプロジ ェク トが で きない とい うの もど うで あろ う

か。

・今 までの 国のプロジェク トでは 、競 争原理が働 きに くい。特 に実用化 プロ ジ ェク トでは

広 く公募 し、競争 に基づ く実施 が望 まれ る。

・公募型 プ ロジェク トで のテーマ の選定基準が 明確 では ない。 どこが評価 され、 どこが だ
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3.わ が国の情報技術の研究開発とその問題点

めだったのかを明示す る必要が ある。米国の例 が多い に参考 になる。テーマ に よっては、

選 定者 は国内に限 らず、海外 か らも専 門家 を呼ぶべ きであ る。

・起案 か ら決定 までの手続 きが煩 雑 で、時 間がかか りす ぎるこ とが問題 であ る。情報技術、

特 にソフ トを対 象 にす るケースでは、短期 間で アイディアを形 にす る ことが必要で ある。

手続 きで時 間が とられている間 に他 の ところか ら同様 な ものが 出て くると、 アイデ ィア

の価値 がな くなる。

・現状 では、研 究 テーマ が見 つか って も、提案か ら3年 位経 たない と プロジェ ク トが立 ち

上が らない。情 報技術分野 は技術 革新が速 い ため、研究 開発 のス ピー ドが問 題 となる。

研 究開発 テーマ が見 つか った ら、す ぐ研 究開発 を進める ことがで きるよ うな制度が ほ し

い 。

・時 間をか けてで もフロン トラン ナー型モデルに沿 った体制 を実現す るこ とが必要であ る。

特 に政策 ・戦略 を決定す る上流部分の組織化 が重要であ り、強力 な指導力 を発揮 で きる

組織が必 要 とされ る。下流部分 については金 が問題であ り、金 さえあ れば何 とか なるで

あろ う。

・プロジェ ク トの予算執行 の各 レベ ル(上 、中、下流)に おいて、信頼性 の高 い評価 シス

テムを持つべ きであ る。米国のNSFは 約300人 、NASAは 約200人 の常 勤専 門家か ら なる

プログラムマ ネ ージャがいて、各 レベルで研 究 を評価 す る。その研 究者 の過 去 の実績 に

ウエ イ トを置い て評価す るので、信頼性 も高 い。プログラムマ ネージ ャ間で の競争 もあ

る。 日本 も、 この ような専 門家 よ りなる評価 組織 を育成すべ きで ある。

・テーマ選 定 につい ては、 テーマ 選定委員会の半数を欧 米 を中心 とした有識 者 で構成す る

とか、選定委員会の委員 を若年層 にす るとか して変革 をすべ きで ある。

(2)中 流

・プロジェ ク トの進め方 につ いて、一旦決めた ら内容 を変更で きない ような や り方で はな

く、世の 中の状 況 に対応 して、 内容 を柔軟 に変更可能 とす る仕掛 け、 そのた めの評価組

織 な どがあ る とよい。研 究 の途 中成果 を評価 し、予算の打 切 り/減 額/増 額 す るこ とも

必要であ る。
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(3)下 流

成果の評価 と商品化 ・企業化 のための環境整備 が必要 であ る。

・プロジェ ク トが成功 したのか ど うか、客観 的な(数 値 で表 され る ような)評 価基準(技

術性、経済性 、適用範 囲の広 さ、社 会へ貢献度 な ど)を 前 もっ て決めてお くことが必要

であ る。

・評価 に柔 軟性 を持 たせ ることが 必要であ る。成果物 は キ ングファイルで何 冊 な どとい う

のは問題があ る。評価 の専任 者が いないためか、評価す る側 で十分 な評価がで きない こ

とが問題であ り、評価 のための イ ンフラを しっか り作 る必要が ある。

・良い研究 テーマでの成果が実用 に結 びつ くまでの息 の長 い努力 に欠けてい る。基盤的研

究テーマは簡単 に成果 が実用 に結 びつ きに くい故、研究 開発終 了後 も実用化 まで国の指

導が必要である。次の 段階 として、 国研 とか社 会資本 に関連 す るところの機 関が、実用

化す る ところ までや るべ きで あろ う。

・現在 の国 家 プロジェク トでは、企業化 ・商 品化 を支援 す るとい う論 理 は通 らない し、企

業 として も支援 を要請 しない。む しろ、国は商 品化 ・企業化す るための環境整備 をす る

べ きである。
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4.わ が国の情報技術政策の問題点 をどう解決 するか

4.1研 究 開発 モデル検 討のポ イン ト

前章 までにわが 国の研究 開発のあ り方 に関す る問題点 を見て きた。 この章 では これ らを踏

まえ、解決 に向けた議論 の方向 を探 ってみ る。 このための アプローチ は色 々 とあ るが、 ここ

では先端 的情報技術の研究 開発 を推進す る 国の仕組みが どうあ るべ きか を考 え る。そのため

には、経済面 で近年 目覚 ましい成功 を納 め てい る米国のあ り方 を参考 に しなが らまとめるの

が近道 であろ う。

本委員会 で まとめたモデルを図4-1に 示す。以下の議論 はこれ を参照 しなが ら進 める。

4.2研 究開発の基本方針決定に関するポイン ト(政 策)

国の予算 を使 った研究 開発活動 を推進す るに当 っては、その 目標設定お よび評価 の基準 と

なる基本方針 を明確 に定 めなけれ ばな らな い。 これ は国全体 に適用 される ものであるか ら、

国の最高意思決定機関で ある国会の審議 を経 て政府の科学技 術政策 として、 トップダウンに

示 されるべ きである。 さ らにこれ は、 国民 のニーズ に応 え、国民各層 の合意 を得 た ものでな

ければな らないか ら、 国民 に対 して充分 に説明 され、その意見 を反映 させ た もの にする必 要

が ある。

この基本方針は、わが国を世界の中でどう位置づけ、国としてどんな社会建設を目指すの

かという未来への展望を開き、その実現へ と向かう過程で解決すべき政策重点領域、重点テ

ーマを提起するものである。

今 日、政策課題の実現手段として、科学技術の負う役割はますます増大している。また、

世界的な経済力競争が激化する中で、それを勝ち抜 く原動力として先端的な科学技術力の蓄

積が求められている。そのため、その蓄積を基にした産業競争力の強化、それを推し進める

ための教育の革新と人材の養成、その結果 としての国家安全保障の強化や市民生活の向上は、

互いに連動したものとして国の基本政策の中に位置づける必要がある。
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4.わ が国の情報技術政策の問題点をどう解決するか

既 に米国や欧州で はこの ため に、先端 的 コンピューテ ィングお よび情報通信 ネ ッ トワー ク

基盤 を築 くこ とで21世 紀 に高度情報化社会 を実現 し、世界 の主 導 的な地位 を 目指 す戦略的 目

標が設定 され てい る。わが国で も、行動指 針 となる同等 の科学技術政策 を策定 す る動 きが開

始 された ところであ る。

4.3国 全体の グラン ドプラン設定 に関す るポイ ン ト(戦 略)

政策重点領域、重点テ ーマが提起 され る と、各省庁 はその解決 に向けた具体 的 な研 究開発

政策 を立案 す るが、各省 庁 はそれぞれの ミ ッシ ョンに従 って これを行 うため、全体 として見

る と同一テーマ に対す る重複が存在す る。上記 の ように、産業競争力 の強化 や市 民生活の向

上 を目指 して先端的 な科学技術 の開発 を推 進す る となる と、その対象範囲 としてほぼすべ て

の省 庁が含 まれるこ とになる。 また国の予 算 には上限があ るため、並立す る重 点テーマ間 に

も優先順位 を設 ける必要 に も迫 られる。

これ らの問題 を解決 し、政策理念 を徹底 するためには、科学技術行政の最上位 に、.研究開

発方針 に関す る諮問機関や実施 に関す る調 整機 関 を設置す ることが必要で ある。米 国では国

家科学技術 会議(NSTC)や ホワイ トハ ウスの科学技術政策局(OSTP)が これ に相 当す る。

これ らの機 関は、国全体の科学技術行 政 を統括す るグラン ドプラ ンナー として機 能 しなけ

れば ならない。 そ して、複数の省庁 にまた が る大括 りの プロジェク トの 目標 ・分担 ・連携 ・

期間 ・予算 案 の策定や、各省庁間の予 算執 行 に際 しての監督 ・総合調整、政策 の効果 につい

ての評価 を行 う権限 を付 与 され るべ きであ る。 さらに研 究開発 プロジェ ク トの効果 について

も、一歩踏 み込 んで数量的評価 まで行 えれば効果 的 となる。

4.4各 省庁の役割 に関 するポ イン ト(戦 術)

各省庁 は、・政策課題か ら発す る トップ ダ ウンの要求 と、各省庁 の ミッシ ョンに基づ く現場

か らのボ トム ア ップの要求が交錯す る場 で ある。 それ らを融合 してプロジェ ク ト化 し、市民

社会 や産業界 へ還流す る成果 に結 びつ けな ければな らない。研究 開発 プロジェク トについて

は、 グラン ドプランに沿 う形で、重点領域 、重点 テーマ を絞 り込 む必要が ある。

重点 テーマの 目標 に到 達す るためには、 リスク管理の観点 か ら、一つ の 目標 に対 して複数
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の研 究開発 プロジェク トが採択 されるべ きである。 これ らを定期的評価 によ り振 るい落 とし

て、最終 的に目標 を達成す る最適 の研 究開発 プロ ジェク トに収敵す るのが効果 的である。

国が研究 開発予算 を投ず るのは、大学等 で行 われ る純粋科学研究 か、元々、開発 リス クが

高 く、産業 が 自発 的に開発投資 ・商品化 を しづ らい技術 に対 してである。従 って、その成果

に求め られ るのは、

(1)新 たな科学理論を発見 し、人類全体の進歩に貢献すること

(2)産 業 を通 じて商業化 ・実用化 して国民経済に利益を還元すること

(3)適 正な基盤インフラを構築 して国民生活に利便を提供すること

(4)世 界的な環境破壊を防止 して豊かで健康的な生活を保証すること

(5)資 源 ・エネルギー ・食料問題に適切に対処して持続的な社会発展に寄与すること

な どである。現在 の ように世界的 な競争の 時代 にあ っては、わが国の中だけで これ らの 目標

を達成する ことはおぼつかない。産業政策 とリンク しなが らわが国の得意分野 、産業全体 の

基盤 インフラとなる分野 を見極 めなが ら、世界各 国 と協調す る方 向で、科学技術戦略 として

練 り上 げられねば ならない。

各省庁はこれらの複雑な案件を整理し、担当領域の指揮 ・調整を行い、関連するプロジェ

クトを連携させ、それぞれの研究成果の円滑な移転の仕組みを構築するプランナーとしての

役割を果たす必要がある。

新 しい産業の育成 を図 るのは、各省庁 の元 か らの重要 な任務 であるが、現 在で は特 定の産

業や団体 を直接支援 す る施策は採 りに くくなっている。 この ような状況で は、市場ニーズ と

技術 シーズ の関連 を洞察 して、将来 の市場 の形成 を促 進 させ るように研究 プロジェク トを方

向づけ、規制や税制の改革 を通 じた市場環 境 の整備 を予 め進め ることが、速やか に成果 を収

めるための キーフ ァクターであ り、各省庁 にはその シナ リオを描 く役割が求 め られ ている。

国の研究開発予算を用いる科学技術研究は、一方では、純粋科学に属する理論研究や、学

会レベルの新分野開拓研究として行われ、他方では、上記のように産業育成や、国民ニーズ

を満たす基盤インフラ構築研究として行われる。さらに市民生活に密着した部分では、研究

開発の成果を実際の社会サービスに応用する前段階の、試作評価のためのテストベッド構築

が行われる。
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4.わ が国の情報技術政策の問題点をどう解決するか

これ らの研 究開発 プロ ジェク トは、複数 の省庁 が分担 して担 当 しているが 、一 つの研 究開

発 プロジェ ク トの研究成 果が他 のプロジェ ク トの必須要素 である場合が多 くなって来てい る。

また、現在 の ように科学技術 の進展が著 し く、その発展方 向が容易 に把握 で きない状 況で は、

各省庁が個別 にプロジェ ク トを企画す るの は無駄が多 く、成功確率 を減 じる原 因 と もなる。

これか らの研究 開発 プロ ジェク トの立案 に当 って は、各省庁が 共通部分で協調 し、個 々の プ

ロジェク トを融合 させ た り、研究成果 の連 携 を目指 した共同プ ランの策定が主流 となるべ き

であ る。

それ と同時 に、 どこに どんな技術 シーズ が存在 し、それ らを組 み合 わせ るこ とで何 が実現

で きるのか を見極 めるプ ランナー としての 力量が ます ます重要 となる。各省庁 で この役 割 に

就 く目利 きの育成 が不可 欠 ともなっている。

4.5研 究開発 プロジェク トの運営 に関す るポ イン ト(運 営)

実際 に研 究 開発 プロジ ェク トを実行 す るのは、大学や国立研究所の研 究者 と、産業界 の各

研究機関 に属す る研究者 を合 わせ た 「R&D中 核体 」 である。 この 中核体 の構成 はプ ロジェ

ク ト毎 に異 なるであろ うが 、彼 らはそれぞ れの動機 づけ と成果 目標 に従 って、 ボ トムア ップ

的に研 究 開発 プロジェク トに参加す る。従 って、 トップ ダウ ンで形成 されて きた研 究 開発 プ

ロジェク トの本来 の成果 目標 とは乖離が生 まれる可 能性が ある。

これ を避 けるためには、政策課題か ら発 する トップダウ ンの要求 を代 表 し、研 究 開発 プロ

ジェク トの全体 を指揮す る専任の プロジェク トマネージ ャの存在が重要 となる。研 究 テーマ

を指 定 しない で ア イ デア提 案 を受 け付 け る公 募 型 の研 究 開発 プ ロ ジェ ク ト(unsolicited

proposal)で あ って も、 そ の選択の過程 では、 政策重 点領域 にの っ とったテ ーマ で あるか、運

営の過程 で は目標 に対 して適切 な効果 が出 ているかの判断が必要であ る。 この プロジェク ト

マネージ ャが、 わが国の従来の研 究開発 プロジェク トに欠けていた重要 な要素 であ る。

このプ ロジェク トマ ネージャの役割 を効 果あ る もの にするためには、研究 開発 プロジェク

トの発注元 であ る各 省庁か ら、予算執行 と人事 権 を含む、研究 開発 プロジェ ク トの運営 権限

を委譲 される ことが不可欠である。代 わ りにプロジェク トマネージャは各省庁 のプ ランナ ー

に対 して、 その プロジェク トの成果責任 を負 うことになる。一方、 プラ ンナーは国民 に対 し

てそのプロジ ェク トの成 果責任 を負 ってい るか ら、適切 なプロジェク トマ ネージ ャを任 命 し

て、協調 してプ ロジェ ク トを成功 に導 く必 要があ る。
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プ ロジェク トマ ネー ジャの所属 を省庁側 とす るか、研 究機関側 とす るかは議論 の分 かれ る

ところであ るが、米国の例 を見 る と研究予 算 を配分す る機関 に属 してい るようである。所属

先 に変動 はあるにせ よ、 プロジェク トの成 否 を一任 される重要 な存在であ るか ら、技術 の詳

細 とビジ ョンの両方 を併 せ持 つ、その領域 の第一線 で経験 を積 んだ専門家でなければな らな

い。その処遇 やキ ャリアパス について も充分評価す る必要があ る。

研 究開発 の結果 を産業 を通 じて商業化 ・実用化 し、国民経済 に利益還元すべ きとい う立場

で プロジェク トを見 る と、各省庁 の ミッシ ョンに応 じてそれ らは、

(1)シ ーズ指 向研究 を通 じて先 端的要素技術 を蓄積 する もの、

(2)社 会 ニーズ を満 たすため に基盤 インフラや総合 システム構築 を指 向す る もの、

(3)テ ス トベ ッ ドを構築 して試作 システムの評価 と改良 を行 うもの

等 に分 けられ、それぞれのニーズ と研 究成果が互 いに リンク してい る。

従 って、 プロジェク トマネージ ャは担 当分野 の技術動 向や市場動向 に通 じてい ると同時 に、

並行 する他 の プロジェク トの動 向 も把握 しておかなければな らない。 プロジェク トマ ネー ジ

ャ同士 の連携の ための仕組みが必要 となる し、彼 らか ら独立 して、全 プロジェク トの評価 を

行 う専任組織 を設 けるの も有効 である。

研 究開発 プロジェク トの 目標 に到達す る ための個 々の技術 の選択 は研究者 の自由に任 され

る。 リスク管理 の観点 に基づいて、プロジ ェ ク トマ ネー ジャは一つの 目標 に対 して複数 の研

究テ ーマ を採択す るべ きであ る。最終 的に は公 正 な評価 によ り、 もっ とも成果 を出す可能性

の高い研究 テーマ に絞 り込 む必要があ るが 、技術 間の 自由競 争 を引 き起 こす ことで、互い に

成功確率 を向上 させ る効果が期待 で きる。

この際の研 究テ ーマの採択 とその成果の 評価 は、情報公 開の原則 にの っとって公正 さを期

しなが ら進め る必要があ る。該 当分野の専 門家 か らな る、評価 のための専任組織 を設 けるこ

とが不可欠で あろ う。

市 場ニーズ と技術環境の変化の激 しい現 代 で は、研 究開発 プロジェク トが立案 された際の

目標が次 第 に実情 に合 わな くなって くるケ ースが多 い と考 えられ る。プロジ ェク トマ ネー ジ

ャはそれ に応 じて随時、 目標の見直 しと研 究テ ーマ の統廃合 を図 る必 要 もあ る。従来、一旦

決定 された プロジ ェク トの内容 を変更す る には多大 の時 間 と労力 を必 要 としたが、現代で は
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4.わ が国の情報技術政策の問題点 をどう解決するか

時間のロスはその ままプロジェク トの失敗 につ ながる。 このため に もプロジェク トマ ネー ジ

ャに大 きな権 限 を委譲 しておか なけれ ばな らない。

現在 、各 プ ロジェ ク トの要素技術 をすべ て国内で開発す ることは不可能 になってい る。効

率の面 か らも海外研究機 関 と共 同研 究 を推 進 しなければな らない。その ため には、研 究者や

プロジェク トマ ネー ジャについて も、海外 の人材 を積極 的に登用す る機運が必要 となる。

4.6研 究成果の商品化 ・企 業化 に関するポ イン ト(商品化 ・企業化)

研究開発プロジェクトは、各省庁の研究公募プログラムに、大学や国立研究所の研究者、

産業界の各研究機関に属する研究者が応募するところから動きだす。優秀な研究者を集める

ためには、彼らが研究公募プログラムに応募する動機づけとなる、明確な利益を提示できな

ければならない。

研 究成果や その結果であ る知 的所有 権 を産業 を通 じて商業化 ・実用化 して得 られる経済的

利益 は、大 きなイ ンセ ンテ ィブ にな り得 る。元 々、国が出資す るのは開発 リス クが高 く、産

業が 自発的 に開発投資 ・商品化 を しづ らい技術 に対 しでであるか ら、その研 究公募 プログラ

ムに よって得 た研究成果で あって もそれ を商品化 まで持 ち込 むのに、 さらに開発 リス クを負

う必要が あるな ら、それ に成功 して利 益 を得て も正 当な権利 であ ると考 えね ばならない。

米国では衆知のように、大学や国立研究所からスピンオフした研究者による企業化が、近

年の先端的情報産業の興隆の推進力になっている。わが国でも科学技術基本計画の趣旨に沿

って各種の制度が整え始められているが、産 ・学 ・官界の人材の流動化を促す仕組み等、整

備すべき項目はまだまだ多い。

研究成果 を商品や社会サ ー ビス にまで高 め られれば、市民生活 を豊か に し、税収の増加 を

通 じて国民経 済 に利益 を還元で きる。 これ を効果的 に進め るため には研 究公募 プログラムだ

けで はな く、企業化支援 プログラム と連携 を図 ることも必要 とな る。

同時 に、産 業分野 を活性化す るには民 間 の資金 と人材の活用 を図 らね ばな らない。米国の

大学 の周辺 には、ベ ンチ ャーキャ ピタルを始め として資金 ・人材 の流動市場がで きてい る。

また、国 と して もこのよ うな流れ を生み 出す基盤 となる法令 を着々 と制定 して きてい る。そ

の 目的は何 か行動 を規制す るので はな く、 自由市場 メカニズム をよ り良 く働 かせ て、研 究開
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発活動および商業化を推進するための仕組みを提供することにある。

特 に、将来 の市場創造 に向 けて、規制 の撤廃 や税制 を始め とす る市場環境 を整備す る こと

は、今後の国の産業政策 の中心事項 となって くる。
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5.結 論

5.1今 後 のわが国の研 究開発の あ り方 につ いて

本 調査 は、その第一段階 として、研 究 開発 の枠組み と実施形態 に重点 をお いて意見収集 と

分析 を行 った。従 って、本報告 は、中間報告 である。

2.で 述べ た ように、米国で は、公 募 によ り衆智 を集め、公 開の上 、競 争的 な並行 開発 と

きび しい評価 を行 う。 これ によってニ ーズ によ り適合 した競 争力のあ る研 究成果 を選抜 す る

枠組 みがあ る。 これが、 目標 に至 る道筋が 必ず しも明 らかで ない先端情報技術の研究 開発 に

おいて、威力 を発揮 している とみる ことが で きる。

さらに、このような研究開発の枠組みやこれをその周囲から支える組織や社会的要因を挙

げると次のようなものがある。

(1)こ の枠組 に沿 って研究 開発 を行 い起業家 を目指す プ レーヤの存在

(2)省 庁間でのプロジ ェク トの分担調整や連携調整機構の存在

(3)社 会ニーズ(メ ー カのニーズ)を把握 した密 な産学共 同研究 の存在

(4)政 府資金や民 間のベ ンチ ャーキ ャピタルな どの企業育成 のための資 金の存在

(5)研 究 開発成果 の商品化 を活発 にす るような制度的、お よび基 盤的 インフラ

わが 国 において、 この ような米 国並 みの研 究開発 の枠組みや実施形態 を形成 しようとす る

と、多 くの資金 や人材 を確保 し、必要 な組 織 を作 らねばな らない。 これを短期 間に実現す る

ことは難 しい。 しか し、米 国が情報技術 の みならず、他 の多 くの分野 の研究 開発 において、

フロ ン トラ ンナーの位置 を確保 してい るの は、 まさに、 この ような土 台 を有 しているか らと

い える。 また、情報技術 開発 に投 下 され る国の予算 も、単 にその総 額が多いだけでな く、米

国の方が その競争的な研 究開発制 度の ため か、先端技術 開発 によ り有効 に生か されてい るよ

うに見 える。

この ような状況の中で、 わが 国の情報産 業、特 に ソフ トウェア産業 を、米 国 と競争で きる

レベル にまで育成す る道筋 を見 い出す ことは容易ではない。そ こで、 まず、 国のプロジェク

トを、市場性 のあるソフ トウェア商 品 を生 み出す土台 とす るこ とを考 え、 そのために必要 な

枠 組み、実施体制 を検討 した。
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5.2先 端的情報技術開発のための枠組みと実施形態の形成

最近は、運輸省 や厚生省 、科 学技術庁 や 国会図書館 な どが、先端情報技術 を用 いたいろい

ろな社 会システムやエネルギー関連 システムを構築す るよ うになって きた。

この ような社会 システム な どを省庁間 にまたが る研 究開発 として捉 え、わが国の情報 産業 、

特 に、ベ ンチ ャー企業的 なソフ トウェア産業 を起 こす機会 として利用す るこ とを想定 し、そ

の ような研究 開発の枠組み、実施体制 を検討 した。

(1)上 流部分の形成

情報技術 、特 に、ソフ トウェア技術 を核 とす る商品が、市 場 において支持 されるため には、

その機能、速度、 コス トパ フォーマ ンスな どのいずれかの点 において トップの位置 を確保 し

なければな らない。そのため には、顕在 的 であれ、潜在的で あれ、ユ ーザニ ーズ との合致 が

不可欠である。

このため には、国の研 究 開発計 画 の設定 にあた り、社 会的なニーズ をマクロに捉 えた上で、

研究 開発分野や目標 を設定す るこ とが重要 であ り、 この開発 目標が、同時に、上で述べ た よ

うな商 品の中核技術 開発 を含 むこ とが望 まれ る。

すなわち、広義 の公共 目的指 向であ ると共 に、産業への展 開が可能であ ること、 さらに、

ニーズ指向 の技術 と共 に、次 のプロジ ェク トの シーズ となる ような成果 も同時 に生 み出せ る

ものが理想 的であ る。

この ような社会的ニーズ として は、 国 と しての将来 ビジ ョンに沿 った ものが望 ま しく、例

えば高齢者社会 を目前 に した現在でい えば、 「経験豊 か な高齢 者の知識 を活用 で きる社会の

構築」の ようなビジ ョンに沿 って、知 的な コンピュー タが ネ ッ トワークで 自宅の端末 まで接

続 され、高齢者が いろい ろな業務 を在 宅で で きるようなシステムの 開発や、遠隔地 にいる医

師や医療技術者が容易 に共 同作業 ので きる高度 な仮想現実 システムな どが考 えられ よう。

この ような国や公 共団体 が、最初 のユ ーザ とな り、 その後 の産業展 開 も可能 なマ クロな目

標や分野 を決 めて、その要素技術 を開発す るようなプロ ジェク トを公募す ることが、開発の

下流 においての商 品化の可能性 を高め るこ とになる。 このため には、 わが国 においては、 ま

ず 、省庁間の連携 を調整 し、研究 開発技術 の効率的な移転 を可能 とす る枠組み を準備す る必
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5.結 論

要が ある。

(図4-1研 究開発 モデルの検討 を参照)

一試案 として
、図4-1に 示 す ような省庁 間にわたる枠組み を検討 した。 この試案では、

省庁 間にまたが るプロジ ェク トがい くつ もある と考 え、 これ らに関 して省 庁間 にまたが る案

件 を調整す る グラン ドプラ ンナー をお き、 グラン ドプランナーが予 算配分や要素技術 の研 究

開発 の と りまとめ を担 当す る。個 々の省庁 では、その下部機構 と して、 プロジェク トの一部

を担 当す るプ ランナー をお く。

グラン ドプ ランナーや プ ランナーは、主 に予算 に関す るマ クロな調整 を行い、実際の研 究

開発 は、 「R&D中 核 体」が設 立 され、 そこにお かれるプ ロジェク トマ ネー ジ ャがそ の指揮

をとる。 この プロジェク トマネージ ャは、 中核部分 の設計や開発 の委託、 テス ト、最終段 階

では総合 システムの組み立 てな どの指揮 を とる。すなわち、現 場の最高責任者 である。予 算

執行 の責任 も持 ち、NASAの プログ ラムマネージャに似 た役 割 を果 たす。 開発 に加 わる省 庁

を個 別 に担 当す るプロ ジェ ク トマ ネー ジ ャもおか れ、これ は、 「R&D中 核 体」 のプ ロジェ

ク トマ ネージ ャの指揮の もとに、個別省庁担当分の指揮 を とる。

当初の研 究テーマの公募(こ れは、solicitedproposalの 募集 となる)は 、 これ らのプロジェク

トマ ネー ジャと、それ らの背後 にいる レビューアの集団によって評価 され、選別 される。類

似テ ーマの並行 開発 を、オー プン&コ ンペ テ ィティブの原則で実施 し、毎年評価 を行い優れ

た もの を選 んでい く。新 規テーマが必 要 となったら再び募集す る。研 究 テーマ は、 メーカ、

ソフ トウェアハ ウス、大 学、国立研究 所、 海外の研 究組織、お よび、 これ らが集 まった共同

研 究 グルー プなどか ら、公 募 され る。

(2)中 流 部分の形成

研 究開発 の進展 に伴 い、関連省庁 の役 割 は移 り変わ る。 また、要素技術 の開発 プロジェク

トの 中には、成功す る ものがあ ると同時 に失敗す る もの もあ り、 それに応 じた対処 を行 う。

これ は、 「R&D中 核 体」 、お よび個 々 の省庁担 当の プロ ジェク トマ ネージ ャが対応 す る。

必要 な予算 は、当初 に定 め られた総予算 と開発期間 をもとに、その枠 内で 、毎年 の予算が個 々

の プロジェ ク トに配分 され る。予算 の執行 は、研 究の進捗 に合わせ て行 い、単年度会計の弊

害が生 じない ような方法 を採用 す る。
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(3)下 流部分の形成

個 々の省庁 の担 当す る要素技 術 開発 が 、徐 々に完了 して くる と、 「R&D中 核 体」 にお い

て、部分システムが組 み立 て られ、テス トや性能評価が行 われる。い ろいろな部分 システム

が次 々と完成 し、最後 に総合 システムが組 み立て られ、テス トと評価が行 われ る。開発 リス

クの大 きな部分 システムの 開発 は、並行 開発 を行 い、必要 な機 能的条件 や開発期間 を守れな

か った研究開発 グループは、他 の グループに置 き換 えられ る。

開発 された総合 システム は、評価 システ ム として用い られ、 その後の改良、拡張 のための

テス トベ ッ ドとして使 われ る。実用 システ ムは、改 良や拡張が行 われた上で、量産モデル と

して製造 され、ユ ーザへ と提供 され る。

以上の研究 開発 によって、開発 された ソ フ トウェアの要素技術 は、 プラグインソフ トウェ

アな どとして商品化 可能 な ものが多 くあ る と考 え られる。 それ らは、個別の商品 と して市場

へ と供給 される。

5.3ま と め

以上、研 究開発成果の ニーズ を国や公共 団体 が投 資 を予定す る社 会 システムに求め、下流

段 階 にお ける成果 の商品化 ・企業化 を容易 な もの とす る例 を示 した。 この ような例が充分 に

作 り出せ るか否か につ いての検討 は、 まだ不充分で ある。 しか し、社会 システムの充実 は、

広 く国民 的なコンセ ンサ ス となってい るこ とか ら、今後 、 よ り高度 な情報技術 が この ような

分野 に求め られる可能性 は充分あ ると思 われ る。

この ような幅広 いニーズ を有す る公共 的 な社会 システ ムを新 しい ソフ トウェア技術 開発の

目標 とす るこ とで、マルチメデ ィア技術 、 ネ ッ トワーク技術、エ ージェ ン ト指向技術 な どに

関 し、ニーズ指向の技術 開発 のみな らず、 シーズ指 向の技術 も合 わせ て開発す る機会が生み

出 される。 この ような条件が満 たされ るこ とで、開発成 果の商品化 の第一歩が容易 となる と

ともに、その成果 の産業 としての展 開の可能性 も高 まるこ とが期待 で きる。

この ようなソフ トウェアや情報技術 の研 究開発 と商 品化 を押 し進 めなが ら、米 国にみ られ

る ような、密 な産学共同研 究、省庁 間の連 携、起業家精神 に溢 れた学 生の育成、ベ ンチ ャー

キ ャピタルの蓄積 な どを進めてい くこ とが、 わが国の情 報産業の育成の一方法 と考 え られる。
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5.結 論

尚、本調査報告 は、その第一段階 である こ とか ら、研 究開発 の実施上 、合 わせ て検討が必

要な次 の ような問題 は今 後の調査 に委 ねてい る。

(1)日 本の情 報産業の 競争力強 化の第一歩 としてどの よ うな研 究分野、

を狙 うべ きか

もしくは 市場

(2)ど のようにして研究分野に適合 した研究者や研究管理者を集めてくるか

(3)個 々の研 究プロジェク トの流れを監視 し、競合する研究成果間の優劣を絶えず評

価 して選別する評価システムをどのように構成するか
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付属資料1

「国が行 う研究 開発」 の現在 の問題点 について

一第1回 アンケー ト及びヒアリングの結果一

国が行 う研 究 開発の現在 の問題 点 につい て各委員 にアンケー ト調査 を実施 し、それ を基 に

各社 毎 に ヒア リングを実施 した。それ をま とめた結果 を以下 に掲載す る。委員の所属の会社

名 は、A-Gで の記号で記述 してあ る。 ま た、 ヒアリングによって追加 した もの は、 『』 で

くくってある。

1.基 本思想(情 報産業の うち特 にソフ トウェア産業に焦点 をあてて)

1)情 報産業 に対 する国のポ リシー(政 策)は いかにあるべ きか?

(税金 を使 ったR&Dの 姿 は?メ ーカ との利害 は?)

1-1)基 本理念

・国家の目的(低い失業率、優良な貿易収支、良好な国家財政)の明確化(A社)

・情報技術 分野の国家プロジェク トのね らい ・目標が何 かがわか らない。 この分野は基礎

を育成 す る、 この分野 は実 用化 を強化 す る、 な どの全体 の戦 略 が見 え ない。米 国の動向

の後 追い になってい る感 がな きに しもあ らずで ある。(B社)

・ 『日本 の社会 を どう したい とい う具体 的 イメージが無 い。』(B社)

・ 『科学技 術 基本法がで き、基本 計画が で きて、その上 で、具体 的 に何 をや るか とい う議

論 が足 りない。』(B社)

・創造 的 ソ フ トウェア育成事業 について も、 日本の ソフ トウェア産業 を どう したい とい う

施策 が見 えない。施 策の シナ リオがい る。(B社)
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・ 『た とえ ばソフ ト系の国家 プロ ジェク トの 目的は何 だ とい うときに、場合 に よっては ソ

フ トを世 の 中に出す こ とだ とい う定義 をきち ん としてお く必 要が あるのではな いか。そ

うい うのが今は全部 一緒だか ら大 変 なのではないか。』(A社)

・規制緩和 の進展 で産業構 造が ど う変化 してい くのか不 透 明であるなかで情 報産業(特 に

ソフ トウ ェア業)の 舵 と りを誰 がす るのか誰 もしないのか、 あるいは誰 も出来 ないのか、

すべ きで ないのか(本 当はMITIの なかに情報産業 主体 の政策 を司 る情報政 策辞 みた

いのがあ って もよい と思 うが)?(D社)

・情報産業 の中核 となるべ き指令 塔 があいまいで あ り、魅力 ある情報産業へ の努力不足 。

当社 に も責任 あ り。(D社)

・ 『日本 の場合 ソフ トが遅れてい るのだか ら、 そ こをな ん とか しなけれ ばい けない とい う

ときには、そ こを中核 としてみ んながすそ野 を広 げてい くとい うような、MITIの な

か に情報 政策辞みたい なこ とで、 ソフ ト産業 をどう活用 して い くか、あるいは動 か して

い くか、 そ うい うセ クシ ョンがあ って もいい のではないか とい う気がす る。』(D社)

・ 『情報産 業が大事 だ と言われて い なが ら、世界 に向け た情報発信 にアイデ アが なかなか

出て こない とい うこ とは、 ま とめ役 がい ない ため と思 う。国 が主 導権 を持 つべ き。』

(D社)

・ 『国側の担 当官が短期間 に変わ りす ぎる。責任体制 や評価基準が明確 にな ってい ない。』

(G社)

・ 『長期 的 な ものが ない と、 日本全体 を見 た ときに、あ る時その研究 テーマ をや ってい な

い とい う話が出 てい くる。 そ うす ると国の と ころでそ うい う研 究 をやってい ない とまず

いなとい うのは、絶対 ある。 メーカなんかで も場合 によって は全部 な くなって いる技術

とい うのはある。』(A社)

・社会 ・経 済が ボー ダレス化 して い く中、政府の研 究 開発の役割 は情報通信 産業が 日本 か

ら逃げ出 さない ようにする支援政策 として位 置付 けるべ きであ る。(G社)

・個 々の企 業が世界 的視野 で活動 す るこ とが重要 で、事 業面で も日本 とい う国の枠 を越 え

た活動が必要 。ただ し、税 金 を使 う国の支援 については、 日本 国籍の企業 に支援 す ると
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付属資料1「 国が行う研究開発」の現在の問題点について

い うことは守 るべ きと思 う。(E社)

・ 『税金 を使 う国の支援 につい て は、 日本 国籍の企業に支援す る とい うことは守 るべ きと

い う意見 があ ったが 、 日本 国籍で も外 国 に税 金 を落 としてい る企業 と、外 国国籍 だ って、

日本 に税 金 を落 として くれ るほ うと、 どっちがいいかわか りませ ん。 日本 は遅 れてい る

のだか ら国際 プ ロジ ェク トをおこ し、研 究者 を刺 激 してやっ ていかなければい けない と

思 う。』(C社)

・ 『日本の 場合 、いちばんの問題 は、国のお金 を どうい う目的で使 った らみ ん なの コ ンセ

ンサ スが 得 られ るか とい う話 で、今 は全然 コ ンセ ンサスが ない と思 う。い ま 日本の場合

は企業 を表面 上育て る とい う話が アクセプ トされるか とい う と、そ うい う環境 にはまだ

ない と思 う。 本当 にそ うい うことが 日本の仕 組みの中で可 能 なのか。それ をや るため に

はかな りいろい ろな ところ で組織 を変 えなけれ ばいけないだ ろ う し、行 政の問 題 も変 え

なければいけ ない。』(A社)

・ 『(現 在 の審議 機関 に対 して)や は りオープ ン性の問題 があ る と思 う。 まず機 関があ る

とい うこ ともあ ま り知 らない し、似 た ような ものがあ ちこち にあ る。それで決 まった ら

しいが 、何 が決 まったのか 。新 聞 に一 回ち ょっ と出たけれ ど忘れて しまった。 ところが

アメリカの情 報ハ イウェイ なんてい うのはみ んな知 ってい る。何 のため にや るのか とい

うのは きわめて明確 。 だか ら税金 を払 う人 も きっと納得で き る と思 うが、 日本 の場合 は

や ると言 って も、何か ごち ゃごちゃと言 って い るけれ ど、難 しい言葉があ って専 門家で

ない私 た ち には分か らない 。最終的 に使 う人 とか、恩恵 を受 ける人 は一般 の人 々だか ら、

作 った ものが本 当に役 に立 つのか。た とえば超高速の計算機 を作 って、そ んな ものは要

らない と言 われ るか もしれ ない。実際 に計算 機 その もの は一 般 の人 には何 の役 に も立 た

ないが、 それ によって気象 の シ ミュレーシ ョンの精度が上が って、今 は昔 に比 べ れば天

気予報 が よ く当 たる とか、 そ うい う分 か りや すい言葉で言 え ればいいですが、 何 テ ラフ

ロ ップス の計 算機 を作 るの がぜ ひ必 要だ と言 って も、一般の 人 には分か らない。』(A

社)

・ 『日本 の 場 合 は メ ー カ あ り きの ソ フ ト。 た とえ ばICOTの プ ロ ジ ェ ク ト も、 最 初 の こ

ろは メ ー カ と国 と学 で 、 メ ー カが だ いぶ お金 を 出 して い た か らや む を得 ない こ と もあ る

の だ ろ うが 、 経 営 基 盤 の弱 い ソ フ トウェ ア 産 業 は参 画 した く て もで きなか っ た 。 こ の あ

た りは考 慮 して もらい たか った 。 、、 ・ ・ 、

だ れ もが 参 画 で き る、 と くに 、 産 ・官 ・学 一体 とな っ た大 型 プ ロ ジ ェ ク トとい うの は、
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だれが見 て も注 目す る し、輝 いてい る。 そ こ に参画す る とい うのは、 モ ラール のア ップ

にもなる し、いい面が多い 。そ こに、 ある面 で規制 されて しまうとい うのは、 阻害 する

要因の一つで はないか と思 う。』(D社)

1-2)社 会 ニーズの取 り込み と、重点化 のポ リシー作成

・シーズ指 向が 強す ぎる

国 にとって社会 に とって何が必 要か を議論 して うえで の研 究テーマの設定 が必 要。議論

に際 しては情報 系研究者 ばか りで な く、広 く、人文科学、社会科学、 自然科 学 に精通 し

た人材 による委 員会での議論が必要。(D社)

・国のソフト関連へのR&D投 資が圧倒的に少ない

一 〉最近は補正予算 等で増えているが中長期の投資が少ない

『2年で終わるような補正予算 では逆に禍根を残す。一般予算で10年 続 けられらば結

構なものが育つ。』(E社)

・メーカ中 心 にな りやす く、 ソフ トウェア系が参加 しに くい。資本 的に弱体 な ソフ トウェ

ア産業が費用的 な面 で大型 プロジェク トには参加 で きない(第 五世代 プロジ ェ ク トでは

そ うで あった)。 予 算の仕組み、構造上 の問題解決が必要。 ソフ トウェア産 業が力 を発

揮 で きるR&Dで あ ることが望 まれる。(D社)'

・ 『米国ではある市場分野が衰退するとそれに関係する企業がつぶれ、その従業員が新し

い分野に移動することで社会全体の構造改革が進むという構造があるが、日本では個々

の企業が内部で構造改革を進めた。今後、ハードウェアからソフトウェアを中心とする

構造に改革できるかが問題である。』(E社)

1-3)人 材育成のポ リシー

・『長期的に人材育成からやり直す必要がある。東南アジア諸国の元気さは米国留学から

帰った人材が支えている。』(G社)

1-4)戦 略作成 のポ リシー
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付属資料1「 国が行う研究開発」の現在の問題点について

・国のR&D支 援政策

日本:

・ 『国全体 を見通 した産業戦略が は っき りせず
、育 てるべ き分野 と見切 るべ き分野 の境

が ない。

一 〉以前 は鉄 を育て
、造船 ・自動車 を育 て とリ ンク してい た。

この ままではシ ンガポールの よ うな国に もや られて しま う。』

・日本の産業に主眼を置いた政策(国 内産業保護)

一 〉 守 りに金がかか り、攻めの産業振興へ金が回らず?

米 国:

・全世界 をリー ドす ることを念頭 においた政策

一 〉 自由競争 をさせ
、先進産業 に重点支援

・国が長年 にわた り基礎研究 に大 き く投資(DARPA
、NSF等)

一 〉長年 の投資の結果
、人材の育成、産業 の開花 を促 進

(E社)

・これか らの時代 に対応 す るには 、米国のや り方 を参考 に日本 にマ ッチ した や り方 を生み

出すべ きと認識 している。 これか らは技術 に独 創性が必要 だが、や り方 につ いては追 い

つ くまでは前 に述べ た米 国の良 さにキ ャッチ ア ップす る方向で進め るべ きで あろ う
。ナ

シ ョナルプロジ ェク トで は、 これ を如何 に強力 に進め 日本の情 報産業が世界 に通用す る

よ う育成す るのが大 きな役 割 となる。(E社)

・その少ない予算を効率的に使用するためには、日本全体の研究開発のベク トルをある程

度合わせる必要がある。もちろん競争原理を働かせるためにある程度は、同種の研究を

並列に実行させる必要がある。(A社)

・ 『日本人 か らみ た ら応用研 究の こ とを、 アメ リカ人は基礎研 究 とい ってい る。彼 らは基

礎 だ応用 とい うこ とをあ ま り意識 しないのではないか。』(C社)
,

・ 『トップポ リシー を立 て、国益 意識 に基づ いた コンテ ンジェ ンシー研究 を複 数走 らせ る

こ とが必要 。』(G社)
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・税金を使 う以上、失敗 が許 され ない。何で も成功 させ ねばな らない。 もっ と自由度 がほ

しい。米国で は"進 化 的育 成"が 行 われ てい るよ うに見 える。す なわち、 い ろいろ トラ

イするこ とに価 値 があ ると考え、多 くの分野 に投 資 して評価 を市場 に委 ねる。 よければ

次のステ ップに進め る。(B社)

・ 『競争力 強化 とい った ときに、 メー カの立場で言 うと どこか強 いソフ トメ ーカ を作 る と

いうことになる と思 うが、それで許 されるの か とい う話 になる と思 う。た とえばゲーム

はゲームのグル ープで非常 に強いが、その場 合で も国が実施す る ときにはゲ ームの メー

カをどん どんサ ポー トして、 どん どん作 って くだ さい とい うの も一つのや り方 だ と思 う

が、そ うい う話でいいか どうか。』

『(逆 に今 は)い い もの を全部引 き下 ろす ような感 じがあ る。』(A社)

・テーマ選定の範 囲:民 間では出来 ないテーマ を国が…

『あま り限定 す る必要 はない。 環境やエ ネルギー問題 な ど国が考えるべ き公共的で大規

模 なテーマは国 が行 なうのだろ うが、民間で は出来 ない ようなテーマ を国が 行 な う、 と

い うようなことにはあ ま りこだわ らな くて もいいので はないか。』(F社)

・ベ ンチ ャー企業育成/補 助の仕組 みが必要 である。

『社 内ベ ンチ ャー制度 とい うの もあるが、難 しい面が ある。特 にソフ トの場合 、当た る

か当た らないか の予測が難 しいため、研究成 果 やプロ グラムはいろい ろ持 ってい るが、

ビジネスにまで もってい くには相 当のパ ワーが必要 。 リスクの高 い ところは 国の補助 が

あ るとよい。 ア メリカでは、試作 品が で きた時点 で も、 まだ製 品化 にははるか に距離が

あ ることを認識 してい る。』(F社)

〈AITECコ メン ト〉

平成9年 度 の政府予算案 の中に、新産業創 造 に向 けた研 究開発の重点化予 算が268億

円(平 成8年 度 は126億 円)が 計上 されてい る。その 中にベ ンチ ャ育成資 金が含 まれて

い る。

・・新 規産業創造型提案公募:特 定企業 に3年 間で1億 円

・新規産業 創造技術 開発 支援制度:2/3を 補助 する もので3年 間で1億 か ら1.5億 円

を補助す る。

・研 究開発 型企業支援出資融資制 度:基 盤 セ ンタ資金 を活用(単 独企業 も対 象、成功払い

融資、省庁 間の支援 にこだわ らない)

一 付1-6一



付属資料1「 国が行う研究開発」の現在の問題点について

2)情 報産業 に世界 レベ ルで競争 力を持 たせるための戦略 は?

(どの よ うな分野 か ら攻 めるか?人 材 の確保 は?)

2-1)人 材育成 プラ ン作成

・海外研 究所 か らの批 判

C社 で は5年 前 に米 国に情報技術 の基礎研究所 を設立 し、一流の研 究者 を集め た。その

成果 を事業化すべ く、1年 前か ら日本の研究 所 と共同 プロジェク トをス ター トさせた。

最近、米国の研 究者 の多 くか ら、 日本の研究 者(日 本の一流大学の情報工学 の修士 を集

めた集 団)を 抜 本 的に変 えるこ とを進言 され た。す なわち、基本的 な教育が で きてい な

いので、米 国で再教育 しなければ競争 には勝 てない との指摘で ある。

『ここらあた りは ヒア リング しない とわか らないが、 個人 的推測 では 日本 人 か ら見 る と

仕様 書 もな く、何 もで きてい ない ように見 えたのではなかろ うか。米 国では仕様書が な

くて も分業 して や る。 日本人は仕様書 レベル が ない と何 もで きない。米 国の研 究者 の常

識ベース と日本 の研 究者の常識 ベース に乖離 があ るのではないか。 日本 人は 道具 となる

ソフ トの存在 す ら知 らない。』

以上の よ うな経験 か ら、現状の 日本で産官学連携の国 家 プロジェク トを作 って も砂漠 に

水 を まくような ものではなかろ うか。

・[疑 問]

・日本 の大学 で良い成 果が得 られるか?

・日本 の大企業 の研 究所 で良い成果が得 られ るか?

・これ らを中心 と した産官学連携で 良い成果 が得 られるか?

(C社)

・π型 人材 の育成(各 階層 における異分野人材 に寄 る交流)

応用 分野 に於 け る情 報技術 は問題解 決のための有効 な手法 であ り手段 であ る。従 って特

定分 野の専 門家 が先端的 な情報技 術 を使 った プログラム はす ぐに有名 になる。今 回の委

員会の メ ンバー はT型 人 間 ばか りで あ り、論客 多 しと言 え ど違 う切 り口 よ りの 意見が 出

に くい。人 文科学 、社会科学。 自然科学 な ど各階の人が 集 まって こそ有効 な 意見集約 が

はかれ る。(D社)
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・日本 に も米国人に まけない優秀 な人材 はいる と認識 しているが、米 国 レベ ル以上 にその

人材 を育成 活用 で きる環境が重要 。更 に、優秀 な人材 間 で企業 や産 官学 の垣 根 を越 えた

技術者交流 によるシナジー効果が重要。(E社)

・ 『公募 をや ってみて も、成果が 出 に くい状況 になって いるわけだか ら、息 長 くしつ こ く、

どんどん レベル を移 して続 けてい く。 それをや っていか ない といけないだろ うと思 う。

人材 とい う点では、A級 研 究者や ス ーパ ープログラマ とい う人、 ソ フ トウェ アハ ウス に

いる人 まで幅広 いわ けだか ら、 そ うい うの を全 部生かす よ うな仕 組 み に してお けばい

い。』(D社)

・ 『科学技 術振興調整費 に対 す る経 団連推薦一覧で、1995年 度 に採択 されなかったテーマ

として 「次 世代 の指導的情報技術 研 究者育成 プログラム の調査 研究及 び試験 的実施」が

あるが、 ここらあた りか ら始めな ければいけないのではなかろ うか。

1981年 度以降の応 募テ ーマ をみて も、 ソフ トウェア に対す るテ ーマ設定力 に欠 けてい

るように見 える。 だか ら、上記研 究者育成 プログラム に至 って しまった ように見 える。』

(C社)

・情報産業 の育成には情報(ソ フ トウェア)の 魅力 を広 く認識 させ るに限る。

ゲームソフ トで も何 で も良い。そ こか ら人が集 まる。(D社)

・R&Dの 日本に於ける評価

社会的評価の低 さ

理系学生の低下(希望者)

給料の低さ、投資の高 さ

『情報系 での給料が安 い とい う意味。 人が減 ってい る。学生 で も希望 者が どん どん減 っ

ている。』

(A社)

・研究施設

国立大学の研究施設の老朽化。

官の施設の共同利用 の促進が必 要であ る。
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付属資料1「 国が行 う研究開発」の現在の問題点について

企業が利用できる研究開発設備、施設の整備充実。

情報 イ ンフラの整備:部 分的 にはインフラ整備が進んで きてい るが…

(F社)

〈AITECコ メ ン ト〉

補正予算 で大学お よび国立研 究機 関 の設備 は非常 によくなった。現在の問題 点 は、 これ

らの設備 の運用費 と運用要員が捻 出で きない点 に在 る。 また、設備 を常 に更 新 しなけれ

ば、陳腐化 して しまう。そのため 、 国の設備 に対 して も償却 の概念 を導入す る必 要があ

る。

・プ ロ ジ ェ ク トマ ネー ジ ャの育 成 。(F社)

・米 国の強 さと日本 の問題点:

・ベ ンチ ャビジネスの新 陳代謝 が活力 になってい る。

過去10年 間で6700社 が登場 し、5900社 が消 えた。4年 間続 いてい るこ とをセ

ールスポ イン トにしてい る会社 もあ る。 日本 で は、ハ ング リー精神 に欠け、倒 産 を恐れ

てチ ャ レンジ しない人が多 い。

『日本 人は、保 険がない とチ ャレンジしな い。会社がつぶれた とき戻 れ る ところを期待

す る。』

・ベ ンチ ャキ ャピタル とプロデ ューサが真 の支配者であ る。

いか に良い芽 を見出 し、投 資す るかがポ イ ン トである。 日本 では、仮 に良い芽が 出て も、

これ を見出 し育て る人が少 ない。

『だか ら、 日本では フ ァンデ ィングマネー ジ ャの養成がポ イン トである。C社 の アメ リ

カにあ る研 究所 の研 究員が優 れてい るとい う研 究が、 日本人 か ら見 てかな らず しも優れ

てい ない 場合がある。 日本 人 とアメ リカ人で は価値判 断が違 うのではないか と思 う。』

(C社)

・産学の共同研 究 をコー デ ィネイ トす る指導者、機関の不足:産 官学 の連携 が主 として人

脈 に頼 って行 われてお り、広 く機 会が提供 されてい ない。(F社)
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・大学 の強化

人材確保 の仕組み(ボ ス ドクの採用 、企業 との相 互派遣)

企業へ の技術 トラ ンスフ ァを どの よ うに実現 す るか

文部省 との関係(A社)

・日本は流行 を追 い求 める集 団になっている。

自らデ ファク トス タンダー ドを作 ろ うとい う人が少 ない。 また、 日本人 の成果 をお互 い

に尊重す る風土 に欠け る。研究 開発 には熱 心で あるが 、 自分 の成果 を売 り込 む努力 に欠 け

る。

『例 えば、 ミ ドル ウェアを作 るの に我々は憶病 にな っている。 ミ ドル ウェアを作 って も

その うちアメ リカのデ フ ァク トス タンダー ドが 出て きて、工場 は研究所の成果 を選 んで く

れず、アメ リカの デフ ァク トス タンダー ドを選 んで しまう。

また、アメ リカ人がや る と評価す るの に、同 じもの を 日本人がやって も評価 しない。』

(C社)

・ある民間の基金の経験

業界10社 は毎年約1億 円の基金 を提供 し、大学 の ソ フ トウェアに関す る研究 を約5年 間

支援 して きた。運営方 法 は、提案公募 され たテーマ を先生20名 と業界10名 の委員 が ピ

ア レビューを行 い、基礎研 究50万 円/件 、育成研究300万 円/件 、 プロジ ェク ト研 究

1000万 円以上/件 を選定 した。毎年成 果 をフォロー し、継続 する もの、格上げす る も

の、中止す る もの を判 断 した。 しか し、各 社 の期待 した成果が挙 が らず、来年で終了す る

こ とにした。

『魅力的なテーマはあったが、期待 され た成果がで なかった。』(C社)

・人材育成

(大学での)情 報処 理系 の人材育 成。

『プログラマが大量 に必要 といわれた時期 に、情報 処理系以外 の人 を増や した こ とが あ

るが、マイクロソフ トな どで は情報処理系の学科 を出 た人達が携わ って お り、太刀打 ちで

きない と感 じた。以前 は、大学で は基礎的 なこ とを勉 強 して もらって、 会社で必要 な技術

は会社 で教 える とい うこ とだったが、 これか らは、大学 で人材 をきっち り育 てていただ き

たい。』(F社)
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付属資料1「 国が行 う研究開発」の現在の問題点について

2-2)分 野の絞 り込み と、研 究開発支援 モデル作成

・米 国は土地 も広大で全世界か ら優秀 な人材が集 まるため、 日本 に比べ優秀 な人材が格段

に多 く、層 もあつ い。 したが って、米国のR&Dと 同 じ領域 に 日本 のR&Dを 展 開す れ

ば薄 く広 くな り、 ラ ンチェス ターの法則 か らも勝 てない。 セ グメン ト/ニ ッチ戦略 も含

めたR&Dが 必 要。(E社)

・あ るプロジェ ク トを開始す るときに、製 品化 を見通 した シナ リオ作 りが ない。

基礎だけやれば、後 はメー カが何 とかすべ き、 とい う感 じがす る。(B社)

・(米国の ように)基礎 検討 か ら製品化へ向けての育成のステ ップが ない。(B社)

・物理的 に小 国の 日本 に とって、大国であ る米 国な どと対 等 に競争 してい くには、重点領

域 に焦点 を当て優秀 な人材 を米 国以上 に活 用 しきるこ とが重要 であ り、 これが 日本のR

&Dの あ り方 を左右す る と認識 している。(E社)

・ 『世界 の どこに もない魅力 的な仕組 みを作 らない と日本 は フロン トランナー になれない

のではなかろ うか。新 しい仕組 み を考 え出 すの に、欧米各 国は五十年 くらい検討 して作

りだ して きた。 日本 で は研 究計 画学 会で ち ょっとやってい る程 度で、本格的 にはやって

いない。 アメ リカの まね を して もフロン トラ ンナー になれ ない。枠組みの改革 をや らな

ければいけない。』(C社)

・ 『いろい ろな人の話 し合いの なかか ら、 こ うい うことが で きれ ばいい な とい うのが出て

きた ら、 これは情 報技術 を使 えばで きそ うだ と、あ るいは時 間をか けれ ばで きそ うだ と

い う両方か らの接 点が、い まの状況だ と見 つか らないので はないか と思 う。 そうい うと

ころを工夫 してやれ ばいい ん じゃないか と思 う。』(D社)

・ 『日本の ソフ トウェアの資産 を もう一度 再評価 して もいいので はないか。基礎研 究的 な

ところで は非常 に活躍 している もの もある ので はないか。 日本 の ソフ トウェア産業 が低

い低 い と言われ るの は、何で なのか。 ここの部分 は強い、 ここの部分 は どこで も通用 す

る、だ け ど、 こっちの部分 は非常 に弱いん だ とい うことを再評価すべ き。社会 システム

のなか に組み込 まれ た ソフ トウェアが きち ん とない とい った ところが、 日本の ソフ トの

弱 さで はないか とい う気がす る。

アジアの こ とを考 え ると、 日本発 アジア全体 といった構想 を、 日本 の ソフ トウェアを
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生 か して広めてい くという ところ も、い まの 日本 のなかでは抜 けてい るのでは ないか。』

(D社)

・米 国に追従するばか りで は国際化動 向にマ ッチ しない昨今 のアジア重視 の風 潮の 中で、

日本の役割が見 えてこない。足元 をす くわ れかね ない(マ レーシアの情報ハ ブ構想的考

えが ない)。 ソフ トウェアについ て も日本 の良い所 を認識 してお くことが大事。(D社)

・ 『技術 の標準化 、デフ ァク ト化、 ビジネ ス化 の各段 階 に応 じた、期 限、 ファンディング

額、フ ァンデ ィング先 を設定す る必要が ある。』

技術が生 まれてか ら消滅す る まで の過程 を段階化 し、各段 階ご とに研究 開発費の 出 し方、

研 究テーマ選定方式 、評価方式、 を変 えるべ きであ る。(G社)

・国 として何 を成すべ きか?

・戦略1:明 治維新 に行 った ように、外 国技術者 を招聰 して指導 にあた らせ るこ とが

考 え られる。 しか し、明治維新 の ようなハ ング リ精神 に欠ける現状 で は効果が ある

か疑問 である。

・戦略2:セ ンスの よい人材 を大量 に米国 に送 り、指導的人材 育成 を図る。 しか し、

現状 で も米国で学んだ人が相 当い るが陳腐化 が早 く効果が長続 きしない。

・戦略3:米 国で活 動す る日本のベ ンチ ャビジネスを強力 に支援 す る。 その上で、成

功 したベ ンチャビジネス を 日本 に呼 び戻す。

・戦略4:ア ニメや ゲームマ シ ンの業界 を中心 に支援 し、 この世界 のデフ ァク トス タ

ンダー ドを確立 し、パ ソコ ンを飲 み込 んで しまう。特 に、 ホームユ ー スの世界で リ

ーダシ ップをとる。

(C社)

2-3)シ ナ リオ作 成か ら、具体的戦略作成 まで

・デファク ト化への支援:こ れは非常 に難 しい とは思 うが、最近の ソフ ト製 品は特 に、デ

ファク トス タンダー ドが幅 を利 かせてい る。マ イクロソフ ト製品 はほ とん ど自分でデ フ
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付属資料1「 国が行う研究開発」の現在の問題点について

アク ト化 を進めてい る。 これ と対抗 するには相 当のパ ワーが必 要であ る。

『デフ ァク トス タンダー ドに しない と使 って もらえない。デ ファク トにす るには量 を出

さない とならない。』(F社)

・標準技術開発への研究開発資金として使えない。(G社)

・ 『SWは 企画 と技術 と販売の全てが揃わない と成功 しない。それ を戦略的 に他 を駆逐 し

なが ら世 の中に広 め る とい うビジ ョンが必要 である。』(E社)

・ 『日本のSWは 日本 しか見 てい ない。米国では どんな片 田舎 のベ ンチ ャーで も世界 を相

手 に した戦略 を考 えている。』(E社)

・情報技術(特 に、 ソフ トウェア技 術)の 本 質

・純粋 の自然科学では な く、 自然科学 と社 会科学 の融合領域 であ る。す なわ ち、人 間 ・社

会が相手であ る。

『社会科学的観 点が不可欠。 アメ リカの場合 は、文系 と理系 の両方の大学 を出 た人がた

くさんいる。そ うい う人達が母体 になって いる。 日本 では国家 プロジェク トを自然科学

の人達が 中心 にや ってい る。』

・科学(Science)と 技術(Technology)が 一体 化 した分野で あ る。すなわ ち、新 しい法 則や現

象 を発見す ることを目的 とした科学 と、新 しい もの を発 明す ることを目的 と した技術 に

分離 しに くい領域 であ る。

『コンピュー タサイエ ンス とい って も純粋 なサ イエ ンスではない。』

・基礎 研 究(BasicResearch) 、応 用 研 究(AppliedResearch)、 開発(Development)と い う フェ ー

ズ 分 け が され て い る が 、単 に実 現 時期 で区 分 され て い る にす ぎな い。

『国 際的定義 では、基 礎研究 は理学で、応用研究 は工学で あ る。 ところが、産業界

では工 学 で も基 礎研 究で あ り、揺 藍期 の研 究 を基礎研 究 といい 、 製品化 を目指 した研

究 を応 用研究 といってい る。学 会 は、理論 研究 を基 礎研 究 とい い、適用 研究 を応 用研

究 といっている。
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同 じ基礎研究 を国家 プ ロジェ ク トでや る とい って も、国際 的 定義 でい くのか、 学会

の定義でい くのか、産業界 の定義 でい くのか、あい まい にな って くる。』

・ソ フ トウ ェ ア技 術 は工 学 で は な く、 アー トに近 い。 ソ フ トウ ェ ア産業 は工 業 で は な く、

フ ァ ッシ ョン産業 に近 い。 す な わ ち 、 よい ものが 売 れ るの で は な く、 売 れ た ものが よい

もの に な る。

『そ うでない と、ア ップルがマ イクロソフ トに敗 けるわけが ない。』(C社)

・日本 の強み:

・日本人は創造性 に欠 ける民族 か?

欧 米人は理 論的思考 力 に優れ 、 日本 人はパ ター ン認識 的思考 力 に優 れ てい るにす ぎ

ない。パ ソコ ンは米国 が リー ドしてい るが、マ ンガ、ア ニメ、 ゲームマ シ ン、 カ ラオ

ケは 日本が リー ドしてい る。 こ れ らは いずれ も立派なマ ルチメ デ ィア製 品であ る。 こ

れ らは文化の違いで あ り、デ ィベ ー ト好 きな国民 と、マ ンガ好 きな国民 の差 である。

・パ ソコンの世界 で一 流 になるには?

油絵 の世界で一流 に なる には、 日本 でい くら修業 して も限界 が あ り、欧州で修業 し有

名 になる必要がある。同様 に、パ ソコンの世界 で一流 になるには、 日本でい くら修業 し

て も限界があ り、米 国で修業 して有名 になる必要があ る。

・パ ソコンの世界 で一流 になる必 要があるか?

従来 の コンピュー タは理論 中心であ ったが、 マルチメデ ィア時代 にな り非論理的要素

が増 えている。 アニ メやゲームマ シ ンでは リアル タイム性 に優 れ、 ビジュアルで使 いや

すいイ ンタフェース を実現 してい る。 この 強み を生 かす戦略 をとった方が得策 と考 える。

国際分業 の時代 であ り、 日本の弱 み を強 くす るため に国 を挙 げて躍起 になる よ りも、 日

本の強み をよ り強 くす るこ とに注力 し、国際協 業す ることが得策 と考 える。

『ゲー ムマシ ンは学 問で はない といわれ るか もしれ ないが、結構高度 なテ クニ ックを

使 ってい るのではなかろ うか。』(C社)

・ 『米 国のSWベ ンダーは 自社 だけでな く、周 りのベ ンダーを巻 き込 んで一万人の規模 で

総合力 を発揮 す る。 』(E社)
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付属資料1「 国が行 う研究開発」の現在の問題点について

・ 『米国で は1970年 代 か らSWの 水平分業が成立 していた。 これはメイ ンフレームの

世界でIBMが 一人勝 ち していたか ら単一 の大 きな市場が あ ったか ら。 日本 で は系列 の

所為 もあ って5～6社 のメーカがそれぞれの世界 を作 っていたか ら強力 なSW専 業ベ ン

ダーが育 たなか った。』(E社)

・ 『リス キーな もの とか、世の中 に与え るインパ ク トの大 きい もの に、お金 を出す よ うな

施策が ない。』(B社)

・ 『我が国 の科学技術 のあ り方 をみた場 合、現在 は科学技術 政策があ って、 それか ら基礎

研究、応用技術開発、製品開発 、生産、供 給 、利用 とい うフローになって いる。 これで

は成果が あが らなか ったため、改善策 として、用途 目標の明確化 を中心 にすべ きとい う

考 え方が 出て きた。 ニーズが出 る利用者 を出発 点 とし、それ に基づいて どうい う研 究 を

し、政策 は どうすべ きとい う現在 とは逆の フローが必要であ る。』(C社)

・ 『情報技術 とい うのは社会 に共通す る基盤であるので、情報技術 を実際の社会 に生 かす

ときに、情報技術 を研究 している、あるい は担 当 してい る人 間だけで は、全貌が見 えな

くなる恐 れがある と強 く感 じる。つ ねにい ろいろな人 を抱 えた委員会み たいな ものを設

置 しておいて、今後 の 日本 の情報 システムのあ り方 を議論 してお く必要が あるのではな

いか。情 報技術専任 の人だけの流 れでい くの は、 どうして も視野が狭 くなる恐 れが ある

のではないか とい う気 がす る。』(D社)

・ 『日本 の場 合は全体 はわか らないが、 た とえば原子力研 究所 なんて 日本 に一つ しかない。

アメ リカは三つ も四つ もある。 そこか らもう競争が始 まっている。』(D社)

・ 『例 えば大学の教授 とか言語研究者 とい うの は、 アルゴ リズ ムの原理が わか った と言 っ

た ら、 そ こには もう興味 を示 さな くなる。研 究 レベルの トラ ンスフ ァが順次 、順調 に進

んでい くとい う仕組 みは、 日本の なかで い ちばん欠けてい る ところだか ら、それ をしっ

か りやる ことが必要 と思 う。』(D社)

・ 『コンテス トみたいなこ とをや って、少 しずつアイデアを吸い取 り、 これが いい とい う

ものが あれば、それ を積極的 に生か してい く。それを どこに活用で きるか とい うこ とは

み んなで考 えて もらう。 そ うい うこ とをや りなが ら進めてい けば、一つの ソ フ トウェア

の資産 として 日本 に も残 ってい くと思 う。

た とえばエキスパ ー トシステム。い ままでや った成果 を きちん ともう一 回洗 い出 して認
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識 する と同時 に、それ を普 及 させて次 に発 展 させ てい くこ とは、 どこかで きちん と見 て

いかなけれ ばい けないだ ろうと思 う。ただ 、人が集 まって、それでは とい うのでは、な

かなか出てこない とは思 う。』(D社)

・ 『国へ の要望 としては、

・大学、国立研究機関への支援

・魅力 的テーマ作 り

例 えば、防衛、宇宙、電力、通信 などは調 達 に結 びつ くので、メーカは手 弁当で もや

りたがる。初期需要 を作 ってや るこ とが必 要。米国で もこれで効果が挙が っている。』

(C社)

・但し、国が指示するのではなく、個々の企業が得意な分野、強化したい分野を提案し、

国は産業育成に貢献する観点から選択 し、支援することで良いと思う。要は各企業が自

らが競争しながら事業を育成し、米国を含む競合ベンダに打ち勝つという強い意志がな

ければ強い技術/製 品はで きないのではないか と思う。(E社)

・企業のR&D

日本:

・大企業が総花的にR&D(各 社独立で領域 も重複 し人材 も分散ロス)

・終身雇用 による人材固定化(他 社に移ればもっと活躍で きる人材のロス)

米国:

・企業の得意領域でR&D(重 点的に人材投入)

・優秀な人材の転職が活発(自 分の技術 を他社で活用)

(E社)

・ 『応用の部分(電 子 商取 引等)を もっ とや ってほ しい。』(B社)

・ 『研究分野(毎 の予算)の バ ランス を考 えてほ しい。』(B社)

・ 『ア プ リサ イ ドや ニ ッチ の ソ フ トはベ ンチ ャー を活用 し、 基 本 ソ フ トや ミ ドル ウ ェ ア に

フ ァ ンデ ィ ングす べ きで あ る。 』(G社)

・SWベ ンダの育成

これは、極 めて難 しい事であ り、現状 の ビ ッグベ ンダの世界的競争 の結果 と して、 自
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付属資料1「 国が行う研究開発」の現在の問題点について

然 な流れで出来上が るの を待 つ しかない とも思 われ るが、あえて述べ る。

オー プン系SWビ ジ ネスでは、OLTP、 デーダベ ース などの各分 野で世界 の トップ

数社 しか事 業的採算性 がない。 したが って 、 日本のHWベ ンダがそれぞれ同 じ分野 の ソ

フ トを作 って も、採算性 が ない。全世界 のHW、 少 な くとも日本 のHWに 共通 的に売 る

強力 なSWベ ンダを分野別 に育成 する こと も考 えるべ きであ ろう。更 に、分野 ご とのS

Wベ ンダが協業 して、デ ファク ト製品 を目指す よう指導 し世界各 国のSWベ ンダとも協

調 させ るべ きであ ろう。(E社)

・ 『ソフ トウェアは、最先端 を狙 うグルー プと、それか ら普遍化 をす るグル ープ とに分 か

れ る。最先端 をい くの は常 にナ ンバー ワンの位置 を狙 わなければいけ ないが、底上 げ を

しない と最先端 をい く人は さらに出て こないのではないか。その標準 化 とか底辺 の拡大

とかは、つね にや っていか なければいけ ないだろ う。』(D社)

・例えば情報系の大規模研究開発プロジェクトや、ソフト産業に多額の予算を付けた場合、

経済全般に及ぼす波及効果、GDPに 与える影響度を予測するモデルを作 り定量評価に

基づいた予算配分プロジェクトの育成、事業分野の支援も考えられる。

(長期予測はどこまで出来るか?だ が短期予測は精度良 く出来るであろう。)(D社)

・ 『委員会 についていえば、それはいろい ろな調査結果 をベースに もっていない とい けな

い。た とえば、世界 の傾 向が どうなって い るか とか、あるいはマ イクロ ソフ トは次 に何

を考 えているか とか、一種 の トレン ドウ オ ッチ ングか ら始 まって、そ れ らが ベース にあ

って、情報技術 の方 向はこ うだか ら、あ な た方は何が必要 だ と思 うか とか、 問いかけの

委員会 とす るや り方 もある。』(D社)

3)メ ーカ、大学 、ソフ トハ ウス、国研 などの役割 の見直 しは?

・大学のR&D

日本:

・基礎研 究で学術 的(ビ ジネス に結 びつ きに くい)

・基礎技術 指向の教 育(会 社 に入 って も即戦力 にな り難 い)

米 国:

・先進技術 を実践 的研 究(ビ ジネスに直結す る研究)
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・実践的技術の教育(会 社 に入れば即戦力になる) (E社)

・また、大学 について も、 よ りビジネス に直結す るR&Dや 教 育 を行 うな どの変革が必 要。

(E社)

・ 『大学へ の要望 としては、

・世界 に誇れ る技術 を何か持 って ほ しい。

・売 り込 み努力 をしてほ しい。

・研 究ニーズ をつかんで ほ しい。

・守秘契約 を結 んでほ しい。

・従来の学部 、学科、講座 の壁 を破 って ほ しい。』(C社)

・ひ とつ には、大学 、研究機 関、 メーカの 間での役割分担が社会全体 として明確 になってい

ない(整合1生が ない)せ いなのではないか とい う気がす る。 この点の見直 しが必要 と考 え る.

(A社)

・産業技術との関連性の明確化(A社)

・電総研の よ うな国立機関 は立場 ・役 割が よ くわか らない。メーカ と競争す る立場 なのか、

メーカの リーダシ ップを取 る立場 なのか?(B社)

・現在の 日本 の状況 を見 てみ ると、大学、研究機 関、 メー カの間で方向性が一致 してい る と

は言いが たい。(A社)

・『大学では研究と教育が一体になっていることが問題。教育と研究を分離して文部省には

教育だけ面倒をみてもらって、研究は各省庁の各省庁の自由な競争資金でやらせる。文部

省は大学院大学は研究機関だと位置付けている。』(C社)

・ 『国立研 究所 も層 別化 して、 コーポ レー トラボ とデ ィビジ ョンラボに分け、 コーポ レー ト

ラボは大規模 な総合研 究所 と して純粋基礎研 究 と省庁 を跨 がった融合研 究 を し、 ディビジ

ョンラボは各省 庁が統括 し、各省庁 の方針 にあ った 目的基礎研究 と基盤研 究 を担当すれ ば

よい。そ うすれ ば、国研 も強 くな る。科技 庁 に も同 じこ とをい った ところ、 コーポ レー ト

ラボとデ ィビジ ョンラボに非常 に興 味 を示 した。』

『日本 の国立研 究機関 は現在約100ヶ 所 あ り、一万人程度が勤務 している。一番 国立研
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付属資料1「 国が行う研究開発」の現在の問題点について

究機 関 をかか えてい るのが農林省 であ り、 この ような状 況で は どう しようもない。』(C

社)

・ 『第二段 階で国研 と大学の研 究機関の融 合 または統合 を図 った らどうか。 また、大学の博

士課程 はやめ て研 究機関 として位 置づける。博士課程の人が学生で は、発 明や発見 をす る

年齢の人が遅れ て しまい、 もったい ない。』(C社)

4)国 の役割 は?

4-1)予 算 、会計制度

・予算が少 ないのは大 きな問題。(F社)

・ 『予算が少 ない』(B社)

・国の ソフ ト関連 のR&D予 算 を1桁 一2桁 増加 させ、投資す る ことが具体化 しなければ、

や りたいこ と、やるべ きこと、で きることのギ ャ ップが大 き くな り、実態 が伴 わない計 画、

計画 のための計画 が出回 るだけ となって しまう。(E社)

・ 『ファンデ ィングの額が2桁 足 りない。 ま ともな人件費 が出せ るほ どは必 要。』(G社)

・ 『産官学連携 についてい えば、弱者連合 になって もしょうが な く、お互 いに強 くなってか

ら集 まらない と成果 がで ないのではなかろ うか。先ず、大 学 ・国研 が非常 に開発 費 も少 な

いので、予算 を倍増 して重点投入 してほ しい。大学 ・国研 が魅力的になれば企 業は擦 り寄

ってい く。』(C社)

・予算配分(A社)

<AITECコ メン ト>

5年 間で17兆 円 を決めた。今 や規模の問題で はな く配分 の問題 である。

・ 『大学 や国立研究所 に もっと長期 に多額 の フ ァンディングをすべ き。 ただ し今 の大学 には

アイデアのない先生 が多す ぎる。』(G社)
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・事前 に評価 システムを作 ってお くことも必要 。経 済効果 シ ミュ レーシ ョン等 。(D社)

・開発費交付対象 が産学分断 されてい る。(G社)

・年度予算 で縛 られ る。年度 間で流用 で き るように したい。何 年でい くらと決め、その間の

執行 は自由 としたい。研 究 は最初 と最後 に金が必 要 なこ とが多い。(B社)

・予算処理

単年度会計処理(A社)

〈AITECコ メン ト〉

税制の関係 で企業 で も不可能 な問題 であ る。大学の委託研 究 について は、奨学寄付金 の

ように年度 をまたがれる仕組み を作 る予定 になってい る。理研 では、一定 の予算 は持 ち越

せ る ように運用 されてお り、特殊法人で あれ ば可能性が ある。

費 目間変更の 自由度の導入

人件費の処理

省庁 間の予算統合処理

『オペ レーシ ョンとしての改 良 とい う話 は当然 あ る。』

『しか しMITIの 中で もい くつ もプ ロジ ェク トがあ ると思 うので、 これ によって何 をす

るか とい うの を一 つずつ定義す るだけで もや りやすい し、 オペ レーシ ョンも楽 になる。』

『なぜ大変 なのか と言 ったら、階層 が多いか ら。』

『省庁間の壁 お金 に色がつ いてい て、や は り大変。』(A社)

・ 『研究費の用途費 目が固定 的で人件費 に使 えない。

一〉大学 ・国立研 究所 周辺 で フリーのプロ グラマーが1000人 養 えれ ば相 当 なことが

で きる。』(E社)

・使途 品目に制限がつ くものが多 い。ハ ー ドウェアには使 えるが ソフ トウェアや運営経費 は

不可 の ものがあ った りして、適用 テーマ に制 限が出 る。
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付属資料1「 国が行う研究開発」の現在の問題点について

『ソフ ト開発では人件 費 に使 えなければ意味が ない。』(G社)

・使用 に当た って一般 の企業 会計 ・会計監査 システムが使 えず 、経費管理 の負担 が大 きい。

『米国の よ うにス トロン グマネジ ャー に使途管理 を一任 する ぐらいでな い とダメ。』(G

社)

・煩雑 な(会 計)事 務作 業。

『ソフ トの場合は時間 との勝負 である ことをもっ と認識 すべ き'。』(F社)

〈AITECコ メ ン ト〉

改善 の努 力が なされて お り、具体 的 に言及す るこ とが必要 である。通 産省 は、現在大蔵

省 と会計検査 院 に折衝 中であ り、多 くの項 目が認め られそ うである。改善案 については、

非常 に多 くの項 目が在 るため、別途説 明 を要す る。

・収益還元 ルールの事務作業負担が大 きい。(G社)

・予算 と実績 との差異 の取 り扱 い。

『研究 に必 要な費用が予算 と1円 も違 わず に合 うことを要求す るの は非現実 的。景気対策

で使 う予算 は使 うことに意義が あ り、土木 工事 などに回 していれ ば、 回 り回って経済全体

を押 し上 げ るとい う効果が あっただ ろ うが 、 ソフ トに関 して も同様 の考 え方 をす るのは違

うので はないか。全体 でみて予算 と実績が ある範囲であっていれ ば過不足が 出て も許す メ

カニズ ムが必要 ではないか。企業の場合 は、事 業部、部、課 などの単位 で、調整が長の裁

量でで きる ようになっている。』(F社)

・50%補 助率 の規制 に より、 リス クの多い独創 的研究 には実際上使 い に くい。(G社)

・融資制度 が あるが、利子が高い。低金利 時代 に、 もうあ りがたみはない。(B社)

〈AITECコ メ ン ト〉

金利 の面では メリ ッ トが小 さいが 、成功 した ら返せば よい ようになる。 一般 の銀行融資

は、失敗 して も返 さな ければな らない。
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4-2)評 価 のためのイ ンフラ整備(専 任の評価者/グ ル ープ)

・プロジェク トの構想 を立案すべ き立場 の官庁の担当者 は短期 間での交代 が多 い。 また、担

当す る分野が 自分 の専 門であるこ とは まれで あ る。 したが って立案時 には大 学 や関係 国立

研究機関 ・民間 の専 門家 を集 めた諮 問機 関を設 けて検討す るこ とが多いが、時 間的制約 か

らどうして も専任 で検討 はで きない。構想立案 のための専任組織が必要であ る。(B社)

・専任 のテーマの査 定者 を置 くべ き。査定 者が ボラ ンテ ィアではいいテーマが選択 で きない。

(B社)

・評価 メンバ ーについて

国の予算 を投資 した研 究開発 については 、その評価 は専 門家のみで行 われてい る ように

思われ る。

専 門家の 目だけで見 るこ とに より、投資効 果 などの経済性 に対 す る評価 を忘れが ちにな

るのではないか?

また、その研究が、社会 に及 ぼす影響等 について、専 門家で な く一般 の人々の意見 も取

り入 れた評価が必 要ではないか と思 う。 この こ とは、研 究 開発テ ーマの選択 の時 に も言 え

る。

テーマの選択 、評価 のプロセスの 中に、 経済 ・社会の専 門家、一般の人々 を取 り込 む こ

とを考慮 して も良いのではないか?(A社)

・民間企業の強化

予算配分 ・テーマ設定の仕組み(誰が主導するか)(A社)

4-3)成 果の扱 い(例 、PDSに よる国際的流布)

・知的財産権 の取 り扱 いの厳密 なルール作 り(国 際的 に通用す る もの)。

『日本 のプロ ジェ ク トの成果 の知的財 産権の取 り扱い で国際的 な基準 にあっていない も

のがあるのでは ないか。 アメ リカの場合 は、成果 は公 開す るこ とが原則 であ り、一方、 日

本 は、すべて大蔵省 の ものになる。 このため、外 国 と共 同研究 な どをす る場合 にうま くい

かないこ とがあ る。国の プロジェク トの成果 は本来 オープ ンで よい。 しか し、すべて オー

プンとなる と企業 として メリッ トが 薄い ことも事 実。 プロジェク トに参 加 した企業 に先行

の利があったほ うが よい。』(F社)
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付属資料1「 国が行う研究開発」の現在の問題点にっいて

・オープ ンで公平 な競 争原 理の確 立(価 格の競争でな く質の競争)

良い研 究 テーマ、必 要 な研 究テーマ は複数の組織(?)で お互 いに特 徴 をだ させ あい、

長期 間(少 な くとも20年 以上)に 渡 って執念深 く継続 させ る。 当然 、成果 は公 開使用 自

由。 この ような ソフ トウ ェアは新社 会資本 として認識 され、 ソフ トウェ アの価値 を向上 さ

せ るにちが いない。(D社)

・特許 や著作権 の扱 いが厳 しす ぎる。

『事業部 が参加 した くなる ようなテーマ を選択 しない と米 国 との競争 には勝 てない。 し

か し研究成 果 を独 占で きる仕組みが ない と事業部は参加 しない。知 的所 有 権は与 えて、納

税 額 と雇用機 会が増 えればいい とい うようなシ ンプルな評価が必要 。』(G社)

〈AITECコ メ ン ト〉

既 に改 善 されている。

優 先実施権:法 律上 は、従来 も可 能であったが、利用 していなかった。

今 回は、利用 で きる ことが明記 された。

有効期 間:従 来は特許 申請 か ら7年 間であ り、事実上無意味 であっfg。

今回は、実施 申請 か ら7年 間 になった。

・参加企業が先行の利 を享受 で きる仕組 み作 りが必要。

『た とえば、 テーマ によ り、国の資金 は多め にもらえるが全面公 開の もの と、国の資金 は

少 しだが成果 の取 り扱 い については別のルールにす るもの との、2タ イ プを使 い分け るこ

とがで きる とよいのでは ないか。』(F社)

〈AITECコ メ ン ト〉

優先実施権 の改訂が行 われた。 また、業界横並 び方式 を改 め、特 定企 業 グループのみで

受託で きる ようになった。

・ 『国家 プロジェク トにおけ る、 コピー ラ イ トと特許 について一度 きち ん と議論 してほ しい。

販 売す る権限 の ような もの を もらわ ない とメーカ もや っていけない。』(B社)

・ 『R&D成 果の所有権 の扱 い

一〉企 業 は成果 を独 占的 にビジネス に利 用で きないプ ロジェク トには参加で きない。』

(E社)
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4-4)省 庁間(含 、民間)の 連携

テーマが省庁 間で重複す るこ とが ある。競争 も一面 ではいいが、現状 は もっと各省庁全体

を コン トロールす る ような組織 を置 いて、効 率 よ く研 究開発 を推 進するこ とが必 要であ る。

(B社)

・ 『ひ とつの可能性 としては、学 問 とい う縦割 り、省庁 とい う縦割 り、業種 とい う縦割 りを

打破 して、横 串 を刺す ようなプロ ジェク トが うま くい くので はなか ろうか。お な じソフ ト

ウェアの プロジェ ク トで も、 コンピュー タメー カだけで な く、例 えばコンピュータメーカ

1社 、製薬会社1社 、病 院 とい うように業種 の違 うコ ンビネーシ ョンを作 ってや るとか、

情報工学の先生 だけでな く、心理学 の先生 と社会学の先生 を入れ た横 串 をさせ ば良いので

はなかろ うか。』

『行政でい うな らば、 コンピュー タサ イエ ンス を使 って道路交通 システム をやる とか、I

TUな どはいろんな研究 テーマがあ るので、5省 庁 くらいに またが る。』(C社)

・研 究開発費が省庁 で分 断 されてい る。情 報通信分野 では 「日本版NSF」 をつ くり省庁 の

壁 を取 り払 うべ き。(G社)

・文部省 の管轄 になるか もしれ ないが、大学 、研究機 関 に対 す る制約 を見直 し、障害 とな る

制約 を取 り除 く必 要 もあ るか もしれ ない。

『アメリカだ とた とえば政府主導型で ネ ッ トワー クを全 国 に張 りめ ぐらしてや りま しょう

とか、方向性があ る程度 ある。 これか らはネ ッ トワー クの基盤 を整備 しない とい けない。』

『今 だとオブジェク ト指 向が どうのこ うの とい うテーマが出て いる。あちこちで そ うい う

テーマがい っぱいあるが 、それを総合 して見 た ときに、 それぞ れが うま く行 った ときにい

ったいどうなるのか。全部 うま く行 って もシステ ム としては成 り立つ ような ものになるの

だろ うか。』

『日本の場合は首相 なんていつ替 わ るか分か らないか ら、 どこか にもあ った と思 うが 、機

関 として そうい うことを政策 と してやってい くのが必 要ではないか と、 どなたか書かれて

いた と思 う。』(A社)
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付属資料1「 国が行う研究開発」の現在の問題点について

・大学の強化

文部省 との関係

『大学の中で行 くとソ フ ト系 の先生 は ものす ご く少ないため負担が多 い。』

『技術 系で コンピュー タをや りたい とい う人 は、受ける人 の半分以上、 当然80%ぐ らいい

る。 ところが出身 とい うのは全然情報系 ではない。(大 学 の)枠 が な くて行 け なか った。』

『大学の場合は需給 ア ンバ ランス を抱 え た まま。大学 の場合 は今 カ リキュ ラム を変 えてい

るが、 カリキ ュラム とい うのはあ ま り変 わ らない。』

『それだ けの学生 を日本 の大学 は提供 で きない。』

『リサーチ、開発 はほ とん ど外 。国内の学生 を取 るとい うよ りは、東南 ア ジアを含めて外

国 を取 るほ うにみんな傾 いてい る。 メーカではそ うなっている と思 うが』(A社)

・研究人材の交流

官学の定員枠 などに よ り人材 の確保 、交流が妨 げ られている。

産官学の人材の自由な交流をサポートする制度が無い。

現行制度では国立機関の研究者が民間企業に行って研究することは許されていない。

プロジェク トへ の ダイ ナ ミックな人材 の参加:プ ロジェク トの進行 に よっては、新 た に

必 要 となる技術 の専 門家 が不可 欠であ る。(F社)

・情報 インフラの整備:連 携 の相手先 を容 易 に見つけるシステムが ない。 どこで どの ような

研 究 を しているか一覧 で きる ものがほ しい。(F社)

4-5)規 制緩和 と法的支援 、制度

・プ ロジェ ク トへの参加:企 業の参加促進の ための諸規制、手続 きの改 善。

『た とえば、大 プロに参 加す るには、社長名で出 さない といけないが、 社長 まで稟議 を上

げるのはたいへ んなこ とで、研 究 テーマ によっては、研 究所長 クラスで もよい こ とにす る
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な どがあ って もよい ので はないか。』(F社)

・ベ ンチャー企業育成 のための制度。

成果 を利用 してのベ ンチ ャー企業化へ のサポー ト制度。

国立研究機関内 にベ ンチ ャー企業育 成 インキュベ ー タ機能 を持つ。(F社)

〈AITECコ メ ン ト〉

・国研 お よび大学 において、特 許の権利 の50%を 個 人に帰属 する ようになった。

この権利 を活用 して企業 を起 こせ るようになった。

・国研 お よび大学の兼業規制が緩和 された。すなわち、特 定企 業 に行 って研究が

で きるようにな り、 この期 間 も退職金や年金の対 象 になるようになった。

・任期付 き任用制が導入 された。 国研で は新規採用 の50%程 度 を対 象 にする予定。

これ によ り、流動性 を高 める ようになった。

・税制優遇措置/補 助金の充実

研究開発、ベンチャー企業、成果物利用(F社)

〈AITECコ メ ン ト〉

いろいろな施策が取 られてお り、具体的 にい う必 要が在 る。

5)そ の他

5-1)日 本の国民性/歴 史的問題/置 かれている状況

・企業のR&D

日本:

・不採算/非 効率事業の継続(な かなかやめれず人材 もロス)

・日本市場 に向けたR&D(日 本 での事業性 を考 えた研 究 と人材投入 ・

一〉世界 に通用 しが たいR&D)

米国:

・不採算/非 効率事業 の撤 退(儲 か らなければ撤退 し新事 業 に人材 シフ ト)

・世界市場 に向 けたR&D(グ ローバル事業 を狙 った研 究 と人材)(E社)

一付1-26一



付属資料1「 国が行う研究開発」の現在の問題点について

・その他

日本:

・閉鎖 的社会/勤 勉(皆 で平均 的に頑張 る)

・没個性化教育(規 格大 量生 産の現場 に適 した人材 育成)

・米国追従型(国 際標準検討 で も、中核技術での貢献度が低 い)

・ブラン ド/デ ファク ト指向の社会(ベ ンチャを受け入れ難 く、有名ベ ンダ製 品以外 は買

うの に抵抗 あ り)

・言語バ リヤ もあ り欧米人 と対等 に議論/共 同開発で きない

・ 『人材 が育 ってい ない。 スペ シャリテ ィのない人 間を企 業 に入 ってか ら育て るのは無理 。

一〉企 画力、研 究能力、弁論 能力 、英語力』

米 国:

・開放的社会/出 来 る人材 の徹底的頑張 り

・個性 を活か した教育(創 造性、独 創性のあ る人材育成)

・世界主導型(国 際標準検討 で も、 中心的役割)

・ベ ンチ ャを受 け入 れ易 い社会(ベ ンチ ャ製品で も良ければ買 って もらえる)

・ 『企業規模 の大小 に関係 な く、技術力のあ るところが対等 で協業 を行 う。』(E社)
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Il.実 施 形 態

1)基 本 はOpen&Competitive。

Fundingの 管理、成果管理組織 く 一 省庁横断的(米 国の優 れた点 は取 り入 れる)

2)長 ・中 ・短期 など、ゴールに従 った公募のス ロ ッ トを設 ける。ス ロ ッ ト毎 に成果の扱 いは

変 える。

3)実 施形態は、上 ・中 ・下流 に分けて変 える。

(評価法 、予算額 、成果 の公開度合、共 同研 究 グルー プ作 り、 ・…)

4)研 究 開発 を、上流、中流 、下流 に分 けて、問題点 を拾い出す。

※〈上流 〉 研究 テーマ拾 出 し/選 定 く一 大学 ・国研 ・メーカに よる基礎研究、

どこか ら選ぶか?

産学共 同、国際強力、 ・…

・トップダウンで降 りて くるテーマ と自分 た ちがや りたいテーマがマ ッチせず、す ぐには乗

れない ことが多い。合意 して シナ リオ作 りがで きるように したい。(B社)

・や りたい ことを提案 してで きるような仕 掛 けがあ るといい。提案テーマのチ ェ ックは厳 し

くていいが、で きれば見返 りが大 きい こ とが必要。(B社)

・製品化 に近い プロジェク トがで きない。 基礎 よ りの プロジェク トしかで きない。特定 メー

カ を利す ることになってはいけない とい う発想が ある。(B社)

・ス ター トの時点で、技術 を指定 しす ぎてい る。(G社)

・ 『大学 の先生 とい うのは、 日本 の場合 は持 って こない と絶対評価委 員会 にならない。その

ときに国のプロジェク トで も目的 によると思 うが、た とえば外 に出て アウ トプ ッ ト、売上

げがいちばん立つのがいちばんいい とい う国の プロジェク トの ときに、評価委員会 と して

そ うい うの を作 り上げ る仕組 みは プロジェ ク トごとに別 に作 るようなこ とを考 えない と、

新規性 ばか り優先 され るような気 がす る。』(A社)
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・ 『新規性 が ない とその プロジ ェク トはた ぶん評価 されない。商品化 されて残 る とい うこ と

で、 その評価 委員会の評価尺度 、評価 関数が決 まってい るところは ない と思 う。』(A社)

・ 『現存の評価 委員会では、(採 択 される には)基 本的 には創 造的であ り独創 的であ る とい

う種が ち ょっとで もない と駄 目。(こ れは)メ ーカを育て るとい う話 になって くる と、全

然矛盾 した評価 になる。』(A社)

・ 『IPAの プロジ ェク トの募集 につ いて、テーマが創 造的 とか独創 的 とか とい うキーワ ー ド

が強い。 この定義の問題が か な り大 きかった。』(A社)

・プロジェク トの評価基準 の見 直 し

(何 を成果 とす るか、企業 の強化 をプロ ジェク トの 目的 と して認 め られ るか)(A社)

・テ ーマ設定の仕 組み(誰 が主導す るか)(A社)

・ナ シ ョナル プロジェク トでは、少 な くと も大学や企業 が同 じようなテーマで独 立 にR&D

す ることをさせず 、各企業が協業 して世界 に通用する製 品に育 て上 げる方向 を目指すべ き

であ る。その意味 で、 テーマの選択 も下記 の ような形 とし、産学 の方 向付 け とR&D費 用

な どの支援 をする。

日本としての必要な技術領域を設定し、領域や技術レベルに応じキャッチアップ型と独

創型を設定し、独創型を主体にR&Dを 推進

一 プロジェク ト開始時点のテ ーマ選定 は、世界 に認め られ る 日本の名産 ソフ ト作 りを目指

す ものか 日本 に どうして も育成 してお くべ きもの とし、産官学の有識者で実施(E社)

・(査定者の立 場で見てい ると)大学 がや りたいテーマ と企 業 がや りたいテ ーマ は違 う
。大学

は一般 には先行研 究 を進 め る立場 だが、 ど うも自分の興味 のみ に走 ってい る としか思 えな

い よ うなテーマが見受 け られる。

『大学 の先生 の プライオ リテ ィが オ リジナ リティにあ り、社会 に還元 す るとい うセ ンスが

ない。』
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『大学の先生 は、特許 を取 るこ とに まった くメ リッ トが ない。』(B社)

・(査定者の立場 で見ている と)提案 内容 に厳 しさが な く、単 なるアイデ ィアレベ ルが多い よ

うなケースがあ る。米 国では応募者 が シナ リオ作 りに多大の時 間を割いている とい う。(B

社)

・ 『分野、 フェーズ を明確 に して募集 す るほ うが いい。』(A社)

・目的 ・テーマ を絞 りこんだ プロジェク トが少 ない。特 に産官学挙 げての プロジェク トにつ

いては、注 目され る故 、 この ことが大事 で ある。米 国で は軍事面 よ りのニ ーズのプロジ ェ

ク トが多 くの成功例 になってい る。 日本で は、民生用 に限 られ るが ニーズ選定が困難 。普

遍性のあ る社会 シス テム(例 えば交通 とか医療)と の協調 が必 要。(D社)

・ 『情報技術 をどうや って 日本で伸 ば してい こうか とい った ときに、結局 は何 に活用で きる

か というところ を定 めない といけない と思 う。情報技術 の進展や積 み重 ねは ときちん とや

っておいて、それが どこに使 えるのか とい う議論 をす る必 要が ある。』(D社)

・ 『AITECの 資料 に超並列技術 、アル ゴ リズム危機への対応、 そ して超分散 、超並列 とパ ー

ソナルアシスタンス と書いてあ るが、 これが具体 的に どこで生 きて くるのか とい うのが 、

なかなか見 えて こない と思 う。 これ をやる のは非常 に大事 であるが 、実際、 これの応用例

として何が あるか、 これ を使 うと何 がで きるか とい うことを示 してやる と、わか りやすい

のではないか と思 う。実社 会で実証 してお く。』(D社)

・テーマの内容 や期待 される結論が アカデ ミックす ぎる。

『欧米では研究 の経済効果(納 税額)で 評価 してい る。何 が成果か(国 民へ の見返 りか)

を見直すべ き。』

『企業 に対す るインセ ンテ ィブ を重視すべ きであ る。』(G社)

・現在 の研 究 開発 テーマの多 くは、公募 に よ り応募者が したい研究 を申請す る形 となってい

ます。 これはこれで大切であ り、研 究開発 のす そ野 を拡大 す るには役立 ちます。 しか し、

これらの研究 開発 は基本的 には実用 化 を前 提 と した もの を主 にすべ きではないで しょうか。

す なわち、テー一・マの選定 に当 たって は、実用化 の時期 の明確 化が必 要ではない か と思い ま

す。(す でに、選定 プロセ スで は考慮 されてい るか も知れ ませんが。)研 究 開発の成果が

生 かされ る時期 を1年 後 にす るのか、5年 後 なのか、10年 後 なのか明確 に分類 してお く必要

一 付1-30一



付属資料1「 国が行う研究開発」の現在の問題点について

があ る と思 われ ます。

『こうい うこ とを したい か らこうい う技術 を集め ます とい う公募 の仕方 はあ ま りない。た

とえば 日本 中にネ ッ トワークを張 りめ ぐら して、安 く高速 にデー タ通信す るシステム を作

りたい。 そのため に必要 ない ろい ろな技術 を公 募 します とい うのは非常 に分 か りやすいが、

そ うい うのは今 まで にあ まりない。や は り新 しい技術 を公募 します か ら何 か出 して くだ さ

い とい う感 じ。』

『アメ リカで今 いろいろ はや ってい る とい うか、商業化が うま く行 って いる技術 は革新 的

な もの を作 った とい うのはそんなにな くて 、それ までいろいろあ ったいろいろな技術 をう

ま くイ ンテ グレー トして実用化 した。 たと えば今Javaな どとみんな騒 いでいるが、あ んな

もの はず いぶん昔 か らアイデア もあ る し、 それ をうま くイ ンテ グレー トして製 品 と して作

って きた とい うのが 、今騒がれてい る理由 だ と思 う。 そ うい う意味 では知 ってい る人 なら、

何 も新 しい ことはない じゃないか。 うま くそれ をインテグ レー トしている。 開発 フェーズ

で うま くやった。 いろいろな技 術 を集めて うま くインテグ レー トした。 それが実際 は商業

化 まで もってい くの はかな り難 しい。 アメ リカなんかで はそ うい うのをい ろいろベ ンチ ャ

をや っては失敗 し、 やっては失敗 してい る。ベ ンチ ャだってそんなにす ごい技術 を持 って

い る とい うよ りは、基本 的には個々の企業 の中にいろいろ蓄 え られたやつのエ ッセ ンス を

うま くイ ンテグ レー トして作 ってい ると思 う。全 く新 しいアルゴ リズムを発見 して作 った

とか、そ うい う話で はない。』

『自分が今や っているの を申請 して、 これでお金が付か ないか とい うの でや っている。だ

か らそれ をや るこ とに よってお金は助 かるが 、新 しいテーマ でや りたい こ とが あったの を、

これ を機 会 にこれでや りたい とい う感 じではあ ま りない ような気がす る。』

(A社)

・公募 型 プロジェク トで のテーマの選 定基 準が 明確 ではない。 どこが評価 され、 どこが だめ

だ ったのか を明示す る必要があ る。(B社)

・IPAな どの補 助対象の選定では、合 否 の理 由な どを公開 し、次 のステ ップア ップにつ な

げ るべ きと認識 。(E社)

・テーマ(プ ロジェク ト)選 定メ カニズム:米 国 の例が多い に参考 になる。テーマ に よって

は、選定者 は国内 に限 らず、海外 か らも専 門家 を呼ぶべ きであ る。
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『日本の場合は、去年 の補正予算でIPAの 「創 造型 プロジェク ト」 を例 にす る と、評価

の基準が明確 でない、合 否の理 由が公表 され ないので 、なぜ落 ちたかがわか らないな どの

問題があ る。補正予算 なので、突発 的 に査 読者 な どが必要 になった などの問題が あ ったが、

それに対 して、 アメ リカのNSFで は研 究実績の あ る査読者が300人 程度 常駐 してい るな ど、

評価 のための インフラが ある。』(F社)

〈ArrECコ メ ン ト〉

米 国で は、 この ような公募 システムは、10年 以上 かけて作 り出 され た ものであ る。 こ

れに対 して わが国の公募 プ ログラムが補正 予算 であったため、事前 に十分 な準備 が な く、

それ を担当 したIPAは 、多大 な負担 を短 期 間で こな さねばな らなか った。 しか しなが ら、

いろいろな批判 はある ものの、IPAの 第15回 技術発表 回の内容の充実ぶ りをみ る と、

IPAの 苦労 は多か った ものの、 日本 で初 めての大が か りな公募型 プログラムの先鞭 を付

けた ことは、今後の この種 のプログ ラムの検討 にあた って、評価 に値す る。

・公募 まで の時 間が短い。十分 な検討 の時間が ほ しい と思 うことが多い。(B社)

・起案か ら決定 までの手続 き/時 間の短縮:情 報技術 とくにソフ トを対象 にす るケースで は

時 間との勝負が大 きなキーフ ァクターであ る。

『起案 か ら決定 までの手 続 きが煩雑 で、時間が長 くかか りす ぎるのが非 常 に大 きな問題。

情報技術 と くに ソフ トを対象 にするケース では、短期間で アイデ ィア を形 に して試 してみ

るこ とが必要 で、手続 きで時間が とられて い る間 に他 の ところか ら同様 な ものが 出て くる

とアイデ ィアの価値が な くなって しまう。 時間 との勝 負が大 きなキー ファク ターである。』

(F社)

・ 『公募型 の場合 、プロジェク トへの応 募 は、 アイデ ィアが出た ときす ぐにエ ン トリで きる

こ とが、望 ましい。半年 ご と、年3回 など。』(F社)

・ 『アイデ アの発想期 を支援す るため には期限 を限 らないでフ ァンデ ィングする仕 組みが必

要。』(G社)

・競争原理が働 きに くい。特 に実用化 プロ ジェク トでは広 く公募 し、 コンペ による実施が望

まれる。

米 国の原子 力安全解析 コー ドRELAPの 例参考(3種 の コー ドで常 に競争 してい る。)

(D社)
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・ 『いずれ に しろ国のプロ ジェ ク トで行 くと、推進す るにはやは り公募的 な色彩が ある。大

枠 は決めているが公募 的な色彩 で、その中で コンペテ ィテ ィブなテーマ を進 め、勝 った人

だけが残 るとい うや り方 にしたほ うが 良い。』(A社)

・ソフ ト技術分野 で大学 の情報通信 関連研 究 に対 しアカデ ミックなテーマ を与 えす ぎている。

(G社)

・ 『論文 は 書け な くて も技 術 的イ ンパ ク トが あっ て情報 処理 の世界 を変 えた ものが沢 山あ

る。』(G社)

・ 『文部省 は もっと実学 を奨励 すべ きである。』(G社)

・企業 内や大学 内 にうず もれが ちな個人 の独創性 を引 き出す仕組 になっていない。(G社)

・企業 か らの委託研 究の手続 きが面倒 な上、制約 も多い。(F社)

※〈中流 〉 競合 するテーマの比較検討 と枝切 り、<一 成果公 開による評価等、

評価 法は?類 似 テーマの切除 ・統合

・プ ロジ ェク トの進 め方 について、一旦決 めた ら内容 を変更 で きない ようなや り方 ではな く、

世 の中の状況 に対応 して 、内容 を柔軟 に変更可能 とす る仕掛 け、 その た めの評価組織 な ど

が ある といい。(B社)

・情報 のオー プン化 が重要 であ り、少 な くとも官学のR&D情 報 は タイム リに公 開 し、相互

活用すべ きと認識。(E社)

・中間時点 では、企業 間で公 開競 り売 りし、買手があ るもののみ継続 と し、買手の要求 レベ

ルを参考 に有識者が テーマの追加/拡 大 を判定(E社)

・年度毎の計画見直 しを よ り積極 的に行 い 、評価結果 に基づ いて、当初計 画の変更/追 加/

拡大/カ ッ トな どをや りやす くす る。着手時 には成功す るか否かは予 測 不明 なこ とが多い。

世の 中の進歩 とベ ク トルを合 わせ る必 要があ る。
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『ス ター ト時点 か ら半年、1年 たったあ とで は、環境が変 わったなど、ス ター ト時 の計画

を変 えていかない とだめ なケースが多 い。着手時 には成功す るか否かは予測不可能 であ り、

わかった時点 で軌道修正が かけ られる ようなメカニズ ムが必要。』(F社)

・ 『多元的 な評価基準 を基準 として、プロ ジェク トの 目的 に よってその ウエ イ トは もちろん

違 うと思 う。お金 をもら ったか らにはそれだけの努力 をす るメカニズ ム、あなた にお金 を

あげたけれ ど失敗 は失敗 です と言 え るメカニズム(が 必要)』(A社)

※〈下流 〉 部分試作 ・総合試作 へ到 達 させ るテーマ選択 方法 、<一 市場形成

商 品化 に至 るさらなる支援

・研 究開発が成功 したか どうか は、その成 果が商品 となって市場 に出てゆ き、市場で受 け入

れ られて初 めて成功 と言 える。 もちろん、基 礎的 な研 究 につ いて は、それ 自身が直接商 品

になることはないが、 その研 究 の結果が商 品の成立 に大 きく関与 して初 めて成功 と言 え る

のでは ないだろ うか。 その意味 では、過去 の研 究 開発で は、成功 したものはあ ま り多 くは

ない と思 われる。

研究開発 の担 い手 とな るメーカに とって は、商 品化で きて初 めて成功 と言 えるのであ り、

このあ た りの評価 は、研究者 とメーカでは食 い違 っているか も知 れない。(A社)

・プロジェク トが成功 したのか どうか、客観 的な(数値 で表 され るような)評価基準(技術 性、

経済性、 適用 範囲の広 さ、社 会へ貢 献度 、etc)を 、前 も って定めてお くこ とが必要 で はな

いだろ うか。(A社)

・評価 に柔軟性 を持 たせ る。成果物 はキ ングフ ァイルで何 冊、 な どとい うのは問題 がある。

ソフ トのアル ゴリズムは、極論す れば数式一つ、 とい うこ ともあ りうる。

『評価す るほ うで、正 しい評価が で きてい ない。評価の ためのイ ンフラ を しっか り作 る必

要があ る。』(F社)

・最終時点で は、買手企業 を集 めデ ファク トソフ ト製品 を狙 えるもの を優先 に最終 テーマ と

しR&Dと 商品化 を研 究者/買 手企 業の連合群 で推進(E社)

・良い研究 テーマでの成果が実用 に結 びつ くまでの息の長い努力 に欠 けてい る基盤 的研究 テ

ーマは簡単 に成果が実用 に結 びつ きに くい 故、・研 究 開発終了後 も実用化 まで国の指 導が必
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付属資料1「 国が行う研究開発」の現在の問題点について

要 。米 国のARPANETよ りINTERNETの 実例 もあ る。(D社)

・新 しい情報技術 は難解で利用価 値、利用 技術が?で ある。 この場 合 よ くパ イロ ッ トシステ

ムやデモ プログラムが提示 され るが、現実 の社 会は複雑怪 奇故 これだ けで は不十分であ る。

したが って新 しい情報技術の研 究 開発 には現実の社会 システ ム(例 えば医療 システム)に

適用 させ有効性 を示 し、かつ公的機 関で この システムをさらに発展 させ るこ とが必要です。

(D社)

・新 しい情 報技術 の体系が大 きけれ ば大 きいほ ど(例 えばICOTプ ロジェ ク ト)必 要です。

この例 で は一企業 では とて もで きない。企 業 はこの成果 に更 に付加価値 を付 けて ビジネス

展 開す ると思い ます 。 この考 え方 か らす る とAITECの 役割 は重要で意 義深 い機関 と思

い ます。(シ グマプロ ジェク トは普及 を民 間に払い下げた ところに問題が あ った。)(D

社)

・ 『交通 、医療 、防災 、教育 な ど、 いろい ろな ところに情報技術 を使 うところが出て きて い

る。ただ、その最先端 の情報技術が す ぐそ こに当ては まるか どうか。つ ね に トライ して い

か ない とい けないだろ うと思 う。 た とえば 、米国では原子力の安全解析 のプ ログラムは、

もう20年 も30年 も続 いている。 それで も現在生 きている。そ れで、 さらに金 を多額 に注 ぎ

込 んでい る。安全解析 の例 で米 国では三つ ぐらい同 じよ うな種類の ものが ある。それが延 々

と して、い まで もアメ リカで多額 の金 をつ けて競争 させ てい る。 そ うい うベースが あると、

その上 にさらに何 かす るのは、比較 的容易 と思 う。

だか ら、 日本 の場合 で も、た とえばパ ター ン情報の プロジェク トが終 わ って、それを実際

の交通 システム に生 か した ときに、それ を どん どん進 めてい けば、 それはそれで非常 に大

きな成 果 と して拡大 していったの ではない か。そ うい うこ とをや ってい く。それが結局、

息 の長 い実用化 の道 だ とは思 う。』(D社)

・ 『多 くの国家 プロジェク トがそ うだ と思 うが、基礎研究開発か ら開始 し、 プロ トタイプを

作 って評価 して終了す るので はな く、次の 段階 と して、国研 とか社会資本 に関連す るとこ

ろの機 関が 、実用化 として証明す る ところ までや らない とい けない と思 う。それは10年 、

15年 、20年 かかるので はないか と思 う。情報技術 とい うのは、そ うい うところの延長線上

に、・い まで もある と思 う。パ ター ンで も、 ある面では第5世 代 で も、 それか らRWCも そ

うい う延長線上 にある と思 うので、 そ うい うところを生か してい くような方法 を考 える必

要が ある。』(D社)
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・ 『いちばん典型的 なこ とは、 たとえばパ ター ン認識 のプロジェク トの ときに画像処理 をい

ろいろやったが、実際 にそれ を現実の医学 の世界 で使 お うと思 った ら、あの時点 では使 え

ない。だか ら、それ を医学の世界で使 える ためには どうしなければい けないか とか、あ る

いはまわ りに何 をつ けなければいけ ないの か とか、 そ うい うことを きちん とやってい って、

医者が きちん と使 えるよ うなシステム体系 につ くり上 げる とい うところまで国の力 でや る

必要がある と思 う。

その ようになれ ば、 メ ーカがそれ を応用 して、その次 に また付加価値 をつけて何 か製品

をつ くりだ してい くだ ろ うと思 う。』(D社)

・ 『パ ター ンの認識の プロジェク トがあ って、 第5世 代が あって、 それでRWCPみ たい な

のがあって、そ うい う太いパ イプがバー ツ と流 れている。 それが結局、情報技術 として基

幹の基礎 的な技 術であ るけれ ど も、その都度商 品が 出て くれば、い ちばんいい。

だか ら、それ は息長 くず っと続けてい く。そ して、 どうやって伸 ば してい くか、拾 い上

げてい くか とい う仕組みがあれ ば、理想 的になる。

たとえば、い まCALSと かECと かやっているが、 そ うい うなか に こ うい うのが生 き

てい く技術が た くさんあるように思 う。だ か ら、両方知 っている人 とか、あ るいは共通 の

土壌で話 をす る とか、 そ うい う機会 をつ くったほ うが いい と思 う。』(D社)

・ 『スパ ンの問題 だ と思 う。 これ は令 す ぐは とて も実用 にな らない、ただ、10年 ぐらいか け

て種 を育 てて、10年 ぐらいたった ら何 かの役 に立 つ。世 の中 で働 き始め る。応募 す るほ う

もそうい うこ とを考 えていたほうがいいのではないか と思 う。』(A社)

・技術先行 テーマ につ いては成果物の商品化へ のサポー トが必 要である。 プロ トタイプの購

入評価、製品化へ のフ ィー ドバ ックメカニズム。

『成果物 を商品化す るの は非常 にたいへんな ことで、本 当 にそれで事業 が成 り立つかのチ

ェ ックがシ ビアに入 って くる。特 にソフ トの場合、当た るか どうかは正直 な ところわか ら

ない。1000に3つ くらい であれば、企 業 はなか なか投 資で きない。成果物がで き、 あ と1、

2年 で きっ とうま く行 くと思 っていて も、 なか なか商品 に もっていけないケースがか な り

ある。 ここをサ ポー トす る仕組 みが ある とよい。補助金 または、売 り上 げ に応 じて何割 か

返す とい うような形 だ と非常 に よい。 また、成果物 を政府が調達 し、評価 されて、製 品化

ヘ フィー ドバ ックが かけ られる と成果が相 当生 きる。今 は、 いろい ろなところでいろいろ

なこ とを しているが、報告書が 出てそこで 止 まって しまい、死蔵 している ものが多 いので

はないか。』(F社)
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付属資料1「 国が行 う研究開発」の現在の問題点について

・ 『アメ リカみたいにいいソ フ トを持 って いた人 はあっ と言 う間に億 万長者 になって しま う

とい うようなメカニズムは 日本 にはあ ま りない。 日本 で うま く行 ってい る人 はソ フ トウェ

アのエ ンジニ アとい うよ りは、孫 さん とか 、マ ーケテ ィングをうま くや って経営者 として

うま く行 ってい る人たち。』

『後か ら出て きて も前 の ソフ トを席巻 して市場 を制覇 して しまう。それ はそれで もいい。

そ うい う人 もチ ャンスが あ るとい うことは いいんで しょうが 、私 みたいな もともとソフ ト

のエ ンジニ アか ら言 うと、 日本 なんかでは全然評価 されない。 』(A社)

・誰 もが参画で き、品質が 一定水準以上 に保 てるルール を作 り広 く各層 に浸透 させ る。 ソフ

トウェアの標準化 は古典 的な問題 であるが 一向 に解決 しない。 国際化 とか規制緩和等 に逆

行 す るが、何 らかの強制が必要。例 えば政府調達 。(D社)

・ビジネス化へ の支援:ソ フ トの場合 、優 秀 な人材が アイデ ィアを考 え、 イ ンプ リメ ン トし、

それ に目を付 けた事業家が ビジネス として成功 させ ているケースが多 い。BillGatesは 一人

二役 。

『アメリカでは、 よい と思 った ら、研究者 らがベ ンチ ャーを起 こ してベ ンチャーキャピタ

ル に融資 を受 けるケースが多 いが 、 日本 の現状 では、キ ャピタルは銀行で あ り、銀行 とい

うところは本 当に確実で ない と融資 しない。当社 で も協力会社 を使 うときにその会社 が大

丈 夫か どうかチェ ックす るが 、その基準 だ と、た とえばマ イクロソ フ トは不合格であ る。

銀行 のチ ェックは さらに厳 しい。 ソフ トハ ウスの人 の話 だ と運転資金 を借 りるのがたいへ

んであ る。ベ ンチ ャーキ ャピタルの ような仕組みが ない うちは、 国が その役 割 を果たす こ

と も、成果 を生か し、育 てるためには必要ではないか。』(F社)
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付属資料2

日本の研 究開発 の あ り方 お よび研 究 開発 モデル案 に関す る意見

一第2回 アンケー ト及びヒアリング結果の詳細一

「日本 のR&Dの あ り方/新R&Dモ デル案 」 につ いて、各 委 員 にア ンケー ト調査 とヒアリ

ング した結果 を以下 に掲載す る。ア ンケー ト結果 は各社毎 の コメン トと して ま とめてあ る。

社名 はA-Gの 記号 に してあ る。 また、 ヒア リングによって追加 した ものは、 『』で くくっ

てあ る。 なお、 「新R&Dモ デル案」 につ いて は、図4-1参 照。

A社 コメ ン ト その1

全 体のモデル案 につ いて はこれで良い と思い ますが、下記の点 について配慮 が必 要 だ と思

い ます。

1.複 数モデルの導入

参加者 のイ ンセ ンテ ィブ に応 じた仕組みが必 要 と考え ます。

産 官学 のそれ ぞれで国 家 プロジ ェ ク トに参加す るインセ ンテ ィブが違 い、 これ によ りテ

ーマ
、費用 の優先度 の解釈が異 なって くる。

国家プロジェクト推進のモデルに産官学で意見が異なる場合に運営してい く複数モデル

を導入する。

(1)国 の立場が優先する場合

政策 ・戦略の部分でかなり明確に示 してある項目、例えば未来への展望等国の立場優先

した場合、しかも既存の産業界と関連が弱い国家プロジェクトの場合、例えば参加企業 ・

参加大学に対する費用配分が大きくなるモデル。

(2)大 学 ・国研等の立場が優先する場合

基礎研究を中心とした場合、研究者等の育成が最優先するため、教育にかかる費用を重
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視す るモデル。

(3)産 業界 を優先す る場合

産業界 の将来 を展望す るテーマ の場合、 産業界 の 自由競 争 あるい は共 同作 業 を支援 す る

モデル。

現在 の国家 プロジェ ク トは上記 い ろい ろな視 点が複合 してい ます ので、これを明確 に宣言

して運用す る仕組みが必要です。

2.企 業化 ・商 品化 について

現在 の国家 プ ロジェ ク トのお いて明確 に企 業化 ・商 品化 を支援す る とい う論 理 は通 らな

い。 なぜ な ら国 の税 金で特 定企業 を支援す る理 由が ないか らで昨年 の住専 の よ うに大 き

な社 会問題 となる可 能性があ る。住 専 の場 合 は倒 産 の可 能性 があっ たわけで、場合 に よ

り多 人数 に迷 惑 をか けるこ と も考 え られた 。企業 化 ・商品化 につい ては説 明 は、 よ り難

しい と思 い ます。

3.新R&Dモ デル につ い て

(1)『 今 ある予算の 問題 をどうや って クリアす るのかが 、見 えな い。一旦集 まって分 けて

い く仕組みが なし)と、 国のプロ ジェク トと して は非常 に や りに くい面が出 て くる。 国の

プロジェク トの効果 をあげ るに は、 どうい う仕 組 み にす れば よい のか、考 える必要 が あ

る。』

(2)『 現状 の予算 は、大蔵省が決めて分 けた らお金 に省庁の色が つ くので、あ とで一緒 に

で きない。色 がついて いるこ とで、不効 率 とか 、い ろい ろな話が プロジェ ク トとしてあ

る。 会社で も予算 には色 がつ い ている。 社長が 一緒 にや れ と言 って もで き ない部 門があ

る。この障壁 は高い。』

(3)『 国のプロジェ ク トは、縦割 りの ままで きる もの だった ら、 それはそれで よい。 しか

し、 プロジェ ク トが省 庁 間にか か わると、い く ら組織 を作 って も、元 々 日本 にはそ うい

うプロジェク トは存在 しえない とい うことになって くるか も しれない。』
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付属資料2日 本の研究開発のあり方および研究開発モデル案に関する意見

4.国 家 プロジ ェク トへ の参加 につい て

(1)『 市場 を育 て るのは非常 に難 しい。 だか ら、 プロジェク トで 市場 を育 て る とはな らな

いわ けで、 プ ロジェク トで何 か作 る とい う感 じになる。 ほ とんどの企業 は 現実 のマ ーケ

ッ トがあ るわ けで、新 しいマー ケ ットの プ ロジ ェク トに参加 しな さい とい われて も、非

常 に しん どい。』

(2)『 新 しいマ ーケ ッ トの プロジェク トに参加 してほ しいの な ら、全部の費用 を国が持 っ

て、 それ プラ スアル フ ァの金 を出 して も らわな い と、 だれ もそこ に参加 しないので は な

いか と思 う。 しか し、 今 あるマ ーケ ッ トの プロ ジェク トの場合 は、企業が 自分 でや って

もいい とい う話 になって、50%企 業負担 の プロ ジェク トで も参加す るか もしれ ない。』

(3)『 国の プロジェ ク トが 目指す所 を明確 に して、商 品化の話が ない とした ら、マーケ ッ

トを作 る とは どうい うこ となの か、 よ く考 える必要があ る。重要 なの は、 国の プロ ジェ

ク トに参加す る ときの イ ンセ ンテ ィブで あ り、 それが ない プロジ ェク トに無理矢理 参加

して も、 よい アウ トプ ッ トは期待 で きない。』

(4)『 米国 のベ ンチ ャーの仕組み は、 日本 とは相 当違 う。ベ ンチ ャーキ ャピタルの場合 は、

自分 で リスク をおって いる とこ ろがあ るか ら、 米国で はベ ンチ ャー を起 こす ことに よる

個人 の負担 は あ ま り感 じられない。 日本 の場 合 は、個人 の負債 に なる可能 性 が非常 に高

い。 ベ ンチ ャーに対す る国や地 方 自治体 の支援 は大分 よ くな って いるが 、利用 して い る

人 はあま りいない と聞いてい る。ベ ンチ ャー について もイ ンセ ンティブが必要で ある。』

(5)『 キーワー ドは 、参加す る人の インセ ンテ ィブを明確 に した プロジェ ク トをどう定義

す るか、 どうい う仕組 みの 中で それ を定義 で きるかであ る。』

A社 コメ ン ト その2

現在の体 制 との違いが明確で ないため、理解が不十分で、的確 なコメン トがで きませ んが 、

気のついた点 について述べ ます。
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1.現 状 の体制で も、建前 上は うま くい くことなっている。

現状 のモ デル の どこが問題で 、それ が新 モ デルで は どう解 決 されて いるの かが よ く分 か

らない。今 回のモデルで は、 どう して うま くゆ くのかが 、 よく分か らない。

2.今 回のモデルでは 、プロジェク トマ ネージャの力量 に負 う ところが大 きいが、 その よう

な人材 をどこか ら調達 し、 どう処遇す るのか?

特 に プロジェ ク トマネ ージ ャにや る気 を起 こさせ るため の、 インセ ンテ ィブの与 え方 に

つ いては、具体 的 にどうす るのかが不明。

社会の インフラの違 うアメ リカ流のや り方 を もって きて うま く機能す るか?

3.複 雑 さ

全体 に、 プロジェク トを進め る上での責任体 制が分か りに くい。

複 数 の省 庁が 関連 し、だれが だれに対 して責任 を負 うのか 、はっき りして い ない よ うに

思われる。

4.政 策会議(注)か ら、各省庁 に役割分担 が指 示 された後 、全 体 としてそれが うま く行 って

い るのか どうかは、だれが監視す るのか?

各省庁 が違 う方 向に走 り出 した と した ら、だれ がそれ を監視 し、 全体 としての取 り まと

めを行 うのか?

各省 庁の利害 は一致 しない こ とが多い と思われ 、 この レベルでの イ ンテグ レーシ ョンは

だれが行 うのか?政 策会議(注)が それ を行 うための機構 や人員 を持つのか?

5.『 投資効 果 を予 測 するための シ ミュ レーシ ョンは、モ デルの作 り方 によっては結果が ど

うにで もなって しまう。 イ ンプ ッ トの与 え方 を細工すれ ば、必ず成功 する 。失敗す るよ

うな もの は提 案 しない か ら、必 ず うまくい く。 だか ら、 あま り意味 が な く、 シ ミュ レー

シ ョンす るだ け無駄 な ような気がす る。』

6.『 評価す る人が師 弟関係 にある とか専 門家 ばか りだ と、その中 にコ ミュニ ティがあ るか

ら、評価 しに くい。何 もかかわ りあいのない人のほ うが正 しい判断 をす るか も しれない。』

(注)図4-1で は、 「高度情報社 会推進本部」 に当た る。
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付属資料2日 本の研究開発のあり方および研究開発モデル案に関する意見

B社 コ メ ン ト

1.政 策 ・戦 略

(1)上 流部分の組織化が重要。その意味で、政策会議(注)に 期待 したい。

(2)政 策会議(注)は どの ような単 位 で設 けるのか?

体 としてひ とつで十分 とい うこ とはないか?

情報分野などの大きな単位で、国全

『上流部分に組織を作ることが非常に大事だと思う。』

(3)グ ラ ン ドプ ラ ン と して、

・日本の国情に合わせた理念に基づ く政策(た とえば高齢化 に対応 した福 祉社会インフ

ラの構築など、これらは産業構造審議会でも提案されている)

・日本の産業 を活性化するための政策

と、

・世界各国と協調して世界的情報インフラ発展に寄与する政策

の両面 を打 ち 出すべ き と考 える 。それぞ れに背 反するテ ーマ、 また共通 テ ーマがあ ろ う

が、 いずれ に重点 を置 くのか?た とえ ば、産 業の活性 化 は、政 策の結果 としてそ うな

ればいい とい う程度 に とどめるのか、それ とも積極的 に推 進す るのか?

『ビ ジネスは グローバ リゼー シ ョンでな い とや っていけな い。だか ら、 国の プロジェ ク

トも各 国 と協調 してやってい くことを考 える必要がある。』

(4)政 策会議(注)で 、本 当に省庁 間の優先度の調整 ・予算配分 ・責任 体制の明確化 などが

強 い指導力で で きるか?あ るいはそれ を可能 とするための仕掛 けが必要 ではないか?

『省 庁 間 とい うの は、 いろいろ な意味 で境 目が 強い と何 とな く感 じてい る。 だか ら、そ

の上 に強い指導力でで きる ようにす るための仕掛 けがい ると思 う。』

(注)図4-1で は、 「高 度 情 報 社 会 推 進 本 部 」 に当 た る。
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(5)『 やってい るこ とが全体 として うま くい ってい るか どうか、例 えば本 当に新市場が作

りだ されたのか な どを見 る、 もっ と高い 立場の 人が必 要 な気 がす る。個別 に一件一 件の

評価 をす るとい うよ り、 グラ ン ドプ ランな らグ ラン ドプ ランの レベルで見 る ような何 か

がいるのではないか と思 う。』

2.戦 術

(1)R&D重 点領域 ・重点 テーマの決定 には、次の ようなス タンスが望 まれる。

・息 の長 いプ ロジェク トで も、必 ず実需 が約束 されてい る ことが 重要 。そ のこ とが メー

カの参加 を促 す。

・まずはニーズあ りきでテーマ を選定すべ き。 ニーズは必 ず しも近 い もの に限 らず 、遠

い ものが あって もいい。

・単 に構想 を立て るだ けで はな く、 いつ まで に何 をどの くらいの 予算でや るかの具 体 的

な目標 が必要。

・この分野だ けは死守 す る とい う重点 テ ーマの 設定が重 要。す な わち コア コンビタ ンス

の育成 が重 要。

この よ うな重 点領域 ・重点 テー マの決定 に際 して、本 モ デル図で は各省庁 が独 自で 決め

るよ うに見 え るが 、実 際 にそれが可 能か?あ るいはこ の段 階で 大学 ・国立研 や企 業 と

の協議機関の ような ものは必 要ではないのか?

(2)プ ロジェク トマ ネー ジャの選任 の方法は?前 回の会議 では メーカ出身+関 係省庁 の

班長経験者 ク ラスで構 成す るよ うな提案 であ ったが、マ ネージャ は一人 なのか、複 数人

必要 なのか?す くな くともリーダは本 来は一人であるべ きでは?

また、関係省 庁 か ら出 した場合 その省庁 の代表 となって しまうこ とはないか、 メー カか

ら適切 な人材が 出せ るか、 な どの課題が出て こ よう。

(3)プ ロジェク トマネー ジャの処遇 は十分考慮すべ き。

(4)『 モ デル案の中 に共同 プランがあ るが、共 同プランが非常 に重要で はないか と思 う。

他省庁 をみる と予算が大 きい もの が あるが、 そこに情 報技術が 必要 な ら、 こう した とこ

ろ と一緒 に手 を くんでやれ ばよい と思 う。』

(5)『 政策が下 りて くる とき、最初 のモデル案 では省庁 が独 自に プランす るように見 えた。
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付属資料2日 本の研究開発のあり方および研究開発モデル案に関する意見

今 日提 示 された モデル案 で もプラ ンナーが考 えること になるが 、本当 に こうい うこ とが

で きるのか、 も う少 し下 の ほうの レベル と協 議す るよ うな機 関が いるので はないか と思

う。 プ ランナー の ところ にニーズ の吸い上 げが入 って いるが 、具体 的に どうい う仕 掛 け

でや るのか にもつ なが る。』

(6)『R&D中 核体 が公募 した とき、 メーカーが魅力 を感 じない ようなもの をプ ランナ ー

が プラ ンして しま うのは 困 る。予 算 もすで についてい るか も知 れ ない。 そ うな った ら問

題 で、 プラ ンす る段階 で協議 する とかがあ って もよい のではないか と思 う。』

3.実 行 ・運 営

(1)R&D中 核体 の イメージが よ くわか らない。集 中研 を持 たな い研究組合の よ う形態 を

考 えればいい のか、ICOTやRWCPの ような組織 と考 えれば いいのか?ど の程 度 の

規模 なのか?役 割 は、 プロジェク トの管理だけ なのか、研 究部隊 を抱 えるのか?

(2)国 立研 究所 もプ ロジェ ク トの管理 を担当す る ようにモデル図 には書 かれてい るが、 こ

れ は可能 なのか?

(3)プ ロジェク トマ ネージ ャは どこまで任 されるのか?た とえ ば集中研 の ような形 態の

場合 に、人材 の採用権 があるの か、予算 は相変 わ らず単 年 度会計 で 流用 もで きないの か、

そ れ とも予算 を枠で持 ち、それ をどう使用 しようとか まわないほ どの権 限を持 つの か?

『プ ロジェク トの管理 だけだ った ら、 プ ロジェク トマネ ー ジャは、 あ ま り必 要では ない。

予算 を枠で持 って裁量 で使 える権 限を持 つ とか 、あ る程 度権力 を集 中させ たほ うが 、マ

ネージャ としてや りや すい と思 う。』

(4)テ ーマ を開始す る にあた ってのテーマ評価 だけでは な く、テ ーマの実行進捗 状況の評

価 や そのため の体制 も必 要。問題が ある場合 には途 中で で もその テーマ をやめ た り、 テ

ーマの 内容 を変更 した りするこ ともあ り得 る。

『テ ーマの進 捗 とか、 途 中でテ ーマを変 えるとか、途 中 で テーマ をやめ る とか、内 容 を

変 え る とかあ るので 、 評価機 関 について いえば 、開始 す る時 だけの評価 だ けで はな く、

やっ ている途 中で も必 要 になる。 さらに 、プロ ジェク トその もの の最終評価 は どこでや

るのかが問題で 、第三者の評価 がいる と思 う。』
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(5)プ ロジェク トの 最終 的な評価 は誰 が どこでや るのか?第3者 として の評価が必要。

政策会議 レベルでや るのか?

(6)『 以前 やった国家 プロジェク トで は、物 を作 って ソフ トを開発 したのに、最後 にはそ

れ らを捨てて しまった とい う感 じが した。 アメ リカでは 、国研が 成果 を引 き継 ぐケ ース

が あ る とい う。 こうい うことを改善 しよ うとす る と、 日本 では国研 の役割 を相 当見 直 さ

な くて はいけない。』

(7)『R&Dの ス ター ト時期が期 の初 めではな く、いつ始めて もいい とい うス ピー ドの時代

にな ってい る と思 う。 しか し、 長期 的な展望 に基づ いて長期 的な 開発 をや る場 合、 ス ピ

ー ドまで は考 えに くい とい う気がす る。』

4.企 業 化 ・商 品化

(1)モ デル図で は、 企業(研 究所)か ら一般市 場 に商品化 の流 れが あ り、企業(事 業部 門)

か らの流れが示 されていないが、本 来は事業部 門か ら流 れるべ きで は?

(2)普 及、企業化 ・商品化 のための仕組みが必 要。その際 には、

・著作権の扱 い

・企業が開発 した場合の第3者 へ のライセ ンス権/ロ イヤ リテ ィの扱 い、 あ るいは ブ

リーソフ ト化 の扱い

・特許権の扱 い

な どが議論 とな ろう。

(3)蓄 積 された技術 を公 開 した り、特 許権 を販 売 した りす るプロ ジェ ク トに共通 の組織が

あ って もいいのでは?プ ロジ ェ ク トに参加 した メー カが利用 しな くて もベ ンチ ャな ら

利用 す るような特許があるか もしれ ない。

『モ デ ル案 に描 ききれ ない とこ ろか もしれないが 、成果の 普及 とか い ろい ろ な ところで

議 論 がい る。 もっ と技 術 を売 っ た り、普 及 させ た りす る ような組 織があ って もいい よう

な気 がす る。特許 な どは、国の プロジェ ク トだ った らどん どん売 りさば く ところが あ っ

て もいい と思 う。』
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付属資料2日 本の研究開発のあり方および研究開発モデル案に関する意見

5.そ の他

(1)R&Dモ デル図 には、指揮系統 の流 れ、資金の 流れ、成果の流 れな どに分 けてプロジェ

ク トの動 きが わか りやす く表示 され る といい。

(2)R&Dモ デル図には表 しきれ ない制度上の仕組みについての扱 い を どう記述す るのか?

(3)R&Dモ デル図の省庁 に郵政省が挙 げ られてい ないが?
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C社 コメ ン ト

1.『 現状 モデルの どこが問題で、 それが新 モデルでは どう解 決 されているか とい うことを

明確 にしない と、新 モデルの意味が理解 して もらえない と思 う。』

2.現 状 モ デ ルの 問 題 点 は 、 以 下 の4つ 。

(1)『 国全体 のグラ ン ドデザ イ ンが ない。 日本全体 が どうい う方 向 に向かっていて、その

ためにこうい う重点領域で、 こ うい う国家 に したい とい うグラン ドデザイ ンを明確 にす

る必要があ る。18号 答 申で 出 され た重点領域は、全 部 をカバー している ので、重点 とい

いなが ら重点で ない よ うな感 じもして、問題 と思 う。』

(2)『 科学技術会議 が機能 してい ない。大蔵省が費 目別 の予算 を末端 まで含 めて決めてい

る。これが非常 に問題で ある。収 入 と支出の関係 があ るか ら、総額予算 は大 蔵省で決め

るべ きと思 うが、その配分 は科学 技術会議配下の専門機 関がや るべ きと思 う。 ひ とつ イ

メージ しているのは、米 国のNFSみ たいなや り方。』

(3)『 各省庁がバ ラバ ラで、科技庁 には横通 しをす る役 割は あって も機能 していない。 こ

れ は予算権 限 をもっていないため で、横通 しをす る役 割が あって も機能 して いない。 ア

メとムチの両 方 を持 っていればみ んな言 うこ とを聞 く。そ れを科技庁が もつ のが いいの

か、NSFみ たいな財 団化 した ところが もつのがいいのか。』

(4)『 いろい ろな研 究 プロジェク トに対 して適正 な評価が な され ていない。評価委員会 が

あ って大 学の有識者 が評価 してい るが、片手 間でやっている。NSFな どで は専 門の評価

者がいて、 フル タイムでかか って い る。その人たちは時 間の うちの3分 の2ぐ らい研究 現

場へ行 ってい る。 日本 は評価 にお 金 をかけな さす ぎる。 もっ と評価 にお金 をかけ るべ き

である。評価 、 目利 きをいか に養 成す るか、その人に いかに権 限 を与 えるか が問題 であ

る。』

3.研 究者 の発掘 について

(1)『 よい研究 とい うの は どうい う ものか とい うと、やは り人だ ろうと思 う。 よい研 究者

をいか に発掘 して、その人 にどう力 いっぱい 働いて もらうか、 これが研 究 開発 の成功の
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付属資料2日 本の研究開発のあり方および研究開発モデル案に関する意見

道 だ と思 う。そ れには よい人 を発掘 する 目利 きが必要で、 日本 の場 合、そ うい う目利 き

がい ない とい う ことと、いた と して もその人 に権限 を与 えてい ない とい うのが問題 とい

う感 じがす る。』

(2)『 その 目利 きに権 限 を与 える代 わ りに、その人 には評価 につ いて国民 に対す る公 開の

義務 を持 たせ る。評価 者 を評価 す るのは国民 で、そのため にい ろい ろな もの に対 しての

評価 レポー トを公 開す るとい う責務 を負 わせ る。評価能力 の ない評価者 は クビになって

い く。 こうい うような仕組 みがで きる とだいぶ改善す るので はないか と思 う。』

(3)『 米国では国が プロ グラムマ ネー ジャを抱 えている。民 間の ほ うも、 コンサル タン ト

会社がベ ンチ ャーキ ャピタリス トに投資 の コ ンサルテ ィングを してい る。 だか ら、研究

者の差 とい うよ りも、 目利 き集 団の差か なとい うことを最近感 じている。』

(4)『 組織論 をやっ て きたが 、議論 していった ら組織論で は解決 で きな くて、 目利 きの集

団 をいか に養成 す るかではないか と思 うよう になった。大学 の先生 とか研 究者 な どは 日

米でそんな に違 うわけではない、ただ、 目利 きの違いだ とい うことが だい ぶ言 われてい

る。』

4.『 少 ないお金 でた くさんのテーマ にバ ラまいて、まず苗床 づ く りを して、そのなかか ら

よさそ うなテーマ を拾 っ て きて、 大 きなお金 をつけて プロジェ ク トにす るのは どうか。

今 の プ ロジェク トは、芽 も出てい ないの に、 これか らあれが重 要 になる といってお 金 を

つけるか ら、未消化の ままお金 ばか りが来ていると思 う。』

5.『 大蔵が予算 をが ん じが らめで与 えるのではな く、枠 は上か らガイ ドされるが、枠 の な

かでの使 い道 は全面的 に実行部隊 の長 に任せ るのが よい。その 部隊が うま くいかな けれ

ばその長が責任 をとる。 権限委譲 と責任 をは っ きりさせ てや る。今 回、 国研 などで は所

長裁量予算 とい うのが ついたが、本 当は全面的 につ いて もいい ぐらいだ と思 う。』

6.『 国民の7割 が科学技術 に不安 をもってい る。 オウム真理教 の 問題 あ り、原子力 の問題

あ り、 遺伝子 の組 み換 え の倫理 の 問題 あ り、 科学技術 は怖 い ものだ とい う意識 を もって

い るとい うのが7割 だ とい うわけ で、そこにいかに納 得 させ て 国民 のた め とい うこ とを

示 して い くか、 国民 か らの支持 を どうとるか とい うこ とも、 こ の仕組 み のなかに入 れ て

い く重 要なポイ ン トと思 う。そのへ んが理解 される と、理工系 離 れ もだ んだん と改 善 さ

れて くる と思 う。』
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7.『 日本 の ソフ トウ ェアが弱い とい って も、全部が弱 いわけでは な く強 い ところ もある。

ソフ トウェアの なかで も日本の得 意分野 を重 点的 にして、 どうやって も手が届 かない よ

うな ところは置 いておい て、強い 分野 を もっ と強 くしてい くべ きと思 う。そ うい う選択

が あって もいいのでは ないか。弱 い分野は、 一生懸命 強 くしよ うと思 っ て も、なか なか

強 くな っていか ない。弱 い けれ ど も強化 しなければな らない と ころ と、本 当にキャ ッチ

ア ップで きない もの を区別 して、切 り捨 てる見極め も重要 と思 う。』

8.『 マネージャ とか プランナーの人た ちの役割 は、興味 を もって やっているシーズの畑 の

なかか らうまくニーズ と結 びつ くシナリオ を書 いてい くとい うのは どうか。研究者 が シ

ナ リオを作 るのではな くて、 プランナー とかマネージ ャが うま いシナ リオを作 って、個 々

の芽 を結集 して 、ある 目標 に向か ってやって い くとい うと、非 常 に納得 性が あるの では

ないか と思 う。』
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付属資料2日 本の研究開発のあり方および研究開発モデル案に関する意見

D社 コ メ ン ト

1.国 の全研 究 開発 をウオ ッチす る組織機関 を決め る。

予算 の作成方 策、仕組 の改良が必要(予 算 の仕組 は良 く判 らないが予算 費 目にキ ー ワー

ドで もつ けて再分類が容易 にで きないか?)

『国のR&D予 算分類 では、 ツールと して情報技術が使 わ れてい て も見 えない。予 算作 成

時 、予算 の中に情報技術が使 われているこ とが分か るキーワー ドを入れ られ ない か。

そ うなれば、 す ぐに情報技術関連予 算のデー タベースが で きる。情報技術以外 で もキー

ワー ドを付 加 したデー タベース を作成 しておけ ば、キ ー ワー ド検索で関係予 算 の総額が

計算 で きる。 こうい った制度が必要 なのではないか。』

2.一 気通貫型 プロジェ ク ト推進体制

戦略 か ら実用化迄 を司 る組織で プロジェ ク トを実施す る。

『一気通貫 型 プロジ ェク ト推進体 制で、政策か ら実用 化 まで それぞれの フェ ーズ に従 っ

て最後 まで み る責任体制 をとった ら どうか。モデル案 をみ た限 りでは、省庁 縦割 りに見

えて しまう。』

3.官 一民の役割分担の徹底

請負方式による契約で企画書による競争見積 り制の採用。

4.研 究 テーマ選定 についての条件 を明 らか にす る。

デフ ァク ト化 が よ く言われてい るが、情 報技術 面での デ ファク ト化 よ りも特 定分野での

デフ ァク トかのほ うが よ り実現可能性が 高い と思 われ る。

従 ってこの ことをテーマ選定の条件 とし、実現 には公 的機関が協 力す る。

5.機 動力ある研究運営体制作 り

予算に縛られない即断即決の研究実施が出来る組織を設ける。

(研究の駆けこみ寺)

『非常 に よいテーマや要素技術が 見つか って も、今 の予算制度で は実際 にプ ロ ジェク ト

が動 くまで時 間がか か る。提案 を して、審査 を して、 それか ら執行 す る と最低3年 位 か
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か り、その研究 に対す る成果の出現 がか な り遅れて しまい、世界の競争 に遅 れ る。本当

によい もの が見 つかったと き、す ぐそれ を支援 で き、 プ ロジェク トが立 ち上 が るこ とが

で きない と、国際競争 に勝てない と思 う。』

6.一 方で多 くの種 を蒔 き、一方で しっか りした評価 に基ずいた研 究 テーマ を拾 い上 げる組

織 を設 ける。研 究成果 にク レーム を付 けるので な く、 将来性 のある研究 、独 創性 の高 い

研究、社 会的価値 の有 りそ うな研 究等 をみつ けだ し育成す る。

我が国内で み る と年間相 当数の研 究成果が いたる とこ ろで発表 されてい る。 それ を一箇

所 に集めて それ な りの評価す る。多分、膨 大 な量 になる。

評価者や選定者 は各界 のOBを 活用す る。 きっ と、幾つかの良い実がみの るで あろ う。

『情報系の 研究全体 について、何 が行 なわれてい るか を見ている人 は、い ないので はな

いか。情報 系 の研究全体 を見 る組 織 を置 いて、社 会的 な意義が あるか とか、 どうい う発

展 をしそ うだ とかを評価 して、い い もの に助成 してい く機関があって もよい ので はない

か。』

7.一 例 と してCRAY誕 生 した詳細 を調べ る。

ロスアラモス研 究所が 中心 になって進めて きたプロジェク トの産物 だが、

何故最後 まで残 ったか、 その過程 を知 るの も良いか もしれ ない。

8.『 例 えば経営支援 の ソフ トウェア を企業で活用 す る場合、 欧米 だ とソフ トに合 わせて業

務 を改善す る。 ところが 日本で は業務 を変 えず にソフ トのほ うを変 える。 だか ら、 日本

では流通性 があ り、汎用性 のある ソフ トが 少 ない。使 う側 に も責任があ る。 ソフ トに合

わせて仕組み を変 えてい く等の訓練が、使 う側 に必要 ではないか と思 う。』

9.『 戦略 の ところは よいが、戦術 の ところに役 所が入 り、役 所 を通 す といろいろ弊 害が で

て くるのではないか と思 う。』

10.『 シーズ指 向 とニーズ指向 は、両方 とも重要 であ る。例 えば10年 先 を狙 った計算機 を

作 ろ うとい ったシーズ指 向のアプ ローチ と、医療 ・福 祉 をもっ と充実 させ る ために情報

技術 を使お うとい ったニーズ指 向は、両方 とも大事で ある。』

11.『R&D中 核体 の本当の中核 は、上 にあ るグラ ン ドプランナーの うちの一員 がヘ ッ ドに

いる とか 、その ようなイメージ にした らどうか と思 う。』
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付属資料2日 本の研究開発のあり方および研究開発モデル案に関する意見

12.『 官民 の役割分担 だが、民間 に実施部隊 を下ろす のが よい と思 う。R&D中 核体 は、企

画運営 な ど基本 的な ことはや るに して も、実際の大 きな ところは民間 にや らせ る。金額

と品質の両 面 で民 間 に競 争 させて や らせ る体制 に した ほ うが、民間の活力 も出て くるの

で はないか と思 う。委託 契約ではな く、請負 で競争 させ るこ とが必要 と思 う。』

13.『 国のや るプロ ジェク トの成果 は、 どこかの社 会 システ ムで テス トベ ッ ドとして実際

に実現 して 、は じめ て成功 とい うこ とになる と思 う。 公の もの として成功 させて、 それ

を業界が標準化 してい くのが、一番 早いので はないか と思 われ る。』
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E社 コ メ ン ト

1.基 本思想 に関 して

1.1情 報産業に対する国家/国 民の認識上の問題

情報産業 に従事 する人 々のR&Dの 危機感 は、国家/国 民 の どれだ けが理解 しているか疑問

であ る。殆 どの人たち に とって、今 回の課題 は一産業 の問題 として しか見 えないので は と思

う。米国 に比べ遅 れてい る産業 は、沢 山あ るはずであ り、なぜ情報 産業 だけ優遇す るのか と

言われ ない ようなシナ リオがない と、国家 レベルの情報産業 のR&D革 新が 出来 ないので は

と感 じる。

例えば、今回の新たなR&Dモ デル案の背景 として挙げられている問題点をどれだけの人が

賛同出来るかがポイントとなる。

(1)キ ャ ッチ アップ型モ デルが1青報技術 の水平展開 によって限界 に到達 。 シーズ指 向で の

目的設定 は多 くの人の コンセ ンサスが得 られ な くなって きた。

一〉 情報産業 やその他 特定の産業の人 たちの個別 問題 と殆 どの人が認識?

(2)各 省庁の縦割的R&D分 野の分担 も時代遅れとなった。

一〉 総論賛成、各論反対(特 に、国家予算が削られる所)

(3)国 民 的ニーズに応 え、省庁 間の連携 を強化 し、経済的波及効 果の大 きなR&Dを 指 向

した、新た なR&Dモ デルの構 築が不可欠 となった。

一〉 総論賛成 か もしれ ないが、情報産業 に特化すれば反対 多い

とにかく、情報産業の国家的重要性を説明出来なければ今回の革新はかなり骨抜きになりか

ねないと認識している。情報産業が米国に遅れると国民全体が大変な事となると言った話(例

えば、将来は情報産業が多 くの人の生活の糧となり、ここでの遅れは失業率の悪化や賃金の

低下をもたらし生活の向上が見込めないなど)に でも持ち込めない限 り、どの国家事業や産

業 も色々問題を抱えており国家予算の既得権の枠を変えるような国家的な大革新は難しい。

例 えば農業保護 に使 う税金の一部 を情 報産業のR&Dに 回すため には、情報 産業のR&D振
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付属資料2日 本の研究開発のあり方および研究開発モデル案に関する意見

興と農業保護で何が違うのかを明快な説明が出来なければ農林省や農業関係者は納得しない。

また、他の産業の人も情報産業だけ優遇すれば反論も出る。

従って、今回の話を強力に推進するには、情報産業の重要性のみならず日本の情報産業その

ものの重要性を国家や国民に広 く説得出来るシナリオが一番重要となる。

米国の情報産業が うま くい くのは、全 世界 的 に見 れば今 一番重 要な課 題で あ り、世界 を リー

ドしたい米 国に とって 、重点投資領域 になっているため と思 う。 日本 は遅れ を取 っている領

域が多 く、 それ らの支援 に税金 を使 い ま くっているのが実情 で情報 産業 にまで余 り手が回 ら

ない。 また、国民 レベ ルで見れば、情 報化 の発達 を望む にせ よ、国 産の情報産業 にこだわ り

はせ ず安 けれ ば米国製 品で も歓迎す る。

『今 回の改善案 を見て気 になったのは、 政策 と戦略 のところ。情報 産業のR&Dの 危機感は国

家や国民 にどれだけ理 解 して もらえ るのか、他 の人 から見 る と一産 業の問題 に感 じられ るの

では ないか と非常 に不 安 を感 じた。 やは り、情報産業が非常 に大事 とい うこ とを、 うま く言

えない とまずい と思 う。 どの国家事業 もいろいろ問題 を抱 えている ので、 ここが うま く言 え

ない と、すで に もらっ ている予算枠 を変 えるのは難 しい。 シナ リオ が非常 に重要 と思 う。国

民 の レベルでいえば、 国産 の情報産業 に こだわ らな くて も、安 くて 良い もの なら米国製でい

い と思 っているか もしれない。』 ・

1.2国 として情報産業 を どうすべ きか

1.1節 と連携す るが 、今 回の検討 で対象 としてい る情報産業のR&Dを 国 と して どこまで

支援 すべ きかが1つ の テーマ となる。

我々の立場か らすれ ばR&D予 算 を1～2桁 増 額すべ きとな るが、 日本 国家 として本 当に ど

こまでや るべ きか も含め、我 々 も冷静 に考 えるべ きと思 う。

『R&D予 算 を1～2桁 増額 すべ きといって も、納得で きる論が展 開で きなければいけない。』

日本 は、弱い所 を強 くし、平均化 しようとい う傾 向が強 いが 、メガ コンペテ ィシ ョン時代 と

なる と、弱 い分野 を切 り捨 ててで も得意分野/将 来世界 レベ ルにな る可 能性 の ある分野 を重

点強化 すべ きとなる。世界各 国は、 自分 の得意分野 を活 か して世界 相手 に国益 を出 し、弱い

分野 は金 を払 って他 国か ら補完 し、 トータル と して豊かな国/社 会 をつ くるべ きであろ う。
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従って、産業振興/R&D支 援等 も、将来世界相手 に益 を出せる可能性のある分野に重点投

資し、弱い分野への産業保護支援は極力抑えるべきであろう。

この観点で、 日本の各 産業 を冷静 に見つめて、情 報産業のR&D支 援 をどうすべ きか検討/

判 断 しなければ、 レベ ルが違 うにせ よ現状の農業 保護 と似 たこ とを情報産業 で言 い出 してい

るように思 われ、一産 業 のエ ゴとして国家/国 民の賛同 を得 られ ない。少な くとも、国に対

する不満や情報産業か ら見 た問題点 をい くら述べ て も国家全体の大 局観のあ る意見具 申が な

ければ国家が動 くとは思 えない。

1.3税 金 に よるR&D支 援 に対す る国家へ の資金 リター ンの仕組 み確立

日本 の国と してのR&D支 援 は、米 国 と異 な り、基礎研究支援 のみ であ り製品化 による儲 け

での資金 リター ンにまでつ なが っていない6も し、R&D支 援が資 金 リターンにまで リンク

すれば、各省庁 も自分 の財 政が豊 か になるため に、 自分 の枠 を越 え て他の省庁 にR&D支 援

や省庁 間連携 もす るよ うに なると考 え られる。 ここまでい くにはか な りの道の りがあ るが、

各省庁や国民の理解 を得 るには、R&D支 援 に税金 を使 うだけでな くR&D支 援の儲 けの リ

ター ンで大半 をまかなえ ることが重 要 になる。

2.実 施形態

2.1上 流

(1)通 産省が 中心 とな り各省庁が納得で きるような国全体の情報 化 グラン ドプラ ンを描 き、

各省 庁か ら情報 産業 のR&D振 興 に向 け今 回検 討のR&Dへ の協 力 を得 るこ とが 重要

(特に、他 の省庁 に とってのメ リ ッ トを明確 化 し、通 産省が リーダシ ップを と り、連携

/調 整 を図るシナ リオの立案 と強力推進 が重要)

(2)現 状は大蔵省が国家予算 を配分する仕組みであり、今回検討結果がうまく機能するよ

う情報化(ソ フ ト産業)時 代に適合 した規制/規 約の緩和や会計制度の柔軟化を推進す

べき

一〉 この たあ には、情報産業の 有識者 だけで な く、 色 々な産業や省庁 関係 の有識者

を集 めて、国の 目標/研 究分野な どを含 めた トー タルプ ランを立案すべ き。

一 付2-18-一



付属資料2日 本の研究開発のあり方および研究開発モデル案に関する意見

ここまで いけば、新 たなR&Dモ デル にある上 流項 目を具体 的に進 めれば良い。

・全体的研究分野の決定

・優先度の調整と予算配分

・省庁間の協力関係/役 割分担 と責任体制の明確化

(3)『 み んな頑張ろ うとい う雰囲気 にす る、み んなで調整 して取 り合 うよ うな大規模 な予

算が あって 、各省が情報化す るため に機動的 に動 くよ うな金 と仕組みが ある と、今 まで

と違 って くるのかな と思 う。金が 少 ししか ない と、取 り合い を して も知 れて いて、情報

化 も進 まない し、馬力 もで ない。

情報 の予算 枠 をとって情報化 は ど うだ とい うよ りも、予算の全部 をプール してお き、そ

こで情報化 のため には どうしたら よいのか を考 えて も らって、 それをみ んな で取 り合 う

ほ うが活性化 につ なが る と思 う。』

(4)『 重要 なのは上 流 であ り、情 報化社 会その もの を考 える とい う視点が あれば、通産省

にはこだわ らない。前 回の案 には 高度情 報社 会推進本 部が なか ったので、通 産省 が主体

になって これ をや らない と、他 省 庁 との合意が得 られ ない感 じが した。 いず れ にして も、

情報産業全体、情報化社会全体 を考 えた グラン ドプランが必 要 と思 う。』

(5)『 今 回提示 の修 正 モデル案 は よくで きてい ると思 うが、高度 情報社会推進本 部は飾 り

物で はな くて、血 を通 わせ た強力 な組織 に しない とい けない。予算要求 だけ では な く、

予算 もここ につけて、各省庁の プ ランはここに挙げる けれ ども、実態 はここ か ら予算 を

直接R&D中 核体 に出すべ きで ある。成果 もここに帰 っ て くる。 そ して、 その成果 を別 の

省庁 に フィー ドバ ックする ような形 に しない と、せ っ か く推進本部 を作 って も生 きない

と思 う。』

2.2中 流

(1)国 レベ ルの戦術 決定 には、上流 で定 めた各研究分野 の有識者 を集めて検討

・諸外 国のR&Dと の競争力比較

・わが国のR&D戦 術

(創 造型/キ ャ ッチア ップ型 、R&Dリ ソース、 インフラ)
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(2)研 究分野 をブ レー クダウンす る段 階で、 プロジェク トマ ネー ジ ャを選定す るの はアイ

デアとして良いが、人選が問題

一〉 研究分 野 に造詣 が深 く/公 正 な立場 で行 動で きる人が必要 だが、今 の 日本で は難

しい 。(一 流 の人 を出 して も らうの も難 しい し、 出て もらえ た として も、 そ の出

身母体へ の貢献が しが らみ とな る)

米 国 の場 合は 、 フリーに動 け る優秀 な人材が 豊富 な ため、プ ロジェ ク トマ ネ ージ

ャ制 度 が うま く機 能 している 一一 日本で もこ の ような人が早 く多 く生 まれる よう

な制 度や文化 をつ くっていかね ばならない。

『人材 につ いて は、権 限 も与 えて処遇 もちゃん とす れ ば、集 まるのではない か。金 を持

たせれば、言 うことも聞 くようになる。』

『他の人 も言 っていて非常 に気 に なるの は、プ ロジェ ク トマネージャ。 ここが非常 に難

しい。研 究 分野 に造詣が深 くて、公正 な立場 で行動 で きる人が必要であ るが 、今 の 日本

ではかな り難 しい と思 う。一流 の 人 を出 して もらうの も難 しい し、出て もらえて も出身

母体 に引 きず られる。 ここの仕組 みは少 しで もすすん でやってい き、 日本で もこの よう

な人が生 まれ る ようにす る。 とにか く一歩 を踏 み出 さない とい けない。』

(3)プ ロ ジェク トマ ネージ ャ制度 が確 立出来た とすれ ば、産学か ら個別研 究 テーーマ を広 く

公募 し、競争原 理/市 場原理 に従い選定 し、 適任のR&D実 施母体 を決定 もし くは設定

し具体 的研究 を開始

(4)個 別研 究テーマ の実施 について は、新 たなR&Dモ デル案 に書かれている ことをす れ

ば良い

・同一 目標テ ーマでのある程度の並行R&D推 進

(オ ープン&コ ンペテテ イブ)

・競争原理/市 場原理でのテーマ成果評価、 テーマの統廃合、テーマ追加

・省庁 間の共 同研 究/国 際共同研 究 の推進

(利害 の一致 や賛 同す る組織 間の人材/資 金 の効率 的活用)

(5)『 中流 の中の戦 術 には、 とにか く各研 究分野の有識者 を集め る ことが必要 であ る。相

互 に合意が 得 られる ところは、世 の 中全体 をよ くす る意味での検討 をきちん とやれば、
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付属資料2日 本の研究開発のあり方および研究開発モデル案に関する意見

いい見解 がで きる とい う感 じがす る。我 が国 と してのR&D戦 略 を踏 まえてや ってい き、

重点項 目につ いては、想像型、キ ャ ッチア ップ型 とい う類いで分 けるとか、 きちん と踏

まえてや る必要が ある。』

2.3下 流

競争原理/市 場原理に従い、新たなR&Dモ デル案 に書かれていることをすれば良い

(1)プ ロ トタイプシステムの試作 と評価

・商品化可能性評価(ユ ーザ となる企業 の応札 と共 同研 究)

・実用化の ための改 良/拡 張(国 による企業化支援)

(2)社 会 システムへ の適用

・実用規模 での試験運用(調 達)

・テス トベ ッ ド、 さらなる技術 開発 の インフラとしての利用

・技術 移転 と商 品化

『プロジェク トの成 果 は、ある選 ばれ た ところ にそれ を導入 して、 後 のメ ンテナ ンスや面倒

をみ る必要が ある。今 の国の予算 は、一度つけて終 わった ら後 は続 かないので、そ うい う も

のはな くして継続す る必 要が ある。』

2.4新 たなR&Dモ デル案 に盛 り込みたい こと

(1)自 由テーマR&D枠 の設定

(国主導 だ けでな く、産学 がアイ デア提 案 した もので、将来性が あ りそ うな らば受け入

れる枠 を多少 な りとも設定)

(2)ベ ンチ ャ企業育成 プログラム(大 々的には無理で も何 らかの配慮 要)

『モ デル案 は 、社会 システム とか社 会 インフラを新 たに構 築 しようとい うときには、 こ

の体制でい ける と思 うが、ベ ンチ ャを育 てた り生み出 す には向かない と思 う。そ うい う

環境 を整 え る とか、仕組み を考 え ない といけ ない。例 えば、大学 や国研 か らはア イデ ィ

アが出て くるので、規則等 を緩和 しない といけない。』

『予算 も大 き くなって法的 に も改善 されれば、ベ ンチ ャを育成で きる可能性 は出 て くる。
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少 ない予算で は、大 きい ところに しか行 か ないので、ベ ンチ ャには回って こない。』

『米 国に行 っ て勉強 して 日本 に戻 っ て きた ら一旗 あげ られ ると した ら、勉 強 して戻 って

くるように なる。 しか し、一旗 あ げるための立 ち上が る社会基盤がないか ら、勉 強 して

も日本 に戻 ってこない。 日本 でベ ンチャが育 たないの は、儲 けられ る場所 が ない。技術

で生 きようとす る と、なかなか儲け る ところが ない。』

(3)情 報 のオープン化

(R&D成 果公 開、公募選定結果 公 開に加 え、中長期 ビジ ョンや公募ス ケジ ュールな ど、

R&Dテ ーマの準備 に必要な情報公 開 も含め てオープ ン化)

2.5そ の他

(1)『 今 回提示 の修 正 モデル案 を見 ると、情 報 に使 ってい るそれ ぞれの予算 をプール して

使い、本 当 に世の中全体が よ くな るとい うシナ リオが 書け るのだった ら、行 けるのかな

とい う感 じがする。』

(2)『 大蔵省 が国家予算 を配分す るこ とで生 じる問題 は、今 回の修正 モデル案 でか な り改

善で きそ う な感 じがする。大蔵省 が ただ分配 している と、 なか なか うま くい か ない。そ

ういうことで、いろいろな産業や 省庁関係 の有識者 を集め て、国の 目標 、研 究分野 など

を含めた トー タル プランを立案すべ きであ る。』

3.最 後 に

後藤先生 も言 ってお られ たように、幕末 と同 じ問題 を抱 えてお り、非常 に根が深 い と思 って

います。幕末 は米 国な どの外圧があったためそれ な りに うま く革新 につなが ったが 、それで

もか な りの時間 と出血 が あった。今 は、大 きな外 圧 もな く誰 も進ん で出血 した くもないので

行革 もうま くいかない。今 回の問題 解決 もこの手の話 の一貫であ り、単純 にいか ない。それ

故、 国 レベルの こととR&Dに 閉 じた こ とを分離 してお きそれぞれ を独 立 に進 め るべ きであ

ろ う。具体 的 には、国 レベルでや るべ きこ との整理 と国へ の意見具 申の展 開 と、前 回の宿題

の検討結果で言われて いる事 を通産省の レベ ルで直せ る ところか ら手 を打 つの2本 立てで進

めるべ きと思い ます。
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付属資料2日 本の研究開発のあり方および研究開発モデル案に関する意見

F社 コ メ ン ト

1.現 状 との比 較 について

(1)会 議 の席で も言い ま したが、現在の システ ムが不 明であ る。

現在 の制度 と運用実体のギ ャップ(本 音 と建前の差)

2.戦 略/戦 術 の領域 について

(1)複 数省庁 に またが る重点テーマにつ いて は(案)の 通 りで可(具 体的 には どこが?)

(2)各 省庁個別 テーマ か ら要素テーマの切 出 し、分担決めな どを どこでや るのか

(3)『 モ デル案 をみ る限 り、下流は別 と して上の方はオープン ・アン ド・コンペテ ィティ

ブにな りに くい ように見 える。R&D中 核体 の機 能や役割 が よ く分 か らない が、プラン

ナーが各省 庁 にいるので、相当強 力 な ものがない と上 の段 階で分かれて しま った とき、

分 かれた ままになるのではないか と思 う。』

(4)『 戦略 を決定す る高度情報社会推進本部の ところに、 グラン ドプランナーみたいな機

能が ない と ダメだ と思 う。 ただ し、 その場合で も国の いろい ろな しが らみで 、出て くる

グラ ン ドプ ランは融通性が ない もの になる可能性 があ る。それ はそれで仕方 が ないのか

もしれないが。』

(5)『 戦略 よ り下の層 では、各層でや るべ きこ とと上下の層 との 関係 をクリアにす ること

が必要 と思 う。や らなければい け ないこ とを実現する ため に、 どうい う分担 でや るのか 、

例 えば、プ ランナーは横通 しの機 能 を持 ってい なけれ ばな らない とい った整 理が必要 な

気がす る。』

(6)『 ニーズ とい う ものは 自動的 に出 て くるのではな く、ニーズ 起 こ し的な もの も必要で

あ る。吸 い上 げでは な く、逆 にニ ーズが ここにあ るのでは ないか とい うよう な集 め方 を

す る必要が あ ると思 う。社会 に必 要 とされてい るもので も、待 っているだけ では出てこ

ない し、 や りたい ことが うまく表 現 され ない。その と き、必要 とされてい る こと、や り

たいこ とをまとめるの も必要 と思 う。』
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3.R&D中 核体 について

(1)R&D中 核体 の機 能、運営 イメー ジの明確 化が必要であ る

特 に、他 の国立研 究所、公試 セ ンターな どとの役割分担の明確化

(2)実 行 ・運営 を横 断的、縦断的かつ専 門にサ ポー トす る部門 を設立 しては どうか

(R&D中 核体の機能 と して もよいが、特 に下流 に行 くほ ど煩 雑 ・輻接 し、混 乱 しない

か)

4.実 行 ・運営領域 について

(1)フ ローが見 えない

R&Dの フェーズ(基 礎研究、…、商品化研究)と 事業化の流れが見 えに くい

米 国的 なフロー図 をつ けては どうか

(2)シ ー ズ プ ー ルの 作 り方

(3)ベ ンチ ャー育成 の具体 的イメー ジは?

(4)『 極端 なことを言 うと、実行 ・運営 以下 につ いては少 々組織 の問題が あるに して も例

えば予算 が つけば、かな り解決で きるところが ある。 ところが、上 の方 は、 そ うはいか

ない。上の方は、仕組 みが非常 に重要だ と思 う。』

5.そ の他

(1)『 新 しい モデル案 の中の人材 について 言 えば、100%を 期待 で きな くて も、あ る程 度

でスター トしない と、いつ まで た って も何 も出 てこな いので はないか。先ず は、ス ター

トす ることが必要 と思 う。』

(2)『 下流の方 につ いて言 えば、 い ままで のいろいろな問題点 とか課題 を、で きるだ け効

率 よく解決 す る方策 を考 えてお くこ とが必要 だが、基 本 的 には、予算の問題 が一番大 き

い気が す る。ゲ ーム ソフ トで も数 億か ら2桁 かけ ることを考 える と、政府支援 が金額 的

に非常 に少 ない と感 じる。』
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付属資料2日 本の研究開発のあり方および研究開発モデル案に関する意見

G社 コメ ン ト

1.SWのR&Dで は 、意思 決定の階層構 造が深 ければ深いほ ど開発 ス ピー ドが遅 くなる。

開発 され た成 果の質 が達成 時期の早 さで決 まるス ピー ド重視 の現 代 で は、実質的 な構

造 は出来 る限 りフラッ トにす ることが望 ましい。

(1)政 策 を戦略 に反映す るのは 「10年 に一度」の タイ ミング

(2)戦 略 を戦術 にブ レー クダウンするのは 「5年 に一度」

(3)戦 術 を実行案 に落 とすのは 「2年 に一度」

(4)実 行 レベルでは 、専門のR&D管 理者 と研 究者の 間で、 日/週/月 レベルの討議

/フ ォロー実施

『この よ うに書いた理 由 は、縦の政策か ら企業化 レベ ルまで各段 階が どんな頻度 で起

こるか、 定義す る必 要があ るので はないか と思 ったため。政 策か ら実行 ・運 営 まで頻

繁 に指示 が出ていて、それ に対 し下か らレポー トが出 て、そ れか ら意思決定 す るので

は遅 くなる。権 限 を下 に委 譲す ることが必要 と思 う。』

2.従 来の仕組では、 戦略→戦術 の段階で 日本 的 しが らみ を色濃 く反映 した審議 が行 われた

結果、従来の枠組 み内でのテーマ設定/Pj評 価 になっていた。

思い切 った 「新 しい血 の導入」 によ り、 カルチ ャー変革 をね らう必要があ る。

(1)テ ーマ選定委員会委員の半数を欧米を中心としたSW有 識者で占める委員会を作 る。

『新 モデル案 が うま くい くか どうかは 、グラ ン ドプラ ンナー 、プラ ンナー、マネ ージャの

力量 に左 右 される。特 にプ ランナーが省益代 表では、各省庁連 携 とい って も、しが らみが

残 って くるのではないか。 その意味 で、文 化 を変 える ような テーマや提案 な り、成果の

評価 のた め に、異 なった血 を導入 した らど うか と思 う。 それが少数意見 にな らないよう

に、半数位 に してみる 。全部 をそ うす るので はな く、5年 に一度位 の テーマ提 案の タ イ

ミングで一 つの例 をや ってみ て、そ うで ないテーマ と比較 す るの も二 つ の実験 と思 う。』

(2)年 齢層を若返らせた選定委員会を作る。

『若年層 に した ら、テ ーマ選定の意識が変 わって くるか も しれない。』
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(3)日 本のステー タスア ップに よる 「間接的国益 向上」 を評価 関数 とする。

『評価関数 をどの くらい事 業化 されたか、例 えば金額 ベ ースではな く、 日本 のステー タ

ス アップに どの くらい貢献 したか とい うようなこ とで も評価す る姿勢が必要 と思 う。い

くつかの評 価関数 を設けて、その 中で どの方式 を とる と独創 的、創造 的成果 が出るか と

い うのを トライ してみる必 要があるか もしれ ない。』

3.省 庁縦割 り行 政か らの脱皮:戦 術検討 チームは、一定期 間省庁 出向のメ ンバー による特

命組織 とす る。

『プランナ ーが各省庁所属であ る限 り、 どう して も省 益 を代 表 して しまう可 能性があ る

ので、一定 期 間出向 して プラ ンナ ーの集団 を作 り、プ ランナーは誰か に業績 評価 して も

らえばよい のでは。業績評価 をされる立場 としては、必 ず しも一つの省庁 に所属 しない

とい うようなルールを作 らない と、省益代 表か ら脱 しきれ ない とい う気がす る。』

4.人 材の確保:SW先 進国への官/民 研究者の留学制度充実

NIH類 似の 「国際的に権威のあるサロン」造り

『人材 の確保 で は、時間がかか るが、 ソフ トウェア先 進 国 に官や民 の研究者 を国の費用

を使 って留学 す る制度 を作 るのは ど うか。 かな り大量 に送 り込 む ことを、10年20年 継続

してやる必 要があ る。それか らソ フ トウェア面 でステ ー タスあ る組織 を日本 の 中に作 る。

そ んな仕組み も、人材確保 の一方法 として、 あるので はないか と思 う。』

『人材 として は、企業OBと い う、R&Dノ ウハ ウを持 ってい る人が無 駄 になっ てい る可

能性があるので、 そ うい う人 を どこかの レベルで使 えないか と思 う。』

『新 モデル案 は、プ ランナーが連 携 して良 く見 えるが 、誰が やるのだろ うとい うのが難

しい。おそ ら く、共 同プラ ンを作 る くらい までは、や る と思 うが。』

5.企 業化 には国の関与不 要。標準化 の加速/推 進 な ど、企業化 の し易 い環境づ くりに徹 す

る方が 良い。

『企業化支 援 とい うの は、国がや るべ きではない と思 う。国は、直接 支援 す るのではな

く、環境作 りを して ほ しい。例 えば、標準化 とか、その類 の間接 的な環境 と思 う。』
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6.人 材の育成

『グ ラン ドプランナーには政治力 と構想力の両方が必 要で、 この人材 をい か に育てるか

が 問題で あ る。 プラ ンナーやマ ネ ージャ も育成が必要 で、そ こに投資す る金 は、そんな

に惜 し くない金額で はないか と思 う。』

『トップ ラ ンナーの研究 テーマ を構想す る人材 の育成 が必要 で、 グラン ドプ ラ ンナーは

10年 もつ ように最初 にプラ ンを設定 しなければならない。』

『グラン ドプ ランナーの構想力 は 重要で、例 えば、家 庭情報化 な どとい うテ ーマで家庭

の中だけ を見 ていた ら、小 さな ビ ジネスになって しま うが、 家庭 と社会制度 の関係 とい

う設定で、社会制度 のほ うか ら標 準化 とか制度化 を進 め て、それ を家庭 に持 って きた ら

大 きい ビジネスになる可能性が ある。それ は、 グラン ドプラ ンナーの力量次 第である。』

7.『 評価 については、成果 で評価 する とい うのは、実行 ・運営 レベルの レイヤに限定 して、

その中でや るべ き話 かな と思 った 。戦略や戦略 レベルで の評価 は、税金還元 で考 える と

い うのが、本来 のあ り方 と思 う。』

8.『 日本 の ソフ トウェア レベルが劣 っている とか、遅 れている、 も しくはR&Dを 振興 しな

けれ ばいけ ない とい う問題 意識 を把握す るための一種 のシ ンクタ ンク的組織 が必要なの

では ないか 。今 の省庁 のなかの組 織で済 ますのではな く、 もっと積極的 にや る必要があ

るとい う気がす る。』

9.『 支援 の仕方 を誤 る と、弱 きを助 け ようとして しまう。 ビジネ スの本質 と して、強い も

のは生 き残 るので、強 きを間接 的 に支援す るような仕 組み は重 要だ と思 うが 、弱 きを助

け る仕 組み は リスキーで、高度 な 科学技術 を振興す る ような もの に限定 した ほ うが よい

のでは ないか と思 う。』

10.『 モデル につい ては、 ドイツを調べ てみたらどうか。 ドイ ツは文部省 、科技庁、郵政

省 、通産省 的な ものが一 つある。 ドイツは一本 ロジカ ルに筋 が通 った構造 に なっていた

と思 う。』

11.『 新 モデル案 に、 ソフ トウェアの研究 開発独 自の仕組みが 入 ってい るのか どうか。 ソ

フ トウェアの特性 を生 か した ような研究の仕組み はどこに入 るの かな と思 う。』
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米国における政府系研究予算の戦略的決定 ・執行体制

第1章 国家 レベルのR&D戦 略概論

1.1内 容 と意味合 い

「国家 のR&D戦 略」 と は、(1)自 国の リソース を活用 しつつ、(2)世 界 の リー ダーシ ップ を

取 り、(3)国 民 の福祉及 び学術 ・産業の発 展 に貢献 す るよう な新 たな科学 ・技 術 の価値 を創

造す る、 とい う3つ の事柄 を、永続的 に維持 す るため の統合 された施策 と言 え る。 この場合、

どの程度 「戦略的」で あるか は、6つ の軸か ら考え る必 要がある。即 ち、(1)方 向性(世 の 中

の動 きを的確 に先取 りす る)、(2)投 資 バ ランス(小 リス クな もの 、ハ イ リス ク ・ハ イ リタ

ーンな ものが ポ ー トフ ォリオ と して組 まれている)
、(3)フ ァ ン ド量(過 大 で も不足 で もな

い)、(4)内 容 の理 解(科 学 特有の意外 性 やシナジ ー を理解す る)、(5)対 応 の ダイナ ミクス

(重要 な外部 条件 の変 化 には対 応す る)、(6)成 果(あ る程 度の失敗 、 ヒ ッ トと少数 の ホー

ム ランが ある)と い う軸で ある。 この戦略 的 アプローチは、技術 の不連続 ジャンプが起 こる

際に、特 に重要 とな る。

米 国にお け る産業力 と国家R&D戦 略 の関連の 構造 には、源流 に国家予算 によって作 られ

た技術 シーズ を含 む もの と、そ うでな く、 民間企 業の努力のみで完成 された もの に分類 され
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る。前者 につ いては、 これ までDOD、DARPA関 連 のR&Dプ ロジェク トと して半導体開発、

計算機 開発 、SDI、 又NASAで はア ポロ計 画、ス ペース シャ トル計画 な ど、又、DOEで は原

発 や核融合 開発 な ど、又NSFで はSSC(SuperconductingSuperCollider)な ど、又NIHで は ヒ トゲ

ノム計画 な ど多 くの例が実施 されて きた。研究 その もの、及びその関連づ けに よる広が りに

起因 する長期 的成長 を考 えると、現在 の米 国産業 の根源 には、大 きなR&Dの 国 家投資が 存

在す る。例 えば近年の イ ンターネ ッ トブー ム を考 える と、 コンピュー タの源流 は第二次大戦

時のENIACや 半導体 開発、 そ してアポ ロ計 画 にお けるIC開 発支援が あ り、又 グラ フィックユ

ーザー インター フェース(GUI)技 術 や ネ ッ トワー ク技 術 も冷戦 時 のDARPAの プロ ジェク

トに起因す る(下 図参照)。
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この ように米 国にお いて はR&D国 家投 資か ら ビッグヒ ッ トは多 いが 、効 率 に関 しては無

駄 な軍事使用 や過大 スペ ックの ものが多か ったため 、戦略的 とは言 えない。

国家 がR&D投 資 を行 う場合、 その意義 と位 置づ けは重要であ る。大分類 と して、(1)広 義

な公 共ニーズ に答 える ため、又 は、(2)産 業 振興 のた め と、 目的 は分類 され る。 さ らに分類

す る と、(1.1)純粋公共型(惑 星探査 な ど)、(1.2)産 業展 開 も狙 った公 共型(半 導体、脳研 究)、

(2.1)キ ャ ッチ ア ップ型(SEMATECH)、(22)世 界 一 の産業力推 進型(NII、HPCCな ど)に

分類 され る。(次 頁上図参照)
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旦墜1位 並集住
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な し

1.1産 業展開なし

(純粋公共型}

一

'

　鑑 幽
1.広 義な公共ニーズに

答えるため

一一

一

一 1.2産 業展開も狙う
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s

一
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(キャッチアップ型

一 2産 業振興のため }

Z2世 界悦.1の 産業力
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(舟.1推 進型}

一

惑星探査

素粒子

ARPAtYET

軍用GUI

軍事用計算機

半導体開発
脳研究
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日本 のLSI計 画
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』

余裕に応じて
行うロマン

の えない さ
良 い 点 は残 し、

幸 運 を必 然 化 す べ し

戦 略 的 に 最 も

注 力 す べ し
(遺伝子や核融合研究
のための計算機晩発など
多くの新たなアイデアが
まだある}

厳 密 に は 戦 略

で はな い

多少重要だが、晦.1に

な るために他に多くの

やるべきことがある

この4つ の中で は、 もし国家R&D戦 略 を、 「民 間が手 を出 さない、 しか し国が産業 振興 を

長期 的 に支援 す る 目的」 に仮 に合致 させ る場合 は、(1.2)の産業展 開可能 な公共型 に焦点 を合

わす ことが 好 ま しい。即 ち、大義名分 と して病気 治療 や地震対 策、エ ネルギー危機 回避 な ど

の大 目的の もと、 これ までの ような狭 いテ ーマの取 り上 げ方 だけで な く、計算機 やネ ッ!ワ

ー ク研 究 も取 り入 れるな ど、広 く相互作用 のあ る取 り組み方が好 ま しい。例 えば、 日本 で も

数10年 前 に 「地震 に よって電話 ネ ッ トワー クが破壊 されて も連絡 を取 り得 るiン ピュニ タ通

信 による対 災害 ネ ッ トワークの研 究」 や、 核融合研 究の中か ぢ、 「粒子 シ ミュ レー シ ョンや

3次元 ナ ビエ ・ス トーク ス方程式計算 実行 のための スーパ ー ・パ ラ レル ・コ.;/ビュー タの研

究」 などの アイデア もあ り得 たはずであ'る。 も し、体制 的にその よ うなこ とが進 め られてい

たな らば、今 日の米 国圧倒優位の インター ネ ッ トや コンピュー タの産業構造 は、大 き く変 わ

っていた可 能性 はある。

さらに付加すると、米国においては当時は産業応用を考えてはいなかったカ㌻ その後予想

外 に産業展 開が な された とい う 「(1.1.2)予想外 の産 業展 開型」 もある。 例 えば、軍用計算機

や軍用GUIで あ る。 これ らは一見偶 然ではあ るが 、 日本が よ り戦略 的に対 応す るため
,には、

将来 をよ く読 んで、前記 の例 の よ うに(1.1.2)のテーマ を極力(1.2)の テーマに織 り込んでい く

努力 が必要 であ る。(た だ し、成果は(戦 略性)と(実 行力)の 積 で決定 されるため、同時

に実行力 の強化 ももちろん重要 となる。)
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的確 に先見性 を持 って、研究分野 を特 定 す るこ とには、広 く深い理解 とセ ンスが求 め られ

る。例 えばARPA局 長 は、1962年 の段 階で グラフ ィックに よるマ ン ・マ シー ン ・イ ンター フ

ェースの重要性 を認識 し、非本流の研 究者 をキ ーパ ー ソンに抜擢 した。 この とき、研 究者の

仮説が国家 目標 の1つ に変 わ り、後の大 きな研 究の うね りの源流が生 まれた。 リッ クライダ

ーが大 きな予算 と権 限の もと大胆 な施策 を打 ち、 それが人材供給 を実現 し、 さらにい くつか

の大成功 を生 んだ ことは、極め て示唆的で あ る。又、 ファン ドを戦略 的に行 う場合 は、各研

究 には競争 に勝 つためには、資金、人材 、 能力 にク リテ ィカル ・マス(臨 界量)が ある こと

を認識すべ きである。平等主義 に よって、 結局全 プロジェク ト打 ち死 にの こともあれば、少

数プロジェク トに絞 って、い くつかで成功 を治 め られるこ ともある。米 国では後者 に極端 に

ふれてお り、計 画途 中の シャッ トダウ ンもしば しばあ りうる(SSCな ど)。 日本 は同 じこ と

はで きないが、あ る程度 、 クリテ ィカル ・マ スの思想 を取 り入れ ることは必 要であろ う。

1.2運 営 の し くみ

国家 レベル、特 に新た な方向性 を打 ち出す場合 は、政治 レベルでの リー ダーシ ップのみ な

らず 、産業界や学界 との連携 、即 ち同 じ目標、 マ ッチ した利害 関係 に基づ く協 力体制が求 め

られ る。例 えばNII(NationalInformationilfrastmcture)に おいては、1991年IT分 野 の ロビイン

グ ・グループCSPP(ComputerSystemsPolicyProject)の ロビイングと提案が トリガー となって

い る。内容 は全米 をデジタル回線 でネ ッ トワー ク化 し、マルチメデ ィア情報 の ダイナ ミック

な流通 による コミュニケー シ ョン革命 を起 こす とい う概 念であ った。 それ に伴 い、学会 か ら

HPCCの アピール及 びグラン ド・チ ャレンジの提 案が あ り、 まず1991年12月 に、 ゴア上 院議

員の主導で、HPCC法 が作 られた。 こ こにおいて5年 間で29億 ドル投 入す るとい うこ とが保証

され たわけで ある。 よ って、 まず、R&D資 金 の保証 の観点か ら、ロ ビイ ングが カギであ る

ことが明確 で ある。 ただ し、 ロビイ ングの詳細 内容や メカニズ ムは不 明で あ る。 この流 れ を

うけてク リン トン政権 誕生後、1992年6月 に政 府主導 のNI構 想が誕生 した。 しか し、その後

政府 の関与 は 自由競争 に反す るため排 除す べ しとの世論が強 くなった結果 、1993年 には クリ

ン トン政権 は改め て民 間主導のNII構 想(5原 則)を 発表 した。

このMIの 例、及 び、1946年 に初 め て米 国でベ ンチ ャーキ ャピタルであ るARD社 が誕生 し

た際のプロセスか らもわか るように、重 要 な新 たな試 みが世の 中に生 まれ るため には、ハ イ

レベルの発案者 、産業界、学界権威 か らの 支援 、 産業界 か らの参加者が三位 一体 となって活

動す ることが必要条件 である。

なお、NIIは 実 際 に予算 をR&Dを 通 して施行 す るHPCC(HighPerformanceComputerand

Communications)と 、主 として調整 を行 うmTF(lnformationlnfrastructureTaskForce)カ ・ら構

成 され、要はR&D遂 行 と産業界 にお ける条件整備 によって 、米 国の この分野 の競争力 を世
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界一 にす ることを狙 い と してい る。IrrFは 、電気通信情報 庁 を介 したい くつかの委員 会や 作

業部会 と、NII諮 問委 員会 か ら成 り、いずれ も民 間企業 の キーパ ーソ ンを参画 させて民間投

資 の促進 と、スムースな条件 整備 の実現 を計画 して いる。又 、1993年 以降、 「競 争力」と「省

庁 間 を超 えた協力」 をうた った法案が次 々 に提 出 され、国家全 体 として規制緩和等 による間

接 的産業活動支援 の効果 を最大化 しようとしている。

第2章 米国国家 レベルのR&D戦 略のファンデ ィング ・システム

米 国政府 の研 究案件 選択 と出資 の仕組 み は、 トップダウ ンの 「環境創造」及 び 「テーマ設

定」 とボ トムア ップの 「アイデア創 出」 の流れが存在 し、その 中間に各省庁が存在す る。

2.1イ ニ シアテ ィ ブ ・レベ ル の フ ァ ンデ ィン グ ・システ ム

政 策 の大 きな方 向性 が 打 ち出 され る と、 それ は大 統 領 直 近 の 機 関 を通 じて よ り具 体 的 な テ

ー マ 領 域 と な り
、 各 省 庁 との 調 整 を通 じ て個 々 の 研 究 テ ーマ ま で影 響 を及 ぼ す 。 こ の 際 に

Non-Federa1セ ク タ ー か らの 意 見 を 政 策 に積 極 的 に取 り組 む配 慮 を して い る。NSTC(National

ScienceandTechnologyCouncil)が 各 省 庁 との 調整 、PCAST(PresidentsCommitteeofAdvisorson

ScienceandTechnology)カWon-Federa1セ ク ター か らの 意見 の取 り込 み を担 って い る。 大 統 領

の強 力 な政 策 イ ニ シ アテ ィ ブ とNSTCとPCASTの 存 在 が イ ニ シ ア テ ィブ ・レベ ル ・フ ァ ンデ

ィ ン グ ・シ ス テ ムで の 特 長 と言 え る 。PCASTは19人 の メ ンバ ー で 構 成 さ れ る 。 内1人 は

OSTP(OfficeofScienceofT㏄ ㎞ologyPolicy)の トップ で大 統 領 へ の フ ィー ドバ ック お よび コー

チ ェ ア マ ンの役 割 を担 って い る。 残 りの18人 は全 て大 統 領 に指 名 され たnon-Federalセ ク ター

の人 材 で あ る。 い ず れ もす ぐれ た実 績 を も ち、米 国科 学 、技 術 の広 い領 域 をカバ ー した構 成

とな って い る。1997年 に は5回 の ミー テ ィ ングが予 定 され て い る 。 この ミー テ ィ ン グ を通 し

て プ ラ イベ ー トセ ク ター の 意 見 を政 策 に 出来 る 限 り反 映 させ る よ うOSTPの ヘ ッ ドを通 して 、

又 は大 統 領 に直 接 フ ィー ドバ ック を与 え る。 またNSTCに 対 して も積 極 的 に ア ドバ イ スす る 。

96年 に は2回 の全 員 出 席 の ミー テ ィ ング を4月 、9月 に 開催 し3冊 の レポ ー トを大 統 領 に提 出 し

た。 ミー テ ィ ング内容 はFederalR&D予 算 の 優先 順 位 、NSTCイ ニ シ ア テ ィブの 進 捗 、 政 府 、

大 学 協 力 に つ い て の キ ー イ シ ュ ー 、 国際 的 にR&D協 力 を進 め る た めO問 題 点 等 。NSTCは

VirtUalAgencyと して各 省 庁 のR&D投 資 を省 庁 のmissionに だ け で な く国家 目標 へ 最 終 的 に貢

献 す る よ うに コ ーデ ィネ イ ト、 ガ イ ドす る役 割 を担 って い る。NSTCは 、 科 学 、 技 術 政 策 の

省 庁 間の 調 整 を行 う閣議 レベ ル の協 議 会 で あ り、チ ェ アマ ンは 大 統 領 が 務 め る。 また、 調 整

す る対 象 の レベ ル に応 じて コ ミ ッ テ ィー、 ワ ー キ ング グル ー プ と階 層 が あ る。'93年11月23
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日に設立 されてか ら約3年 間で省 庁 間での科学 、技術方針調 整 をす る とい う目的の もと に、

多 くの実績 を残 した。 また効 率 的な研 究投資 のためにDOE、DOD、NASAの 研究所 をレビュ

ー しコス ト削減 と効率 向上 に成功 した。

◆HPCCの 例

(体 制)1991年 にス ター トしたHPCC計 画 は96年 秋 に期 限 が 終 わ り、見 直 しが行 わ れ た が 、

positiveな 評 価 の う ち、 延 長 が 決 定 した。 そ の背 景 に は、 情 報 産 業 が 省 庁 間 をこ え た広 い 分

野 にお い て イ ンパ ク トの大 きな もの と な って い る とい う認 識 が 強 い。 当初 の5年 間の計 画 が

終 了 し、1997年 か らのCIC組 織 で は、In'Fと の 関与 が な くな り、FederalNetworkCounci1、

ApplicationCouncilが 増 設 され た(下 図 参 照)。

CICOrganizationStructure
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pmlee7よlＬts〈 なったもの ⇔ 伽 ぷ ㌫ 二 』1パ ㌦ 詞 』pa1997よ りStaさ れたもの

Cartnitt6eαn㎞t副Sclave

お ほお り　ト 　　の セパ セぱロ　　 ゆ 　じ　

㎞ltteeonTeCtnol㎎lca1`㎜tlon*=Mlti(malCbordimaLtionorfio●
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㎞ 噸on陶 迦 』r晦
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CCICはCIC(旧HPCC)プ ロ グ ラ ム全 体 を、 省 庁 間 を調 整 しつ つ ま とめ る機 関で あ る 。

CCICは デ ィ レク ター ク ラス の メ ン バ ー か ら構 成 され る。 そ の半 数 はPh.D.ホ ル ダー で あ る 。

NCOは 、 多 くの事 務 的 プ ロ グ ラ ム を運 営 し、CCIC、Congressと の 調 整 を行 う。CICR&Dサ

ブ コ ミ ッテ ィー は、5つ の研 究 プ ロ グ ラム を直 接 運 営 す る、 最 も実 効 的 な事 務 部 門 で あ る 。

(戦略)こ れ までの成果 をふ まえ、 グ ラン ドチャ レンジ、 ナシ ョナルチ ャレンジの分野 を、

よ り発展 させたプログラムが ス ター トされた(次 頁上図参照)。
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ウ96ま で のPCA 成果

コンビ ■一夕

朽 トワーク
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又 、現状 よ り2ケ タ～3ケ タ高 い レベルの 目標 を設定 し、現状 やや 夢 と思 われてい るサー ビ

ス を現 実化 す るた めのCatalystと して の プロジ三 ク トが 「次 世代 イ ン ターネ ッ ト計 画」であ

る。HPCCと しての予 算 は ここ3年 、ほぼ横 ばいであ る。Agencyと して は、DARPAが 、又、

プログラム と してはHECCが 最大の予算 を得ている(下 図参 照)。

予算内訳α)

FY1996 FY1997

100elo=

ARPP
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NASP
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他

G亟)(NREN)(亙)⊂ 亟⊃(亟)TOTAL

100010=

蜘PA
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bOE

NASA・

盟
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CICに おいては、研 究成果 をアカ デ ミアの レベル に留 めず、商用化す る ことを重要 な方針

の一つ としているこ とに注意すべ きで ある(下 図参照)。

RelatedFederalProrams

PureScience

Maturity

Commercial

Product

CICの プロ ジェク トにおけ る特徴 は、 計算すべ き研究 と計算機 の 開発研究 の2者 を統 合 し、

全 国的 に強力 な計 算施設 を省庁 間 を超 えた予算 で運営 している ことであ る。その際のポ イン

トは、相互理解、高い 目標 、運 営費の予算化 であ る。

◆SNDR(SubcommitteeonNaturalDisasterReduction)

米 国 で は 、1992年8月 ～1995年12月 の 間 に平均 で10億 ドル/週 の 自然 災 害 に よる被 害 が で て

い る。 自 然災 害 に抵 抗 力 の あ る社 会 を築 き上 げ な くて は な ら な い 。 そ の 為 に は大 きな3つ の

方 針 変 更 の必 要が あ る。3項 目 とは 、NationalRiskAssessment、IntegratedNatUralDisaster

MitigationinformationNetwork、 及 びComprehensiveHazard-SpecificProgr㎜ で あ る。Natural

DisasterReductionProgramの ケ ー ス で はNSTCの 組 織 は下 図 の よ うに な って お り、 自然 災 害 に

よる被 害 を減 少 させ る た め の研 究 、戦 略 、 実 行 計 画 の19省 庁 に ま たが る戦 略 的 調 整 を 目的 と

して い る(次 頁上 図参 照)。
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SNDRはCommitteeonEnvironmentandNaturalResources(CENR)ヘ レ ポ ー テ ィ ン グす る10サ

ブ コ ミテ ィ ー の 内の1つ で あ る。
'e

2.2 省庁 レベルの ファンデ ィング ・システム

こ こで はDARPA、NASA、DOE、NSFを 対 象 と して取 り上 げ る。

4省 庁 の研 究 は、各 々の使命 とファンデ ィング分野 を通 してVそ .れそれの特徴 あ る役 割 を

果 た してい る(下 図参 照)。
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ITR&Dフ ァンデ ィングの配分の運営過程 に対 す る 「使命」 と 「ファンディング分野」の

影響 は、下記の よ うな枠組み によって評 価 する こ とがで きる。 プログラムの方向づ けに対す

る外部 か らのイ ンプ ッ トは、 各 々の省 庁 に とって極め て重要であ る。ただ し、DARPAに お

いてはこのイ ンプ ッ トは、 プログラム ・マ ネー ジャ自身によって強 く補 われ る。すべ ての省

庁 は、常 に研究者 の コミュニテ ィーを巻 き込みつつ、 ボ トムア ップと トップ ダウ ンを合 わせ

たアプローチ によって、プログラムの方向 づけ を最終 的に決定す る。 しか し、予算 配分 の方

向の内部の メカニズムは省庁 に よって異 なる。NSFは 安定 した予算 配分 を行 うが 、DARPA

はオープンに競合 させ る。結局 の ところ、 多 くの チ ャネルか ら、研 究社会 に対 して研 究予 算

配分 の知 らせがア ナ ウンス される。DARPAの プロ ジ ェク ト採 択 において は、初 期 に見 込み

薄の候補 を落 とし、残 ったプロポーザ ルに対 しプロ グラム ・マネージャの要求 に合わせ、 よ

り詳 しい検討 を行 う(約2ヶ 月)(下 図参照)。
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NSFに おい ては、 ピア ・レビュー を行 うため 、プ ロジ ェ ク トの採 択の決定 に6ヶ 月か げる

(次頁上図参照)。
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同様 に、DOEに おいて も、パ ネル ・レビューを行 うため、プ ロジェク ト選 定の決定 に半年

が必要 とな る)。

プログ ラムの有効性 を最大限引 き出すた めに、各省庁の プログラム ・マ ネージャは、 リス

ク/ベネ フ ィ ッ トを総合的 に判 断 して、 プ ロジェ ク トを選定 す る。 プ ロジェク ト選定 の条 件

は、各省庁 の使 命 とフ ァンディング ・シス テムにおける活動領域 に密接 に関与 している。 プ

ロジェ ク トの管 理 におい て、NSFは 最 も柔軟性 が あるが、 一方DARPAは 進歩 が測定可 能 な

対 象 を設定す るこ とに重点 を置 く。 プロジ ェク ト採択 におい て、DARPAは 、プ ロ グラム ・

マ ネー ジャに権限 が集 中す るが、NSFは リサーチ ・コミュニテ ィーの ピア ・レビュー に依存

す る。NASA、DOEは その 中間であ る。結果 的 に、DARPAは 技術 面 で もマ ネー ジ面 で も優

秀であ るプログラ ム ・マネージャを求めてい る。NSFに お けるプロ グラム ・マネー ジャには、

優れ た企 画 スキル 、NSFの 広 い使命への理解 を持 った、優 れた科学者 であ ることが求め られ

る。DOEに お いては、プログ ラム ・マ ネージャは各専門分野 に集 中 し、 自身の成功体験 と失

敗体験 の両者 を持 つ ことが求め られる。'

2.3プ ロ ジ 主 ク ト ・レベ ル の ファ ンデ ィン グ ・シ ステ ム

すべての省庁 は、公式 の手続 きに入 る前 に、 プログラム ・マネー ジャと積極 的 な対 応 を取

るこ とが重要 である と強調 している。競争 状況、研 究 目的、プ ロジ ェク トの企 画 について、

効率的 にコ ミュニケー トす ることが フ ァツ ドを得 るための カギであ る。 プロジェク ト実行段

階 において も、プ ログラム ・マネージャ と コミュニケニ シ ョンを維持 し、 プログラムの 目的

を達成す るこ とを理解 させ ることが重要で ある。 ネ ッ トビル ・プロジェク トにおいて は、研

究者達 は分散処理 システム、ア カウンテ ィ ングの安全保障、デ ジタル ・ライブラリ制御 へ の

アクセス に関する論点 を明 らか にした。NSFは 、1994年 か ら1997年 にかけて、 カー ネギーメ
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ロ ン大 学 の ネ ッ トビル ・プ ロジ ェ ク トの デ ジ タ ル ・ライ ブ ラ リ ・イニ シア テ ィブ に資 金援 助

を行 っ た。 プ リ ンス トン大 にお け る100Gps光 ネ ッ トワー ク ・プ ロ ジェ ク トで は 、実 時 間 ル ー

テ ィ ング制御 に よ る全光ATMネ ッ トワ ー クの 設 計 が な され てお り、DARPAは3年 に わ た りプ

リ ンス トンの 光LANプ ロ ジ ェ ク トに資 金援 助 を行 っ た。

第3章 米国R&D戦 略の ファンデ ィング ・システムの要点

米 国のフ ァンデ ィング ・システムの分析結果 をふ まえ、ADLは システムが オー プン&コ ン

ペテ ィテ ィブかつ健 康的であるための要点 を同定 した。その要点 はファンデ ィング ・システ

ムの レベル(イ ニ シアテ ィブ、省庁、 プロ ジェク ト ・レベ ル)に よって異 な り、又 、省庁 固

有 の位置づけや使 命 によって も異 なる。

3.1イ ニ シア テ ィ ブ ・レベ ル

イニシアテ ィブ ・レベルでは、連邦省庁 間で のパー トナーシ ップ と学界 と産業界 による強

力 な巻 き込みが 重要であ る。NSTCとPCASTは この 目的のた めに設立 された。PCASTは 、米

国民 間企業の 見通 しが 、R&Dの 政策決定 プ ロセス に反映 され るこ とを補償 す る もので あ る。

NSTCは 大統領が主催す る国会 レベルの評議会 であ り、大統 領が連邦政府 をまたが って科学、

宇宙 、技 術政策 の調整 を行 うための主要 な ものであ る。調整 にはNSTC、 コ ミッテ ィー、サ

ブコミ ッテイ ー、 ワーキング ・グループの4つ の レベ ルが ある。

3.2省 庁 レベ ル

省庁 レベ ルのフ ァンディング ・システム はプ ログラム ・マ ネージャの質 に強 く依存す る。

プログラム ・マ ネージャには、多 くの異 な るスキ ル と高い レベルの資質が求 め られ る。プ ロ

グラム ・マネージャには、役割 にあ った、 時代 に遅れ ない訓練 プログラムが用意 されてい る。

プログラム ・マネージャは、 目標 を設定 しプロジェク トを選択す るために、各 プ ログラム分

野 に強い関与 を持 たねばな らない。関与 の 内容 は各省庁で異 なる。各省庁 に よって関与 レベ

ルが異 なる ことは、フ ァ ン ドの 目的 とR&Dの フェー ズが異 なるか らである。DARPAは よ り

スペ シフィ ッ、クな 開発寄 りの目標 に、又、NSFは よ り教育的 で研 究寄 りの 目標 を設定す る。

プログラム ・マネージ ャは、 プロジェク トの選定 にあた り、 ポー トフ ォリオ ・マ ネジメン ト

の方法 を活用 する。 その結果、有名で ない研 究者 に よる リスキーで イノベーテ ィブなプロポ

ーザ ルにも採用 されるチ ャンスが ある
。 プ ログラム ・マネージ ャが完全であ るこ とはあ りえ
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ないため、本人の仕事 内容 は次の任期 の人 にチェ ック され る。 これは、 プログラム ・マ ネー

ジ ャが強力 な権力 を持つ場合、非常 に重要 である。プロポーザ ルが、一度採択 される と、 レ

ビュー結果の内容が 、各省庁か ら得 られ る。 この フィ'一ドバ ックのルールが、 レビュー を透

明な ものにす るこ とに大 き く寄与す る。

3.3プ ロ ジ ェ ク ト ・レベ ル

プロジェク ト ・マネー ジャに求 め られるスキル は、技術 的専 門性のみ ならず、 アン トレプ

レナ ーシ ップ で もある 。R&Dプ ロ ジェク トを運営す ることは 、ベ ンチ ャー ビジ ネス を運 営

する ことに似 てい る。例 えば、ス タンフォー ド大学 は大学 の学部 メ ンバ ーにア ン トレプ レナ

ーである ことを奨励 してい る。各 メ ンバ ー は自 らフ ァン ドを得 、そ してそれ を広 げてい く必

要が ある。各省庁 は、資金援助 によるプロ ジェク トか ら生 まれ た知的財産 の主たる法的権利

を保持 する ことを、資金援 助 を受 けた者 に許可 してい る。 これ は、彼 らが 自らテクノロジー

トランス ファー を行 うイニシアテ ィブの一つ となってい る。

第4章 日本 の システ ムへの意味合 い

日本 のR&Dフ ァンデ ィング ・システム を比較 してみ ると、実 は表面 的 には似 ている点 が

多い。例 えば科研 費 レビューや、委員会形 式 の将来研 究分野の柱の決定な どである。又 、若

手 向けの プログラムなど も存在 す る。 しか し、研究の質 を中身 か ら本質的 に向上 させ る シス

テム には なってい ない。即 ち、優 秀 な研究 者 をさらに世界的 レベ ルにまで競 争 を通 じて育て

る、又 は育 つ環境 を整備 す ることや、世界 的に も非常 に優秀 と思 える若手 が新 しく、確 立 さ

れていない分 野への計画 を持つ場合、思い切 って投資す るこ と、又、普通 の可 もな く不 可 も

ない研 究者が、 だんだん と競争 にあ け くれ る米 国研究者や向上心 に燃 える発展途上 国のエ リ

ー トに10年 ～20年 経過す る と、いつの間 にか抜 かれている、 とい う状 況 を解 決す る仕組 み に

はな ってい ない。特 に、研 究者側のスキル 、 ビジ ョンの問題 と、マ ネージ側 、予算配分側 の

スキル、 システ ム、ス タ ッフに起因 し、そ れ らが お互い にプラスの メカニズム として働 かな

い ところ に原 因があ る。最 も大 きな問題 は 、研 究者側の本質的問題設定能力 が不足 してい る

ことと、マ ネー ジ側の フ ァン ド決定理由の不透 明なシス テム、 そ して インプ ロ研究者 に若い

段 階か ら終 身雇用 として しまうシステム にあろ う(次 頁上図参照)。
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この場合 、戦略性 の成果 は、 カルチ ャー、ス キル、 ス タッフ、システムの掛 け算 になって

い るため、 どれか一つ を変 えて も大 した改 善 にな らない ことに注意 を要す る。 そ して、国家

と しては、各 レベ ルでの戦略性 が、全体 と して整 合性 よ く統合 されてい るこ とが求 め られる。

実は、 日、米 、欧 ともに、完全 に戦略 的で ある ところは な く、今後、戦略、 システム、 カル

チ ャー、スキルを統合 してい くこ とが必要 である。今後 日本が取 るべ き打 ち手 としては、 ド

ラステ ィ ックにシステ ム を変革す る方向 と、地道 に変 えてい く2方 法があ るが、 いずれ にせ

よ、 い くつかの新 たな分野 では、新 しい血 を全 く新 しい組織 から、 「新 しい酒は新 しい皮 袋

に」 とい う発想 で運営す る面 はあ る。 ただ し、 どの方法論 を とろうとも、基本 となる考 え方

はあ る。即 ち、一定 の予算枠 をハ イリス ク ・ハ イ リター ンの分野 に割 り当て、その判断 を特

に優秀 な人に行 わせ るこ と、又 、プ ロフェ ッシ ョナルの条件 を明確 に し、 その成就 をもって

テニュア とす るこ と、又、 ファン ド採択 においては判断理由 を透明に して議論 の場 を設 ける

ことな どである。

第5章 ま とめ

1.国 家 レベルのR&D戦 略 は、純粋公共型、産 業展 開公 共型 、産業 キャ ッチ ア ップ型、産業

No.1指 向型の4つ に分類 され る。L

2.技 術 や産業 が不連続 に遷移す る時期 には、先見性 に基 づ く戦 略策定が強 く求め られる。

米国では、全体 としての効率は別 として、先 見性 あるキーパ ーソンを中心 に、 さらに産
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官学 の交流 によって、強力 な戦略 と実行体制 を構築 して きた。特定分野で は 、 日本 よ り

長期 的視野 を持 っている。

3.近 年 のNIIやHPCCで は 、 大統 領 府 の強 い リー ダ ー シ ップの も とで 、省 庁 間 を超 え た 活動

が 実 施 さ れ つ つ あ る 。 そ の 鍵 と な る 組 織 は 、 省 庁 間 の 調 整 機 関 で あ るNational

CoordinationOfficeforComputing,InformationandCommunicationsで あ る。

4.同 時に、産 業界 の現役 の経営者 の諮 問委員会への参加や ロビー活動が あるこ とと、行政

側 にもPh.D.保 持 者がお り、深 い理解 に基づ く判断がで きることによって、迅速 に重要課

題 に取 り組む体 制 となってお り、中期 的には コンピューティングの面でのヘ ゲモニーの

保持 に適進 ず る可 能性 が高い。 この体制 は大い に日本 も学ぶべ きで はない か と思 われる。

5.(機 構)省 庁 間 をまたが る広 い範囲 に関 して は、省 庁 を超 えた調整機関 を作 るこ とによ

って、解決 してい る。

6.(活 性化)省 庁 レベルにおいて、 プ ロフェ ッシ ョナル なプロ グラム ・マ ネージャが ポー

トフ ォリオ ・マ ネジメ ン トの視点か ら、あ る程度 の数のハ イリスク研 究や無 名有望新人

の研究 を取 りあ げている ことが、研 究界の幅 を広げ、活性化す るのに大 きく貢献 してい

る。

7.(シ ステム)「 研 究執行側へ の動機 付 け(大 きな研 究の 自由度 と機会)及 び厳 しい処 遇」

と、 「予算 決定 側 の十分深 い論理 的判断力 と決定 に関す るオープ ンな議論 を保証 す るシ

ステム」が 、研究 の質の向上 を生み 出す オー プ ン&コ ンペテ ィテ ィブな場 を作 っている。

8.(ス キル)以 上 の システム に対 して、各 プ レーヤーが問題発 見、問題設定、 プロ ジェク

ト ・マ ネ ジメ ン トな どの面 で十分 な訓練 を大学院、OJT、 及 び特 別 コースで積 み 、 プロ

フェ ッシ ョナル と してのスキル を身につ けて い る と同時 に、世界 を リー ドす る とい う強

力 な意思 を持 ってい ることが 、連結す るこ とによって、 メカニズムが機 能 している。

9.日 本 におい て も以上 の ようなスキル、 システ ム、 ビジ ョンの統合的構築 を推進す ること

が望 まれ る。
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第1章 米 国IT産 業 に お ける マ ーケ ッ ト ・ク リエー シ ョン ・プ ロ セ ス

1.1概 要

一般 に製 品の ライ フ ・サ イクル には
、"実 験 的導入"、"特 定市場向 けの市場創造"、"市

場の立 ち上が り"、"コ モデ ィテイ化"、"吸 収"と い う5つ の段階があ る。 これ をさらに

詳細 に市場創造 の観点 か ら見てみ ると、"コ ンセ プ ト"、"シ ー ド"、"製 品開発"、"市

場開発"と い う、市場創造上重要 な4つ の サ ブプロセスが存在 し、特 にこれ をマーケ ッ ト ・

ク リエー シ ョン ・プロセス と称す る(図1)。

ProductLifeCcle&MarketCreationProcess

Expehmentation )識=、 痢ジ
Market

takeつff 〉 ・・一 ・ … 叩…〉

』一'‥='蚕 蚕ii:1:・i

9: '"ワ:::;;i

♂、':く.' ==i=i9涜.i:iri:
」㌔L-.F・

・"ン.・ 、

,.、.灘………;・"'

Steady

State
"=・義::≡■ ≡: ・㌧〔

Developanideaanda

roughbusinessplan

andcreateacompanyi

projeCtthatwill

imp㎏mentthatidea.

Numbe「otevents

(conceptuaO

RefinetheideaandDevetoparealproduCtSelttheproduCttoThecompanylprojeCt
createadetailedplanandpertorrnteSt

for血 θcompany'amongusers・

prolect.

cuStomersandmakebeoomesstableand

thecompanylproiectachie∨es!iquidi旬for

profitable,廿herebycash.

proveitsviability・

Process

－ 付4-1一



1.2メ カニ ズ ム

第一の"コ ンセプ ト(概 念化)"段 階で は、中心人物(ベ ンチャーでは創立者)に よって、

製品のアイデ アや大 まかな ビジネス ・プラ ンが作 られる。 ここでは、柔軟 な発想 と深 い洞察

力 によって、顧客 の購 入動機(buyingrationale)を 把握 し、製 品の訴求点 を明確化す る こと

が重要であ る。

第二の"シ ー ド"段 階では、製 品のアイデ アが よ り優 れた ものに リファイ ンされ、現 実的

なビジネス ・プランが作 られ、事業立 ち上 げの本格的準備が な され る。 この ビジネス ・プ ラ

ンは、製品のポイ ン ト、市場分析 、競合分析 、製 品化計画、収支計画、組織計画 な どを記 述

した もので、事業 のベース となる重要 な ものであ る。 この段階 では、創立者 が3ヶ 月か ら1

年程度 フル タイムで活動 を行 う。ス ター トア ップに必要 な資金 は、多 くの場合(7割 程 度)

自己資金であ る。

第三の"製 品開発"段 階で は、テス ト販売、製 品調整 、本格 的販売が行 われる。IT製 品で

は世 の中に初めて生 まれ る性 質 をもった ものが多 く、初期 には製 品自身 も未完成 であ ること

が多い。この場合"ア ー リー ・ア ドプター"と 呼 ばれ る、大学研究者や企 業での研 究者 など

の製品 を使 い こな し、製品の よ り良い使 い方や使 い に くい点 な どについて情 報 を提供 して く

れ る人々を正 しく見つ け、 コ ミュニケー トす る ことが重要である。 これ を通 して製品の完成

度が高 まる。全体 を通 して重要であ ることは、必 要資 金の獲得 と、経営体 制の強化 であ る。

これ を強力 にサ ポ ー トす る存 在 の1つ が ベ ンチ ャーキ ャピタル(VC)で あ る。技術 の 内容、

ビジネ ス ・プラ ンの内容 が十 分魅力 的であ れば、製品 開発 のため の資金がVCか ら得 られ る。

その後 、い くつかのマ イルス トー ンの達成度合 いの条件 がチェ ックされ、進退が判 断 され る。

第四 の"市 場開 発"の 段 階 では力点が マ ーケテ ィ ングに移 るため、資金 投入 と共 にVCの

関与の もと外 部か ら経営の プロのチームが 導入 され ることが多 い。全体 を通 し、マ ーケ ッ ト ・

クリエーシ ョンの成功の メカニズム を支 え ているのは、人、資 金、知識の イ ンフラが そろっ

てい ること と、各 人の意思 と、それ を組 み合 わせ る場 と、成功 に金銭 的に も、非金銭的 に も

十分報 い るIPO(株 式公 開)な どの システ ムが正 の循 環 を作 り出すべ く確立 され連結 されて

い ることであ る(図2)。
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lT`品 の マ ー ッ ト ・ク リ エ ー シ ン の メ カ ニ ズ ム

・新 たな ビジネス例の蓄積

・人の還流とVCに よ るVB運 営

のノウハウ提供

・業界内の情報交換による新た

なOpportLnityの 発見

・地域内で調達できる周辺関連

Technobgy
・EarlyAdopterに よ る、新製品

の改善に有効な情報の提供

一
㊨一

フomタ"ク ト ・マーケット

クリエーター

(スキル ・マイント")

　
⑧一

劃 ①↑
'IPO
,Acquisiti㎝

の 資 金の 回 収 ・還

流

'《逗reerと してのVBの 認知

・成功者からの啓発

'優 秀者にUpsideを 与 える仕組み

→他地域か ら優秀者をひきつける

・技術系Collegeか らの技術者人材の

供給

・業界内での人材情報交換の仕組み

(各種協会)と 、人材の流動性

●Techrologyを 理 解 し、 リスクを

正当に評価できるvaエ ンジェ

ル等投資家の存在

・VCの集中により、競争市場で入

手できる適正コス トな資金

・VB投資 についての情報量 ・情報

VC提 供

1.3VCの 動 向

マー ケ ッ ト ・ク リエー シ ョンにおいて重要 な支援 を行 うVCの 米 国 における全 投資額 は近

年単調増加 を続 けてお り、1996年 には約10ビ リオ ン ドル、即 ち約1.2兆 円に達 してい る(VC

協会 であるVentureOneの 分析)。 投資条件 は約1500件 であるため、1件 平均 は約7ミ リオ ン

ドル(～8億 円)で あ るが、実際は ラウン ドに よって大幅 に異 な り、 リス クの大 きい初期段

階でめ投資 は、1ケ タ小 さ く、約1ミ リオ ン ドル(L2億 円)で ある(図3)。

VCの ラウン ド別投資額
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投 資先はIT分 野が約6割 、生命科 学分野 が約2割 であ る。IT関 連 での投 資額は生命 科学の

場合の約半分 で あるため(図4)、IT分 野 での初期 投 資 は約05ミ リオン ドル(～6000万 円)

程 度 と評価 される。

分野別VCの 投 資額(1995年)

0 2 4 6 8 10 12 14$
million

1.4デ ファ ク ト・ス タ ン ダ ー ドの確 立 プ ロ セ ス

近年のIT分 野で は、ス タンダー ドが マ ーケ ッ ト ・ク リエー シ ョンの競争の場 の 中か ら事実

上確立 され るこ とが多い(デ ファク ト ・ス タンダー ド)。 ここにおい ては、スキル に よる市

場優位性が、価格戦略 とマーケテ ィング戦 略、パ ー トナー戦略 を通 し、 シェアを確立 し、市

場 におけ る圧倒 的存在 を確 立す るこ とが なされ る。JPEG画 像圧縮 の技術が、6-10年 とい

う短期 間で標 準 となった ことが典型例 で あ る。 さらに特 定市場 での グローバルス タンダー ド

の確立が、ベ ンダー ・スペ ック、 グローバ ルイニ シャチブ、 グローバ ルテクノロジー トラ ン

スフ ァーとい った形 で進行 しつつあ る。 これ らはIT製 品の早期の市場立 ち上げ を支援す るメ

カニズムであ る。

1.5大 企業の取 り組 み

IT産 業 におけ る新 たな製品投入 はベ ンチ ャー によって なされるこ とが多いが、大企業 も新

製 品の創造 の活動 を、近年 自社 内に組織 的 に組 み入れてい る。方法 としては、4つ あ り、金

融施策 、グリー ンフィール ド・デベ ロ ップ メ ン ト(新 規事 業開発)、 組織変更、企業化 であ
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付属資料4米 国情報産業における研究成果の製品化 ・市場創造プロセス

る。金融施 策 とは、例 えば、 ジャバ ・ファ ン ドや ア ドビ ・ファン ドの ように数10億 円 ～1

00億 円程度 の ファ ン ドを作 り、ベ ンチ ャーキャ ピタル的 に新規企 業 に投 資 し、技術の とり

こみやベ ンチ ャーのIPO(株 式公 開)を 通 して成長 してい く方法であ る。他 の試み も数多 く

見 られ る。

第1章 の まとめ

■ 米 国IT産 業 に お け る製 品 ・市 場 創 造 プ ロ セ ス は 、一 般 に5段 階 か ら成 る。 即 ち 、概 念 形

成 、 シー ズ 形 成 、 プ ロ ダ ク ト開発 、市 場 開発 、 安 定 化 で あ る。 これ らの プ ロ セ ス を通 し、

フ ァウ ンダ ー、 ス ー パ ーバ イザ ー、 ベ ンチ ャ ー キ ャ ピ タル、 エ ンジ ェ ル等 に よ るア イ デ

ア とビ ジ ネス ・プ ラニ ン グの レベ ル ア ップ、 フ ァ ウ ンデ ィ ング 、経 営 の強 化 が行 わ れ 、

又 、 ア ー リー ・ア ドプ ター に よ る初 期 市場 の形 成 が 成 さ れ る。 こ れ らプ レー ヤ ー とIPO

制 度 や大 学 の イ ン フ ラ な どが 融 合 し、動 機 づ け 、 ス キ ル獲 得 、技 術 情 報 の 共 有 化 、 人材

供 給 の事 業 立 ち上 げ へ 向 か っ た正 の循 環 が 実現 され る。

■ マ ー ケ ッ ト ・ク リエ ー シ ョン ・プ ロセ ス に お い て 、VCの フ ァ ンデ ィ ング 、 標準 確 立 、

大 企 業 の と り くみ に お い て 、新 た な動 きが見 られ る。

◆VCの 投 資 は年 々増 加 し、全 米 で96年 で は 年 間約10ビ リオ ン ドル、1500件 あ り、 そ

の増 加 は情 報 産業 、特 に ソ フ トウ ェア と通 信 ネ ッ トワ ー ク分 野 で 顕 著 で あ る 。

◆ 標 準 化 プ ロ セ ス にお い て は、 技術 面 で リ ー ダー シ ップ を取 っ た企 業 が 、 さ ら に価 格

戦 略 や 企 業 の グル ー プ化 な どの 自由 競 争 の 中 の取 り組 み を 通 し"socialization"を 行 う、

デ フ ァク ト ・ス タ ン ダー ド確 立 の傾 向 が 多 くな っ て い る。

◆ 大 企 業 自身 も、 ベ ンチ ャー の動 きを 自 ら に取 り込 む た め に、VentureFunding、

GreenfieldDevelopment、OrganizationalChange、CorporateDevelopmentと い った メ カ

ニ ズ ム を工 夫 して きて い る。

第2章 マ ー ケ ッ ト ・ク リエ ー シ ョン ・プ ロ セ スに お ける米 国政 府 の役 割

2.1直 接的役割

米 国政 府 の 直 接 的 関与 には 、 フ ァ ンデ ィ ング と調 達 の2種 類 が あ る。

フ ァ ンデ ィ ング と して は 、SBIR(SmallBusiness■movationResearch)プ ロ グ ラム が重 要 で

あ る。 これ は1982年 に設 立 され た もの で 、省 庁 を越 え たSBA(SmallBusinessAdministration)

が 中心 とな り、11省 庁 のR&Dフ ァ ン ドの2.5%を ス モ ー ル ビジ ネ ス用 の フ ァ ン ドと して運
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用 す る とい う もの で あ る。1995年 には全 フ ァ ン ド額 と してO.86ビ リオ ン ドル(約1000億 円)

に達 した 。 民 間 の ベ ンチ ャーキ ャ ピ タル に 比 較 して 、全 資 金 額 は大 幅 に少 な いが 、 スモ ー ル

ビジ ネス 向 け とい う こ と もあ り、投 資 案 件 数 は4348件(1995年)と 、 極 め て 多 数 で あ っ た。

1件 の 平均 投 資 額 は 、20万 ドル(2400万 円)で あ る。 た だ し、 マ ネ ジ メ ン ト関連 の支 援 は行

わ れ な い 。1996年 にIPOを 行 っ た企 業 は692あ っ た が 、 その う ちSBIRが 関与 した もの は14で

あ っ た 。SBIRが 関 与 したIT企 業 と して メ カ ニ カル ・ダイ ナ ミ クス社 、 テ ク ノ ロ ジー ・モ デ

リ ング社 が あ る(図5)。

IPOし た企 の の ヒ 日VCSBIR

1TC。mp。.yE.amplesLL._
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又 、 大 学 か らの ス ピ ン ・ア ウ トした もの と して、 カ ー ネギ ー ・グル ー プ 、 フ ォー ・シス テ

ム ズが あ る 。 いず れ にせ よ、 全体 に対 す る割 合 は小 さな もの で あ る。

又 、NIST(NationalInstitUteofStandardsandTechnologies)の 下部 機 関 のATP(Advanced

TechnologyProgram)も 、特 に民 間企 業 の ハ イ リス ク の技 術 開 発 を必 要資 金 の 一 部 を支 援 す

る こ とに よ っ て、促 進 す る とい う、 直接 関 与 をす る もの で あ る。1990年 よ り開 始 され 、1995

年 に は340ミ リオ ン ドル の資 金 運 用 を行 っ たが 、1996年 には221ミ リ オ ン ドル に減 少 した。1

件 あ た りの 投 資 額 は約330万 ドル(4億 円)で あ り、SBRの 約15倍 で あ る。 今 の とこ ろ、 ビ

ッ グ ヒ ッ トは 出て い ない が 、1件 の 契 約 期 間 は約3～5年 で あ る ため 、 ま だ こ の プ ロ グ ラ ム

の成 果 につ い て は判 断 すべ き時 期 で は な い 。
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2.2間 接 的関与

間接 的 関与 には、VCの キャピ タルゲイ ンに対 す る税金控除、R&D投 資 に対 す る税金控除、

他があ り、運 用 は連邦政府の もの を除けば 、州税 の もの は全 く各州 によって異 なる もので あ

る。 これ まで最 も影響 の大 きか った もの は、VCの キ ャ ピタルゲ イ ンに対 す る税率の設定 レ

ベ ルであ る。時代背景 もあるが、1978年 には年金生活者保護の 目的 もあ り、 キャ ピタルゲイ

ンに対す るフ ェデラル ・タックスの税 率は49.5%で あったが 、産業育成支援 に方 向転 換 し、

1981年 には税率 を20%に まで下 げ た結果、VC資 金(た だ し、KPCB社 に よる評価 額[大手VC

のみ])は200ミ リオ ン ドルか ら1000ミ リオ ン ドル に増 加 した。 そ の後 さらに約4ビ リオ ン ド

ルに まで上昇 した(図6)。 その後税率 を33%に まで上 げた結果、約1ビ リオ ン ドルに まで

減少 した。

以上 よ り、政府 のIT産 業育成 における支援 は、大学 や国研へ の研究 の ファンデ ィングや調

達 を除 き、 ビジネス ・ス ター トア ップに関 して は主たる駆動力 とはなっていない と言 える。
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む　ア　　　ヨヅの ア　

驚5。

45

40

35

30

25

20

15

10

5

$200million

O

787980818283848586

SourceABPerkins,Kle旧erPerklnsCaufleldByersVentureCaplta1

33《↓lo

28010

878889909192

Veη 缶reCa〆ta'

　むグお ゴ

4.5∫$b'"'oη ∫

4.0

3.5

3.0

2.5

2.0

1.5

1.0

0.5

0

第2章 の まとめ

■ 米 国政府 のマーケ ッ ト・クリエー シ ョン ・プロセ ス におけ る役 割は、投 資 によ るDirect

Effectで は な くて、税 制 などのlndirectEffectと しての方が大 きい。即 ち1民 間の 自由競

争 メカニズ ムが結 果 と して強い産業 を生 む ものであ り、 自らは 環境設定 と基礎研 究支援

に徹す る姿勢 を見せてい る。

◆ 政 府系 キャ ピタルはSBIRが あるが 、成長 したベ ンチ ャー企業 の うち、SBIRが その
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成 長 の カ ギ を握 って い た場 合 は極 め て少 な い 。例 外 は一部 の ア カデ ミ ア と軍事 関連

分 野 の み で あ る。

◆lndirectEffectの 中 で セ ンシ テ ィ ビテ ィーが 最 も高 い もの は、VCへ の キ ャ ピ タル ゲ イ

ンの 税 率 の、VCフ ァ ン ド量 へ の影 響 で あ る。税率 を49.5%(1978年)か ら20%(1981年)

に低 減 させ る と、VCフ ァ ン ド量 は劇 的 に増 加 した。

第3章 ケ ー ス ・ス タデ ィ

本章 では、IT分 野 におけ る事業化の例 として シンキ ング ・マシーン社 、 タ ッチス トー ン ・

プログラム、及 びモザ イクをと りあげ、詳 細 に内容 を明 らかに し、成功 の条件 を明 らか にす

る。

3.1シ ン キ ン グ ・マ シ ー ン(TMC)、 社

TMC社 の コ ンセ プ トは 、1981年 にD.ヒ ル ズがMrrのAIラ ボ にお い て著 した、SIMD(S▲ngle

instructionMultipleDatastream)方 式 に よる超 並 列 ス ー パ ー コ ン ピュ ー タに関 す るPh.D.論 文 が

元 と な って い る。 ヒル ズ は彼 の 師 で あ るM.ミ ン ス キ ー と共 に、経 営 の プ ロ で あ る ハ ン ドラ

ー氏 を 説得 してCEOと し
、 著 名 な学 者 を顧 問 と し、 自 ら もCTOと な っ てTMC社 を1983年 に

設 立 した 。 そ の際 、 きち ん と した ビジ ネ ス ・プ ラ ン もない ま ま に、個 人 投 資 家 を中心 と して

16ミ リオ ン ドルの 資 金 を得 た 。 さ らに1984年 に は、 プ ロ トタ イ プ も まだ な か っ た に も か か わ

らず 、 ヒル ズ論 文 をベ ー ス と した ス ーパ ー コ ン ピ ュ ー タ を開発 す る た めの4.5ミ リオ ン ドル

出 資 をDARPAか ら得 る こ とに成功 した 。

一 年 後
、 コマ ー シ ャ ル ・マ ー ケ ッ トの 重 要性 を ヒ ルズ に訴 え た に もかか わ らず 説 得 で き な

か った た め 、方 針 の相 違 か ら リサ ー チ ・デ ィ レ ク タ ーの レス ニ コ フ(元NSF、 ミ ンス キ ■・一・に

よ って リ クル ー トさ れ て入 社)はTMC社 を去 っ た。1985年 か ら1991年 にか け て 、TMC社 は

CM-1、CM-2、CM-5と い う製 品 を開 発 した。 た だ し特 に競 争 優位 性 を持 っ た もの で は なか

った 。 そ れ で もTMC社 はMIT、 カー ネ ギ ー メ ロ ン大 な どか ら優 秀 な 人材 を引 きつ け 、450人

の 所帯 に成 長 し、 ボ ス トンの高 級 オ フ ィス で 業 務 を行 い、 並 列 ス ーパ ー コ ン ピ ュ ー タ業 界 で

は ク レ イ社 に次 ぎ2位 の位 置 を占め て い た 。 そ の理 由 の一 つ と し てDARPAに よ る フ ァ ンデ

ィ ング(1984年 に45ミ リオ ン ドル、1989年 に3年 契 約 で12ミ リオ ン ドル)が あ っ たが 、 そ れ

もCEOハ ン ドラー の政 府 との人 脈 に負 う とこ ろが 大 きか っ た。 結 局1990年 まで にTMC社 は

約50台 の コ ン ピュ ー タ をイ リノ イ大NCSA、 ロ ス ア ラモ ス 国立 研 、NASAエ イ ム ス研 、MIT

な ど政 府 系施 設 を主 た る顧 客 と して販 売 した 。
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しか し、その後冷戦終結 と米 国政府 国防予算の縮小 と共 に政府 か らの ファンデ ィング も減

少 し、TMC社 の売 上げ も1992年 をピー クに(92ミ リオ ン ドル)、1994年 には半 減 し、1991

年以降赤字 に陥 った。その後CEOが ドレッテ ィに変 わ り、会社 も商用市場 を対象 と した ソフ

トウェア会社 として再生 し、利益 も出る よ うになった。つ まるところ、マネジ メン ト体 制が

貧弱 な ままDARPAブ ロー カー による調達 に過度 に依存 したた め に、成 長 す る商用市 場 の戦

略変更 を果 たせ なか った こ とが、TMC社 の失敗の大 きな要因である。

3.2タ ッチ ス トー ン ・プ ロ グラ ム

タ ッチ ス トー ン ・プ ロ グ ラム は 、1988年 に イ ンテ ル社SSD(ScalableSystemDivision)と

DARPAと の パ ー トナ ー シ ッ プ に よる ス ケ ー ラブ ル ・コ ン ピ ュー タ開発 プ ロ ジ ェ ク トで あ る。

当初 よ りプ ロ グ ラ ム には イ ン テ ル社 及 びDARPAか ら信 頼 の お け る研 究 者 や デ ィ レク ター が

参 画 して い た(図7)。

タ ・ チ ス トー ン ・プ ロ グ ラ ム の キ ー パ ー ソ ン

Jus6nRa廿ner lntel

・・▲ ●_一●11.1.・al【… 雨 田【●・ 一・】・・一 【】.1

'Pnncipallnvestiga句r

・DlrectorofTechnobgy

・Hismaintaskwastoexploretheuseofln回

microprocessorsinparallelsystems

TomKintz |ntel
・DeltaProleCtManager

BobRockwdl lntel
・GeneralManagerofSuperoompu㎏r

SystemsDMsion(SSD)

.Leftin1991tojぴnKendallSquare

ResearchCorp.

WendyVi廿ori |ntel
・Marke伽gManagerofSSD ・F㏄usedoncommercla屹at|on

・NowdirectorofServerP⑩ductOperations

GilWeigand DARPA
・ManagerforTouchstone 'NowleadsgovernmenfsA㏄elerated

StrategicCompu6ng|ni6a6ve(ASC|)

StephenSquires DARPA
・HeadolHighPerlomanceComputing

PaulMessina CSCCウ

・DirectorofCaltech'sConcurrent

SuperoomputerFacili旬

・Execu6veDirectorofCSCC

・NowheadsC訓ech'sCenterforAdvanced

ComputingResea℃h(CACR}

ThomasPrince CSCC★

・ChairmanofCSCCPolicyBoard ・Respongbleforday-to<」ayopera60nsof

CSCC

ρharlesSeiセ
Caltech

・Researcher ・Devebpedmeshrou6ngandother

technologiesusedbyI鴫1

℃oncurrentSuperoomputhgConsortium

そ して1988年 か ら1991年 まで、 毎 年 着 実 に プ ロ トタイプ の 開発 に 成功 した 。 そ の プ ロ トタ

イ プ はNASAエ イ ム ス研 、 オ ー ク リ ッジ 国立 研 、 カル テ ク 大 な どの リ サ ー チ コ ミュニ テ ィ ー

の 中で4ミ リオ ン ドル ～20ミ リオ ン ドル で調 達 さ れ、 上 々 の 評判 を得 た 。 そ の 後CSCC(コ ン

カ レ ン ト ・ス ーパ ー コ ン ピュ ー テ ィ ング ・コ ンソ ー シア ム)は 、 カル テ ク に タ ッチ ス トー ン
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デル タを設置 し、参画 メ ンバ ー間で共用で きる体 制 を確 立 し、全 国規模での効率の良 い施設

利用環境 を整 えた(図8)。

タ ・・チ ス トー ン ・プ ロ グ ラ ム の の こ 1

AVOIDED

B{ノREAUCRACY

・Keptrulesfewand

simpleinnumber

responsibilityand

authority

・Retainedcollegial

atmosphere

ぷ シ

撫 描 襲・韓

'
、.、、× 、ss

－ N

訴 蹴.に^

・ 淋 一 ・ ㌍F

"言:嵩㌫ 灘 ㌫斑 糠
[Rl:tUNΨ ■惰II鵬|●拍1随1厄mo内

tAtsoaddedLawrenceUvernoreNationalLaboratoty ,OakRidgeNatlonalLaboratory

イ ンテ ル 自身 も タ ッチ ス トー ン を開発 す る と共 に 、OEMサ プ ラ イヤ ー と な っ た。 そ して

1990年 初頭 には ス ーパ ー コ ン ピュ ー タを計400台 販 売 し、 売 上 げ も約100ミ リオ ン ドル に達 し

た。 結 局 タ ッチ ス トー ン ・プ ロ グ ラ ム に よ って 、 イ ンテ ル社 の 優 秀 性 が ア ピー ル され 、 又 、

ARPAプ ロ ジ ェ ク トの成 功 が もた ら さ れ た。 例 え ば、 イ ン テ ル社 は1991年 にパ ラ ゴ ン ・コ ン

ピュ ー タ を市 場 に投 入 し、1996年 まで に 約100台 を販 売 した。 又 、1994年 には サ ンデ ィ ア研

とイ ンテ ル 社 の ジ ョイ ン トチ ー ムが281ギ ガ フ ロ ップ ス とい う計 算 速 度 の 世 界記 録 を樹 立 し

た 。.ただ し、 スー パ ー コ ン ピュ ー タ市 場 の 観 点 で は 、 イ ンテ ル社 の シ ェ ア は7%～4%程 度 で

あ り、1995年 以 降 はむ しろ チ ッ プ のOEMに 注 力 して い る 。結 局ARPAは イ ンテ ル 社 に対 し

R&Dで7.6ミ リオ ン ドル 、 プ ロ トタイ プ の レプ リカ調 達 で1.5ミ リオ ン ドル/1台 、 プ ロ トタイ

プ調 達 で30-40ミ リ オ ン ドル を フ ァ ン ドした 。 これ は必 ず し も完全 な公 正 競 争 と見 られ た わ

けで もな く、GeneralAccountingOfficeとCongressionalBudgetofficeか らは一 部 批 判 の声 も上

が って い る。 た だ し、 総 じて 、 タ ッチ ス トー ン ・プ ロ グ ラ ム は、 政 府 、企 業 、学 界 、民 間 市

場 の協 力 関係 が うま く機 能 した例 と言 え る(図9)。
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タ ッチス トー ン ・プロ グ ラ ム にお け る

CementedtheleadofUSindustryin

thefieldofsupercomputingand

acquiredhighperformancecomputing

powerfordefenseapPlications

Leveragedlearningtodevelopnew

products,wingovernmentfundingfor
research,andestablishreputationas

leaderinsupercomputing

RESEARCHCOMMUNITY

AbletouseDeltaandlaterParagonto

computeinavarietyofdisciplines

suchasbiology,physics,geology,

climateandenrionmentstudiesand

manyothers

COMMERCIALMARKET

ThroughParagon,accessedIatest

supercomputingtechnologythathad

beenextensivelytestedandthat

supportedstandardUnixapplications

3.3モ ザ イ ク

モザ イクは、 イリノイ大学 で開発 され たWWW(ワ ール ド・ワ イ ド ・ウェ ッブ)用 の ブラ

ウザ ー(閲 覧)ソ フ トウェアである。その後 ネ ッ トスケープ社 において改良 され デフ ァク ト ・

ス タンダー ドとな り、イ ンターネ ッ ト ・ブームを もたら した一 つの重要 な技術 ・製品であ る。

モザ イ クの コンセプ トは、多 くのシステムや 言語が混在 して不便 であったWWWに おいて、

一科学者が 開発 した、統 一的に対応可能 な ライ ンモー ドのブ ラウザーを、 イリノイ大学の学

生で あったア ン ドレッセ ン氏が使用 してみ た時、 「これ をグラフィック仕様 に拡張 した ら、
　

ダ

飛躍 的 に便利 になるだろ う」 と考 えた瞬 間 に さかのぼ る。ア ン ドレヅセン氏 は当初学生仲間

を中心 として開発 を行 い、完成 ソフ トをWWW上 に流 し、モザ イクはデファ:グト ・ス タンダ

ー ドにな りつつあ った。1993年 にイ リノ イ大のNCSAの ソフ トウェア開発 グル ープ と して正

式 にNCSAの 予算(そ の源 はNSF)で 、 さ らに機能 を高 め る開発 が進め られ た。 グルー プは、

NCSAの アソシエ ー ト ・デ ィレク ターである八 一デ ィン をリー ダー として 、約40名 のメ ンバ

ーか ら構成 された
。1993年11月 にフル ・バ ージ ョンをリリースす ると、WWW上 で爆発 的に
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広が った。

しか し、 コンセプ ト及 び技術面でのキー パー ソンであ るアン ドレッセ ンは、 自由度が著 し

く減少 した ことに フラス トレーシ ョンを感 じていた。そん な時 にシ リコン ・グラフィ ックス

社の ジム ・クラー クが新 たな企業 を作 って ブ ラウザー を本格的 ビジネスにす る とい う考 えで、

ア ン ドレッセ ンに アプローチ し、 「ネ ッ トスケー プ社」 が ここに誕生 した。 クラークは自己

資金 と して5ミ リオ ン ドルを投入 し、 アン ドレッセ ンは、仲 間6人 をNCSAチ ー ムか ら引 き

抜い た。16ヶ 月の集 中的開発 の後 ブラウザーが開発 され、 「ナ ビゲー ター」 として市場投 入

した。 ここにおける新 たな目標 は、 「イン ター ネ ッ トの完全 なプラッ トフ ォーム」 を開発 す

る とい うことであった。特 に、 ア ン ドレ ッセ ンの 「ウェッブ ・ブ ラウザ ーこそが、市民が コ

ンピュー タに求 めていた、使いやすい機 能 で コンピュー タネ ッ トワークのパ ワー を最大限引

き出せ るツールである」 と見抜 き、確信 していた ことが、成功 の核心 にある。又、 ネ ッ トス

ケー プがス ター トす る段 階で、VCのKPCBが 外部 か らプロのマネジメ ン ト ・チ ームを導入す

ることを条件づ けたこ とも、成功要因の一つであ る(図10)。

ネ ッ トスケ ー プ社 の経 営 状 況(1996年 第4四 半 期)

Management

Productsl
Technologies

MarketShare

MarketCap.

Revenues

(Q4,1996)

Emplqyees

Q41996

Growth

・KPCBhelpedNetscapebringinprofessionalmanagement(Jim

Barksdale)tosetstrategyandmanageitsmeteoricgrowth

・Navigator

・CommerceServer

・CommunicationsServer

●serversoftwareproducts

・commercialapPlications

・developmenttools

・Thereisagreatdealofcompetition,buttheystillhavealarge

portionofthemarketshare.

・$2 .7billion

・$115 .1million(Netincome$8.8mi川on)

・1500

・QuarteFover-quartergrowthascomparedtoQ41995was177%
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即 ち、ジム ・バ ークス デール(副 社 長)ら は、生産 、販売、マーケ テ ィングの戦略 を、デ

フ ァク ト ・ス タンダー ドを迅速 に勝 ち取 るべ く構築 し実行 した。 その結果1996年 第4四 半期

には売上 げ高115ミ リオ ン ドル、従業員1500人 、成功率177%と い う良好 な経営状況 となって

いる。

こ こで、ネ ッ トスケープ社 とイ リノイ大 学 との関係 は重要であ る。 当時、大学側 には、知

的所有 権 の論争 の解決 としてネ ッ トスケープ社 よ り2.7ミ リオ ン ドル、 スパ イグ ラス社 よ り

売上 げの7.5%を ライ セ ンス料 として34ミ リオ ン ドルの収入 を得 る こ とに よって、モ ザ イク

を商用 化 する方法が あった。知 的所有権 を主 張で きる根拠 として、Bayh-Dole法 が あ った。

しか し、ネ ッ トスケープ社 は、 ソフ トウェ アは全 くゼロか ら作 った もので ある とし、 ライセ

ンス料 の支払 い を拒否 した。 コー ドを公 開 した結果、中身はモザ イク とは異 なっていたため、

大学側 はネ ッ トスケープ社がモザ イクをコ ピー したとい う説 を証 明で きなかった。結局1994

年12月 に、訴 訟 になるこ とな く両者 は和 解 した。大学 側 は、 ネ ッ トス ケープ社 の5万 株所有

の申 し出 を断 り、現金13ミ リオ ン ドルを得 たが、その後5万 株 は75ミ リオ ン ドルの価値 にま

で上昇 した。 大学側 は最後 まで この ソフ トウェアの経済 的価値 を見ぬ けなか った。

3.4教 訓

以上 の3例 か ら、IT製 品の マー ケ ッ ト ・ク リエ ーシ ョンにおけ るい くつかの教 訓が得 られ

る。

■ 大学 は技術 シーズの生成 の場 として改め て適 している と思 われ る。

■TMC社 と タッチス トー ンデ ル タ ・プ ログラムの成功失 敗の差 は 、マ ネジ メ ン ト能 力の

優劣 に起 因す る。

◆ 対象マ ーケ ッ トを客観的 に決定す るべ き

…過度 に販売 を人脈や政府系 フ ァン ドに頼 りす ぎることは危 険

◆ マーケ ッ トに合 わせ て、製 品スペ ックを決定す るべ き

…個人の思 い込みのみで 開発 しては危険

■ ブラウザ ーの 開発 に見 られ るように、 技術 の商品価値 を見出す力 は、個 人の感性 に強 く

依存 す る。 この商品化 のベ ンチ ャーを支援 す る し くみが、大学及 びVCも 含 めた インフ

ラと して存 在 し、初 めて数多 くのIT研 究成果 のテ クノロジー ・トランス フ ァーが なされ

る。

第3章 の まとめ

ケ ース ・ス タデ ィ によって、 ア カデ ミア ・軍事 市場 における政府調 達 に よ って、最 先端
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R&Dの 市場化が支 援 されるが 、マネ ジメ ン トの巧拙 に よって企 業がそれ以上 に脱 皮で きず

倒産 に至る場合 もあれ ば(TMC社)、 依存 せず に健 全 に成長 す る場合 もある(イ ンテ ル社 スケ

ー ラブル ・コンピュー タ事業)こ とが明 らか となった。

又、技術 シーズ生成以外 は、全 く関与 しない場合 もあ る。即 ち、政府 の関与 は、民 間が手

を出せ ない分野 における初期段 階のみで行 うことが好 ま しい。

■TMC社 は、ARPAと の4.5ミ リオ ン ドルの契 約 によって、ス ーパー コンピュー タの 開発 に

成功 し、アカデ ミア市場 で発展 したが、民生市場 への戦略転換 を果 たせず、 軍事予算 の

縮小 と共 に倒産 に至 った。

■ インテ ル社 は、ARPAと の タッチ ス トー ン ・プログ ラムを通 しスケー ラブル ・コンピュ

ー タの開発 に成 功 し、 その活用 を目指す国研 、大学へ の納入 に成功 した。 さ らにキー ・

テクノロジー をビジネス市場 に展 開 しつつあ る。

◆ARPAか らR&Dに7.6ミ リオ ン ドルが出資 された。

◆ 調達 において も、ARPAか らプロ トタイプ1台 に1.5ミ リオ ン ドル、計30-40ミ リオ ン

ドルが出資 された。

■ イ リノイ大 におけるイ ンターネ ッ ト ・ブラウザ ・ソフ トの 開発 は、学生の優 れた直感 に

よって始 まっ た。 さら にデ ファク ト ・ス タンダー ド確立戦 略、ス ピ ンアウ ト、VCの 参

画 とマネジメ ン トの強化 な どに よって、政府 の直接援 助 な しにマ ーケ ッ ト・クリエー シ

ョンに成功 した。

第4章 日米の対応の比較

IT研 究 の製 品化 ・市場 創 造 の 成功 の カギ(KeyFactorforSuccess)は 、 実 行 の 強 い 意 志 、

チ ー ム ワ ー ク、顧 客 の理 解 、 プ ロ ダク ド コ ンセ プ ト、技 術 選 択 の正 し さ、 販 売 力 、厳 し く

適切 な投 資 な どが あ る(図11)。
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隅(成 功のカギ)

きジ

コンセプト シーズ 製品開先 市場創造

(Dパ イオニア的文化の創造/ベ ンチャー支援の場の定着(三 行の強・亘)
`

(三 一・・一・
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プ
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＼
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ファー及びビジネス ・ス
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・研究者

・大学教 師

(遜 選択の正しさ ＼ (m)フ ァン ドの リスク ・テークの促
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..

これ ら を充足す るた め には、図 に示す ような4つ の課題 が存 在す る。 即 ち、(1)パ イオニ ア

的文化 の創造 とベ ンチ ャー支 援の場 の定 着、(II)テクノ ロジー ・トラ ンスフ ァー とビジネ ス

のスキル獲得 、(m)フ ァン ドの リ スクテークの促進 とベ ンチ ャー のマ ネジメン ト支援 、(IV)

閉鎖 的調達 のオープ ン化で ある。 これ らの課題 に対す る 日米の取 り組 み を比較す ると、総 じ

て 日本 においては、 シス テムやスキルが整備 されていない こ とが多 い(図12)。

日米のとりくみの比較

米国 日本

課

題

(1)
パイオニア的文化の創 造

ベンチャー支援の場 の定着

・教育、企業理念等、多 くの場面でrパ イオニア」

とr創 造」が うたわ払 定着している。
・1酬 こ適 した上場基準など、多 くの しくみで、ベ

ンチ ャーがサポー トされている。

・rパ イオニア」 というより 「フオロワー」、 .「ベ

ンチャー」 とい うより 「和」が先にくる。
・未だに強 い産業が弱い産業 を保護することが第一

原理 となっている。
▼

・改善的㎜ こ吐極めて強い^

σD
テク ノロジー ・トランスフ ァー

とビジネスのスキル獲 得

・国家R釦 投資は、市場化されることが最終目的で

あると、法 にも うたわれている。
・大学等、多 くの場面で、研究者、大学人もビジネ

スの知識 をつけ られ、又、つけてる人がいる。:

・多 くの トランス ファーの組織はあるが、ハ コだけ

であって中の人はアマチュアが多し)。
・研究者 、大学人は、専門分野のみ しか知 らない場

合が多い。
.1.

(IID
ファン ドの リスクテー クの促進
ベ ンチ ャーのマネジ メン ト支援

・ハイ リスク ・ハイ リター ンを優 れた判断力に基 き

実現する。
・積極的にネッ トワークを生か し、 マネジメン ト支

援 を行っている。

・ロー リスク ・ロー リターンに終止することが多

いo
・マ ネジ メン ト支援は しない。

(IV) 閉鎖的購買者のオーブン化

・失敗もあるが、新たな価値がある場合は、実績 が

な くても購買することも多い。
・先端研究でも㎜Aで は、 「ほ しいもの」を明確

にして関連する。

・基本的 に横ならび、又はブラン ドのあるもののみ

購 買す る。
・先端研究では、できたものを作 り手が売るのみ

で、本来の購買者が不在。

*tnitialPublicOffering
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詳細 は本報告 の主 旨で ないので省 くが 、例 えば調達制度 を考 えてみ る と、制度的 にユ ーザ

ーを早期 にプロジェク トに巻 き込 む ことや 、限定的 にハ イリス ク投 資 を行 わせ、加点評価 と

組 み合 わせ ることな どの工夫が有効 であ る(図13)。

鯛違制度の改善

第4章 の ま と め ・ ・'・'・'"・1'"・':"

日本の基礎研究か らのマ ーケ ッ ド'ク リエー シ ョン ・'システムは、 ようや く支援 の ための

組織がハー ドとしてで きた段階で あ り、・今 後、戦略、 システム、スキル等 の ソフ ト面あ充実

が必要 とさ'れる。

ゴ

■ ビジネス化 を自己責任 の もとで行 える場の創造

■ 潜在的 アン トレプ レナー(研究者 、学 生)へ の、 プロ フェ ッシ ョナルに よる トレーニ ング

∵'と支援

■VCの スキル向上
.'

■ シーズ ドリブ ンのみ のR&Dプ ロ ジ ェク トか ら、ユ ーザ ー もまきこ んだR&Dプ ロジ ェ.ク

トへ の変更 と、事務担 当 とマーケ ット ・クリエ ーシ ョン担 当の相互評価 システ ムの導入

による、閉鎖 された調達制度 の オー プン化 な ど。

'1

、 ㌻司'1'
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付属資料5

日本における情報技術関連研究開発 プロジェク ト

1.調 査 目的

本調査は、情報産業の競争力強化に向けた方策の立案に役立てることを念頭に、各省庁が

進める研究開発プロジェクトのうち、情報技術の利用 ・応用が想定 されるプロジェクトを抽

出し、その内容と情報技術の具体的な活用可能性、予算額、体制等を把握することを目的と

した。併せて、情報技術の進化と実用化を促進しつつ、ソフトウェア開発力を高め、情報産

業の育成に結びつ くような研究開発プロジェクトの推進方策のあり方を検討した。

2.情 報技術関連の研究開発 プロジェクトの把握

(1)情報技術 関連 予算の総額

高度情報通信社 会推 進本部発表 の「研究 開発活動の情報化 実施 指針 に係 る関係省庁の施策」

に よる と、研究 開発活動 に係 る予算 は、平成8年 度予算 で1,638億 円、平成9年 度政府原 案

で1,749億 円で ある。 これ らが総予算額 に占め る割合 は、0.3%程 度 である。

(2)各省庁の主な情報技術関連プロジェクト

①研究開発活動に係わる情報技術関連プロジェクト

「研究開発活動の情報化実施指針に係る関係省庁の施策」に挙がっている施策のうち、

平成8年 度 ない し平成9年 度 の予算額 が1億 円を超える比較的大 きなものについて、

明らかに機器の購入費やシステムの運営費が中心で研究開発的要素がないと思われる

名称の施策を除外 し、その概要、予算構成、情報技術との関連性の有無等を整理 した。

②その他の情報技術関連プロジェクト

高度情報通信社会推進本部が発表した平成9年 度 における 「情報通信 の高度化に資す

る施策(予 算措置 を伴 うもの)」 も参考にして、アプリケーシ ョン寄 りの施策につい

ても、① と同様に、予算額が1億 円を超えるものに注目 し、研究開発的要素があると

思われる施策について、その概要、予算構成、情報技術 との関連性の有無等を整理し

一 付5-1一



た 。

③情報技術関連の研究開発に結びつく施策の絞り込み

①、②で抽出 し、調査 した結果、情報技術関連の研究開発に結びつくと思われる施策

は24に絞 り込 まれた。これ らの施策 において、具体的に情報技術がどのような場面で

利用され、どのような情報技術が必要になるかを示したものが図表1で ある。

一 付5-2一



図表1情 報技術関連の研究開発に結びつくと思われる施策例

具体的な施策例 情報技術との関連性

1

省庁名

施策名 施策概要 情報技術の利用目的・場面 必要となる情報技術

がん診療支援システム 国立 がんセンター を中心に全 国のがん診療 ・研 ・がん全般に関する遠隔診断(遠 隔診断TV会 ・高精細画像処理 ・伝送(リ アルタイムによる

究機関 をネ ッ トワーク化 し、遠隔診断 、TV会 議等)、 類似症例の検索 伝送)

議等を実現する診療支援システム構築
・実 画 像(HDTVレ ベ ル)

、CT・MR画 像 、
・3次 元画像処理(ス キャン画像 の3次 元構築)

血管造影画像の伝送 ・検索による統合診断支 ・高速情報検索用推論 エンジン

厚生省

援 ・統合型 ブラ ウザ

循環器病診療システム 国立循環器病センターを中心に全国の循環器病 ・循環器病全般に関する遠隔診断、類似症例の ・高精細画像 処理 ・伝送

診療機 関 をネ ッ トワー ク化(ク ローズ型)し 、 検索 ・高速情報検索
'

診断・治療に関する支援、最新の情報提供等を ・遠隔診断TV会 議 ・統合型 ブラウザ

実現する診療支援システム ・ レポ ーテ ィング システム

農業農村整備における地理情報システム(Gl 土地改良長期計画作成のための各種調査の効率 ・地図情報を利用した農村整備状況の管理 ・ デ ー タベ ー ス 技術

1

S)の 活用 的実施 に必要 なG|Sネ ッ トワーク システムの ・用途 別面積 の集計 ・ イ ン ター ネ ッ ト技 術

構築 ・地図情報(1/2500)技 術

,,

農林水産省 漁獲管理情報処理システム開発事業 「海洋生物資源の保存及び管理に関する法律」 ・漁獲 、水揚 げデータの集計、解 析 ・デ ータ集計 ソフ トウェア

1

等関連4法 案に基づく漁獲可能量(TAC)の ・漁船 原簿データ、漁業許可デー タの登録、検 ・ デ ー タベ ース 技術

Il
決定 と適切 な資源管理 を行 うための コンビュー 索

司
タネ ッ トワー クの構築

1

宰 気象業務の推進 静止気象衛星等を活用した観測予報、地震・火 ・有線 、無線 によるデー タの収集 ・高速デ ータ伝送
ω

山対策、地球環境問題への対応等デ ータ収集、 ・収集 データの解析 ・並列計算等予報アルゴ リズム

1 解析、予測 ・気象等の予測

電子海図システム整備 船舶の交通の安全確保のため、電子海図の作成 ・海図情報 とレーダ映像 等 との組み合 わせ ・海図 と他の数値データ との重 ね合 わせ

運輸省 と電子海図表示 システムのバ ージョンアップ ・必要海図の自動ロー ド、 自動ス クロール ・データ表示 ソフ トウェア

・航海記録の保存 ・再現

・ ・ マ 航空衛星システムの整備による航空管制能力の 1999年打ち上げ予定の運輸多目的衛星を中心と ・衛星 と地上設備 とのデ ータ伝送 ・高速 データ伝送

向上 した次世代の航空保安システムの構築 ・受信デ ータの解析 による最適ル ー ト選択 ・データ解析 ソフ トウェア

衛星通信大学間ネッ トワーク構築事業(ス ペ ー 衛星通信を利用した国立大学間の情報通信ネッ ・双方 向の画像利用 による合同 の授 業、ゼ ミ、 ・映像 データの圧縮 、再生、高速伝送

ス ・コラボ レーシ ョン ・システム事業) トワークの整備による高等教育の高度化推進 シンポジウム等 ・教育 ・研 究活動用 インタフェース
〉

文部省 文化情報総合システムの整備充実 指定文化 財、国立美術館 ・博物館等 の収蔵品 、 ・画像 データベ ースの構築 ・ 画像 デ ー タ ベ ー ス

公立文化施設の事業等の情報に関するデータベ ・施設問の高精細画像の交換 ・高精細画像の伝送

一ス とネ ッ トワー クの構築 ・文化財等の各種情報検索 ・情報検索ブラウザ

lTS(高 度道路交通 システム)の 推進 道路と車両を情報通信技術を用いて一体のシス ・交通 管理 、道路管理 ・ レーダ等による交通状況監視、分析

警察庁 、通商産 」 テム とし、ナ ビゲー ションシステムの高度化 、 ・運転操作 の自動化 ・信号、車両の制御

業省 、運輸省 ご 安全運転の支援、交通管理の最適化、道路管理 ・ 自動運転のための画像認識 、情報提供

郵政省 、建設省 の効率化等を促進
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図表1情 報技術関連の研究開発に結びつくと思われる施策例

呼
具体的な施策例

づ 錫 鴨.●,.ケ ・'〔 、.'.・T、 ■「,'Ar .情 報技術 との関連性
省庁名

施策名 _.施 策概要 情報技術の利用目的 ・場面 必要となる情報技術
..'■'

警察庁

交通管理システムの充実・高度化
、 ≠,

..■

"

道路交通における安全性の向上、快適性の向上
を達成し、環境保全に資するため、交通管制の

高度化、信号機の地域制御化、車両感知器・交
通監視用テレビ等交通情報提供装置の整備、等

・ ドライバーへの交通情報の提供

・目的地までの最適経路誘導
F一

・・モバイル通信技術

・自動車の動的制御技術

・地図情 報技術

一 ×

情報通信基盤技術に関する基礎的・汎用的技術 大量 ・多種 の情 報 を高速 ・高効率で伝 送 し、マ ・超 高速ネ ッ トワー クの構築、運用 ・光 ファイバ、衛星通信 、移動体通信 における
の研 究 開 発 一一'杉

,.

ルチキャ リア環境 下での高信 頼 ・高 品質で、有
線無線二体 の情 報通信 ネ ッ トワーク を構築する

'
・ユニバーサル端 末め 構成

・超 高精細映像 の生成 、映像 デー タベース等の高
超高速データ伝 送
・超 高精細映像 の生成 、蓄積、圧縮、伝送

⊆
A'

基盤技術を確立する研究開発 ・w● 度映像の利用
}

郵政省

マルチメデ ィア ・バーチ ャル ・ラボの構築 全国各地の研究開発機関 を高速 ネッ ト.ワークで

結ぶ ことに より:あ たかも1つ の研究所で研究

開発 を実施 しているような環境の実現(ラ ボの

試行的構築 と実証実験の実施)

・リアルな映像 や音 声を高 い臨場 感で交換

.・大量 データを分散処理

・'大量デ ータを複数回線 に分割 して超高速伝 送

±

・

・高精細映像伝送

・分散処理 アル ゴリズム

・超高速 データ伝送

'

地球環境計測技術の研究開発等 地球環境に関する各種データの計測と解析のた ・衛星、 レーダ等 からのデ ータの処理 ・高速 データ処理

1

めの機器 、ネ ッ トワー ク技術、 ソフ トウェア等

の開発

・上層大気微量ガスの リモ ー トセンシング ・ リモー トセ ンシング等画像解析

・大容量データ伝送

ヰ
m

研究情報整備 ・省際 ネッ トワーク推進 研究者間の情報流通のための基盤となる各種デ ・遠隔診療、研究等のための医用画像の伝送 ・大容量データ、高精細画像伝送

ム
一タベース、研 究情報ネ ッ トワー クの研 究、整 ・ネットワークの運用" ・画像解 析ソフ トウェア'

1
備 ・データベースの構 築 と利用 ・伝 送経路制御 アル ゴリズム 7

・データ蓄積手法

▲ 、
・情 報検索 ブラウザ

高度計算科学技術の推進 航空宇宙 、地球科 学技術 、原子 力、新材料 ・ラ ・自然界 の物理現象 、化 学反応 等の数値 シミュ レ ・並列 計算アル ゴリズム

イフサイエンスの各分野のニーズに対応する高
度並列計算技術の開発

一ション

・現像 の解析 、予測

・ シ ミュ レー シ ョ ンモ デ ル

・ シ ミュ レー タ制作

地球観測情報システムの整備 地球観測衛星から得られたデータを提供するた ・地球観測 データの統合 的管理 ・データ処理 アルゴ リズム

めの情報 システムの開発 、試作 ・衛星デ ータと地上観測 データ等 を組 み合 わせた

高次処理デ ータセッ トの生成

,̀

科学技術庁 地球観測情報応用解析システムの開発 地球観測衛星から得られたデータを処理・解析
するためのデータ解析技術の開発

・高次処理デー タセ ッ トの解析

・高次解析データセ ッ トの応用
'

・デ ータ処理アルゴ リズム

宇宙用通信機器技術の研究 宇宙活動に必要な通信システムの確立のための ・観 測衛星、宇宙ステー ションと地球局 との大容 ・大容■データ通信

宇宙用通信機器の開発 量データ伝 送 とデータ処理
二

・衛星通信における符号変調方式の標準化

1

今

地球観測衛星データ処理技術の研究 地球観測衛星から得られたデータから地球環境 ・衛 星データの4次 元同化等デー タ組み合わせ ・デー タ処理 アルゴリズム

の将来予測を行うためのデータ処理技術の開発
一

・デー タ蓄積 手法

`

・予測 アルゴ リズム
」F '

高機能基盤 データベ ースの開発' 一般 的なデ ータ を体系的、網羅 的に整 備 した研 ・物 質構造 、ヒ トDNA塩 基配列の分析、予測、 ・データ解析 アル ゴリズム.究者支援型 データベースの開発
補完 ・解析結 果の表示、 ビジュアライズ一 プ 、ン,〉

・解析結果 めイメージ出ガ'

v '・ 二 二`

1̀1



図表1情 報技術関連の研究開発に結びつ くと思われる施策例

1

葦
切
山
1

具体的な施策例 情報技術との関連性
省庁名

施策名 施策概要 情報技術の利用目的・場面 必要となる情報技術

電子図書館システムの技術開発 分散して所在する電子化された文献をネット ・蔵書情報の検索 ・ ネ ッ トワー ク技 術

ワークを通じて有機的に利用可能にする次世 ・電子化図書 の表示 、利用 ・デー タベース技術

代の電子図書館システムの開発推進 ・高精細画像処理技術
・イ ンタ フェース技術

新ソフトウェア構造化モデル研究開発 計算機 を取 り巻 く環境の変化 に対 して、ソフ ・マイクロマシンの制御 プログラム ・
、エ ー ジ ェン ト指 向 言 語

トウェア自身が プログラム構成 やその内容 を .・ 協 調 計 算 モデ ル 、

変化させ、柔軟かつ臨機応変に対応できるよ
うな協調機能 をもったエー ジェン ト部品に よ

り構成 され るソフ トウェアアー キテ グチ ャの
.L 開発.

通商産業省

電子商取引の普及促進事業. 地域の中堅 ・中小企業へのエ レク トロニ ック ・ネ ッ トワー クを介 した商取引 ・ ネッ トワーク技術

コマースの普及 を促 進するため、中堅 ・中小 ・個人情報、決済情報の秘匿 ・暗号技術

企業を核とした電子商取引のモデル事業の実

施、先進的な技術開発・実証実験

次世代情報処理技術基盤開発事業(RWC) 21世 紀の高度情報化社会に必要な、現実社 (技術 シーズの開発) ・基盤的技術(意 味処理 、不完全情報処理技術 、
会 の暖昧で誤 りも含 む大量のマルチメデ ィア 実時間処理技術、等)
情報を、現実的な時間の範囲内で処理しうる ・裾野応用技術(超 高速 ・超大容量計算処理技

革新 的なコン ピュータ技術 の研 究開発 を推進 術、高信頼度 システム技術、光技術、等)
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3.情 報技術関連の研究開発プロジェク トの推進方策のあり方の検討

(1)各省庁の情報技術関連研究開発予算の動向

今日の情報技術関連研究開発を含むと思われる施策は、従来から情報技術に関しての研究

開発、基盤技術開発などを行ってきた通商産業省、郵政省、科学技術庁、文部省などの省庁

だけでなく、アプリケーションを実際に活用する場面を持つ省庁(厚 生省、農林水産省、運

輸省、建設省など)に も相当数存在する。そこでは、情報技術を活用したアプリケーション

開発を行い始めており、情報技術関連の研究開発は全省庁的な広が りを見せ始めているとい

える(図 表2)。

ただ し、個々の施策の予算規模は十億円にも満たないものが多 く、実際に情報技術の研究

開発に振り向けられている金額は、極めて少額になっているものと推定される。実質的に情

報技術の研究開発が可能な十億円単位の予算が付いている施策は、補正予算の場合に多い。

図表2情 報技術関連研究開発の範囲拡大

ア
プ

リ

ケ

ー

シ

ョ

ン
開

発

=

基

盤

的

技

術

開

発

閨

『 撃 運竺省璽(⑳(垂(i⑳

欝㍉＼

:情 報 技術関連研究開発のプロジェク トの

対象範囲

これまでの情報
技術関連研究開
発の主たる範囲
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付属資料5日 本における情報技術関連研究開発プロジェク ト

(2)情報技術 関連 プロジェク トの動向

各施策の中で展 開され るプロジェク トベースでの整理か ら、次 のこ とが言 える。

①従来の情報技術関連省庁から他省庁への広がり

従来、情報技術の研究開発を行ってきた通商産業省、郵政省、科学技術庁といった情報

技術関連省庁だけでなく、具体的な適用を行っていくアプリケーション中心の省庁(厚

生省、農林水産省、建設省等)に も情報技術関連プロジェク トが数多く展開されつつあ

る。

② アプリケー シ ョン側 での ソフ トウェア開発の共通性

それ ら アプ リケーシ ョン中心の省庁での情 報技術 関連 プロジ ェク トにおいては 、類似 の

情報技術 、ハ ー ドウェア ・ソフ トウェア開発が含 まれている ことが多 く、特 にソフ トウ

ェア開発 に関 して は共通 的要素が多 く含 まれるこ とが想定 され る。

(3)今後 の推進方向

以上 のこ とか ら、ア プ リケーシ ョン側での ソフ トウェア開発 が今 後飛 躍的 に増加す る もの

と予想 され、 しか も、 それ らには共通 的な要素 も多い ことか ら、今 後 は、情報技術開発 を効

率 的、効果 的に進 める必 要がある。 このこ とは、開発業務 を担 うソ フ トウェア産業の振興、

さらには ソフ トウェア産業 を通 した経済振興、地域活性化 とい う観 点か らも意義が大 きい。

そのため今後 は、次 の ような方向で情報技術の研究 開発 を進 める必 要が ある と考 えられる。

①予算制度の中での情報技術の位置づけの明確化

これまでの各省庁の予算策定の段階において、情報技術、特にソフトウェア開発や新技

術開発に関 しては、評価が曖昧であり、予算獲得のためには建物整備や基盤整備などの

ハー ド整備 に抱き合わせて、予算編成が行われることが多かった。今後、情報技術にお

ける研究開発の重要性が増す中では、予算編成の段階においても、情報技術関連研究開

発を明確に位置づけ、その内容、到達目標等を明示することが必要である。そして何よ

りも、十分 な研究開発成果が期待 し得る十億円規模あるいはそれ以上の予算額を割り当

てていくことが必要である。

② アプ リケー シ ョン ・ニーズ側主導のプロジェク ト運営 の推 進

ITS(高 度道路交通 シ ステム)、 電子 図書館 な ど省庁 間に も連携 の機運 は高 まって き

てい る。情 報技術 開発 には、アプ リケー シ ョン ・ユ ーザ側 のニーズ と技術 シーズ側 の適

切 なマ ッチ ングが不可欠 であ り、 こう した連携の機運 を さらに高 め、密接 な プロジェ ク
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ト立 案、運 営が必要であ る。 この た め、技術 シーズ側 では、ユ ーザ ・ニーズ をよ く理解

し、共通 的 な技術 を応用展 開 した り、先進的 な技術開発 に挑戦 してい くことが必 要であ

る。一方 、 アプ リケーシ ョン ・ユ ーザ側 で も、情報技 術 の重要性 を認識 し、技術 シーズ

をどの ように組み合 わせ てい くと当初のニ ーズ を満た す ことが で きるか につ いて知見 を

持 つ ことが 必要 となる。特 に、情 報技術 の発展 ・実用 化 のためには、 アプ リケー シ ョン

中心 の省庁が 中心 となってプロジェ ク トを運営 してい くこ とが必 要 となる。

③省庁横 断的機能の よ り一層 の整備 ・充実

情 報技 術 開発関連 プロジ ェク トは、それぞ れ独 立 に研 究開発 に取 り組み 、評価 まで 自己

完結 してい るため、省庁 内外 を問 わず、他 の研 究開発 プロジェグ トとの連携 が希 薄にな

ってい る。研究 開発の企 画段 階に おいて、 シーズの開発 か らアプ リケー シ ョンへ の具体

化 までのグ ラン ドデザ インが描 かれていない ことが多い。

しか し、情報技術分野 においては、 よ り一 層の省庁間連携が 必要 であ り、密接 なプロジ

ェク ト立案 、企画、運営 、評価 が必 要であ る。そのた め には、 それぞれの情 報技術 ご と

にグラン ドデザ インが描 かれる こ とが必 要であ り、省 庁横断的 な コーデ ィネ ーータやマ ッ

チ ング機能 の整備 ・充実が必要 であろ う。
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付属資料5日 本における情報技術関連研究開発プロジェク ト

図表3省 庁横断的機能の整備 ・充実

情報技術関連研究開発
に対する予算の増額

◎

アプリケーション・ユーザ

◎墨
ニーズの的確な反映

(その他省庁)

諭・
基盤的技術開発

(通商産業省等)

アプリケーション・ニーズ側

主導のプロジェクト運 営

シーズ開発からアプリケーション

開発に至るグランドデザインが重要

ト ー
基礎研究

(文部省等)

アプリケーション・ユーザ

(産 業界)
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付属資料6

日本の大学における代表的な情報技術関連研究開発

1目 的

本調査 の 目的 は、 わが 国の代表的な大学 における情報技術 関連研究 テーマの一覧表 を作成

し、分野別の総括 表 を作成 するこ とによ り、わが 国の大学 にお ける研 究開発 の特徴 お よびそ

の研 究 に従 事 している研究者 を抽出す るこ とであ る。 これ らの調査 結果 を利用 し、米 国の大

学の研 究開発 テーマ と比較 する ことによって、わが国の大学 の研 究開発 が、 さらにどの よう

な特徴 を持 っているか を明確 に分析す るこ とが可能 にな る。これは、わが国 におけ る産 ・学 ・

官の共同研究の可能性を検討し、共同研究プロジェクトを推進できる研究者の抽出を行う重

要なポイ ン トになる ものであ る。

2調 査対象大学

実績、規模、知名度 などの点から、以下の大学を調査対象と定めた。

(旧帝大)

・北海道大学、東北大学、東京大学、名古屋大学、京都大学、大阪大学、九州大学

(旧帝大以外の国立大学)

・筑波大学、東京工業大学、電気通信大学、北陸先端科学技術大学院大学、奈良先端科学

技術大学院大学

(私立大学)

・慶応義塾大学、早稲 田大学、東京理科大学

このほかの大学については除外 しているわけではなく、内容的に優れた研究テーマであれ

ば一覧表に加えることとした。

3調 査文献

以下 の文献 を本調査 の調査対 象 とした。

◆ 「研 究者 ・研 究課 題総覧1996」 、文部 省学術情 報セ ンター監修 、電気 ・電子情 報学
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術振興財団編

・第5分 冊 工学 ・… 電気電子工学(情 報通信工学)

・第8分 冊 複合領域 … ・情報科学(計 算機科学 、知能情 報学 、情報 システ ム学)

◆ 「全 国大学研究機 関ガイ ドブック」 、株式会社 アーバ ンプ ロデュース

◆ 情報処理 振興事業協会 、創造的 ソフ トウ ェア育成 事業に係 る採択予定 テ ーマ(同協会

WWWホ ームペ ー ジよ り)

・暗号技術 及びその応用技術 の開発 に係 る採択予定 テーマ一覧

・創造 的 ソフ トウェア育成事業 に係 る採択予定 テーマ一覧(第1次)

・創造 的 ソフ トウェア育成事業 に係 る採択予定 テーマ一覧(第2次)

・創造 的 ソフ トウェア育成事業 に係 る採択予定 テーマ一覧(第3次)

4作 業 フロー

調査対象の抽 出か ら総括表 の作成 までの作業工程 につ いて、以下の作業 フロー にま とめた。

ー
録煙出植園範象対査調1

'

十

▼

ト

'

ト
,

'

1

ー

定設ド
ー
ワ
ー
キ2

ー

史談野分3
ー

理整目細野分4

1

成作表括総5

1

図1作 業 フロー

4.1調 査対象範 囲の抽出 ・登録

調査対 象文献 は国 内の大部分 の大 学 と研 究テ ーマ について記 載 されてい る.ので、

査対象大学」 にある絞 り込み を行 った。
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付属資料6日 本の大学における代表的な情報技術関連研究開発

4.2キ ーワー ド設定

登録 された研究 テーマ毎 にキー ワー ドを設定 した。キー ワー ドの設定 に関 しては最初研 究

テーマ を一言 で表す こ とに重 点 を置いた。 その後、分野分 け を行 う際 に グルー ピングを行 う

と きによ り一般 的なキー ワー ドに統一 していった。

4.3分 野設定

キーワー ドをグルー ピ ング し、 なるべ くレベルの揃 った分野名 を設定 した。

キー ワー ドのついてい ない研究 テーマ は分野 も割 り当 てないこ ととした。

研 究テーマか らキー ワー ドを抽 出 し、 キ ーワー ドをグルー ピングす る とい うボ トムア ップ

的手 法 をとった。

4.4分 野 ・細 目整理

分野 ごとのバ ラ ンス(研 究 テーマ数、テ ーマの内容)を 考 えて総括表 の分野 、細 目を決定

した。 「4.3分 野設定」 でつ けられた分野 とキーワー ドを流用す ることとした。

4.5総 括表作 成

全 ての対 象研究 テーマが登録 され、分野 ・細 目が決定 され たワー クシー トに対 して、以下

の ソー ト順で ソー トした。

1.分 野

2.細 目

3.大 学

5総 括表

すべ ての対象文献 に対 して、抽 出 したテ ーマ に対 して分野 、細 目を付加 した ものの一覧 は、

「調査 資料:情 報関連産業へ の国の投 資 による経 済効 果予測」 の第II部 の総括表 セクシ ョン

に示 す。

6分 野別研究テーマ登録件数

以下の グラフでは、分 野別の細 目に含 まれる研究 テーマの件数の上位10細 目について図示

した ものであ る。
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[分銀側細 微1
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一インターフェース

音声処理

ンインターフェース

音声認澄

.
文字認識

自然言語

マルチメディア

音声対話システム

音声対話

ルインターフエース
1/L/L/レ 〆r!ゾ M

o 1 2 3

⑭
4 5 6 7

一
画

マルチメディアDB

病院情報システム

記憶システム

並列分散システム

並列DB

分散ジステム

七生産システム

診断支援システム

オブジェクト指向DB

1允既激靭θ序章1

⑭

※グラフか らもれているが 、情報ベ ースシス テム、画像DB、

一 ジェン トシステム も2件 あ った
。

遠隔医療 システ ム、移動 ロボ ッ ト、マルチエ

一 付6-4一



'
付属資料6日 本の大学における代表的な情報技術関連研究開発
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インターネット

ATM

マルチメディアネットワーク

ISDN

ネットワーク管理

性能評価

ニューラルネットワーク

コンピュータ・ネットワーク

無線ネットワーク

ァーキテクテヤ
1/レ/ r/`/、 ←・・ ←・L/・1/

01234-「 ・1ら「5ミ 旦 ☆6

⑭

※グラフか らもれているが 、 ファイル共有、 マルチメディア、LAN、 ル ー テ ィング、移動、医学応用、管

理、記憶 シスデム、計算機 、光、航空通信 、高速 ネ ッ トワー ク、 コミュニ ケー シ ョン、設計 、通信 ネッ トウ

ーク
、分散 ネッ トワー クも1件 あった。

ソフトウエア閉

分散システ

分散処

、1分既郷間θ岸塑
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⌒ 分蜆測摺身岸設

圃
画像処理

音声処理羅

言語処理

信号処理

音声顕 露

3D画 像処理鰯

トCG

パターン認漠1

言語理解

画像理解
∵

ト

,/'ノt/1/`/L/
051015202530

⑭

厘鮒 シスみ1

囲

知的教育システ

知 的ロボッ

知識ペー

教育システ

発想支援システ

ヒューマン・フレンドリー・システ

ファジィ・エキスパート・システ

分銀瀕御β件数

25

⑭
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付属資料6日 本の大学における代表的な情報技術関連研究開発
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7総 論

本調査 はわが国の代表 的な大学 にお ける情報技術 関連の研 究テーマ を網羅 的 に調査 し、一

覧表 を作成す ることが趣 旨で ある。その 中で、研究 テーマ をグルー ピング して分野 と細 目に

分類 したが、その分類分 けに関 しては まっ た く他 の分類方法(文 献 、学会 、大学 の学部学科

等)を 参照す ることな く行 った。そめ結 果、以下の分野が選ばれた。

●

●

●

●

●

●

●

●

インター フェース

システム

ネ ッ トワー ク

計算機

情報処理

知 的 システム

通信

理論

これか ら、 それぞれの分野 について中心 とな る研究 テーマ、注 目すべ き研 究 テーマ等 をま

とめる。 まとめるにおいて、以下 の点 について考慮 した。

■ 研究 テーマか ら内容 を類推 してい ること

■ 研究規模が考慮 されていない

■ 研究実績が考慮 されていない

以上 のこ とか ら以下の まとめは、研 究 テ ーマ を 「点」 だ として、点の集 ま りを 「面」 と し

て扱い、面積の広い もの、点の密度の高 い もの を抽 出す ることといえ る。

＼

分野 まとめ

イ ンター フェース

件 数:52

この 分野 の研究 テーマ の ほとんどが"イ ンターフ ェース"を 使 ってお り、研 究分野

と して確 立 しつ つあ る ことを予感 させ る。 インターフェースか ら一歩進んで"イ ン

タラクション"と い うキー ワー ドも見受け られる。

そのほか には、 身体 障 害者支援、医 療現場でのイ ンターフェー スの研 究 も見 受 け ら

れ、イ ンターフェースの多様化が うかがえ る。

システム

件数:107

データベースや、教育支援などの従来からある、確立 された研究分野の件数が多い。

先進的なシステムであ っても、研究 テーマに現れないことがそのような研究分野が

キーワー ドとして見受けられない原因の一つと挙げられる。

データベースシステムの中でも画像やマルチメディアを扱 うものが圧倒的多数を占

めており、マルチメディアデータベースの研究分野の活気が うかがえる。
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ネ ッ トワー ク

件数:46

"ATM"や"ISDN"の よ うな基盤技術 に関す る研究が多 い
。 しか し、最近話題の分野であ

るのに件数が少 ない の と、"イ ン トラネッ ト"、"ネ ッ トワークコンピ ューテ ィング"、
"グ ル ープワーク"な どの最近話 題 とな ってい る技術分野 のキーワー ドが少 なか った こと

が特徴 的 である。 しか し、 これ らの研 究分野は恐 らく"分 散 コンピュー ティング"、"分

散 システム"の よ うに一般的 に呼 ばれているこ とも考 え られ る。

計算機

件数:257

ハ ー ドウ ェア とソフ トウェアをま とめた分野だ けに件数 は多 い。件数的 には"ソ フ トウェ

ア"、"プ ログラ ミ ング"、"ソ フ トウェア開発"が 圧倒 的 に多 い。 しか しこれ らの よう

な、 よ り一般的な ソフ トウェア研究分野のほかには、"ア ー キテクチャ"、"コ ンパ イラ"、
"OS"な どのわが国が弱 いとされ る分野 にもある程度 の件数 があることが特筆 され る

。
"分 散"

、"並 列"は ハ ー ドウェア、 ソフ トウェア的に も件 数は多 い。
"コ ン ピ

ュー タビジ ョン"は 「イ ンターフェー ス」 とも 「知 的システム」 ともとれ そ うだ

が、本分野 に分類 した。

情報処理

件数:197

件数的 には画像認識/処 理、音声認識/処 理が多 く、本分野を代表する研究分野であると

言える。

全体的に一般的な名称の研究テーマが多 く、画像処理、音声(音響)処理に"バ ーチャルリア

リティ"に 近いもの も見受けられたが、最近注 目されてい る分野であるのに件数的には少

なかった。

言語処理、文書認識がその他の分野 としては件数的には多 く、逆に文字認識、手書 き認識

などの研究テーマは相対的に少なかった。文字認識、手書 き認識は実用段階に入 りつつあ

ること示唆 している。

知的システム

件数:40

研究 テ ーマ として件 数的 には"エ キスパー トシ ステム"が 多い。類似 分 野 として"知 識ベ
ース"や 、"知 識DB"も 多 い。

しか し、 それ以外の 分野で は、実 際のシステム/実 現性が あ ると判断で きるシステム を研

究 テーマ としてい る研究者が少 ない。研 究テーマ として挙 げ られてい ない ことも考 え られ

るが 、知 的システム全体の件数 も少 ない。

他 の研 究 テーマ とは違 い、か な り実現性 が高い と判 断で きる"知 的 ロボ ッ ト"の 研究 が数

件見受 け られた。

通信

件数:56

基盤技 術 である、"光"、"移 動"、"衛 星"、"無 線"の 分野 の研究 テーマが多 い。移

動体通 信 はモバイル コン ピュー テ ィングとともに、最近注 目の技術 であ り、"移 動"通 信

分 野の件 数は16件 と比較的多 く、多 くの研 究者の関心 を集 めているこ とが うかが える。

理論

件数:302

純粋 な"理 論"や"手 法"ば か りでは な く、机 上の研究 はすべ て本分野 に分類 してい るた

め、件 数 としては一番多い。概念的 な研 究では、"ア ル ゴ リズム"、"問 題解決"が 多 く、

他 には、"シ ミュ レーシ ョン"、"モ デ リング"が 多い。

上記の 一般的な理論 的研究 のほか に特筆で きる 分野 として は"セ キュ リテ ィ"や"暗 号"

な ど最近注 目を集 めている分野があ り、数件見受け られた。

最後 に全体 的 に言 えることは、研究 テー マに 目新 しい ものがあ ま り見 当た らない、 とい う

ことである。研 究 テーマ を一文で まとめる とよ り一般的 なキー ワー ドを使 うことも、新鮮 な

キー ワー ドが ない こ との要因の一つ と考 え られる。 しか し、比 較的新 しいバーチ ャル リア リ

テ ィ、イ ンター ネ ッ トな どのキー ワー ドを含 む研究が少 なか った ことである。 この ことは、

新規 の分野 に対 す る研 究が少 ない ことでは必ず しもないが、新 規分 野 に対 して研究分野 を設

定す る ことが 多 くない こ とを示唆 している と言 える。

分野毎 の件 数か ら言 えることは、理論 的研究 テーマが多い とい うことであ る。その反対 に、
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実現性 のある研究 テーマ は少 なか った。わ が国 にお ける産 ・学 ・官 の共同研究 を推進 してい

く上では、大学 内の事情、制度上の問題 点 は別 として も、土台 となる研究 テーマが 少な く、

推 進役 となる研究者 の数 も同様 に少ない とい える。
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付属資料7

情報関連産業への国の投資による経済効果予測

2.情 報 関連産業への公 的なR&D投 資 と民間のR&D投 資

3.R&D投 資 お よびR&Dス トックの増加 と総要素生産性 の向上

4.資 本 お よび労働 の変化 と総要素生産性 の向上 による価格低 下 と市場 の拡大 ・∵ ・6

5.シ ミュ レーシ ョン結果 一一国の投資 による市場拡大効果 と国全体へ の影響 ・・∵8

5.1

5.2投 資先産業 の生産増加額(拡 大す る市場規模)

5.3全 産業生 産増加額(拡 大 する市場規模)

まとめ 一一ソフ ト産業の発展 と国全体への影響

10

cll

はじめに

1980年 代 には自動車産業 や電気 ・電子 機械 産業が、 わが 国経済 の牽 引役 を果 た して きたが、

これか らの次の牽引役 を果 たす産業が求め られている。他方 、今後 さらに進展す る と考 え ら

れる情報化社 会の 中で は、産業経済面 において も情報関連産業が牽 引役 を果 たす こ とを期待

されてお り、情報関連 のハ ー ドとの補完的 な相互 関連 を もって、今 まで以上 に ソフ トの果 た

す役割が大 きな もの となる とみ られ る。

一方
、現在 の 曲が り角 にあるわが 国産業経 済のなかで 、社会 のニ ーズ も大 き く変わ りつつ

ある。わが国産業 はこの ようなニーズの変化 に対応 して、新 しい市 場分野 に取 り組 んでい く

必要があ る。その指針 として、経済審議 会や産業構造審議会 な どで 検討 された ビジ ョン等 が

まとめ られてい る。

そこで、本調査研 究 においては、社会のニーズ変化へ の対応 を織 り込 んだ国の施策、戦略

の中におけ るソフ トの位 置づ け を明確化す るため に、その施策 お よびそれ に従 って行 われる
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公 的な開発投資が ソフ ト産業 お よびその他 の産業へ与 える効果 を計 測す ることによ り、 ソフ

ト産業 の発展 に果たす役割 を明 らか に した。 また、この ような情報 関連 の公 的 な投 資 をソフ

ト産業へ振 り向けた場 合 と、他の産業分野 に振 り向けた場合 とを比 較す ることによって、情

報化社会 において重要 な役割 を果 たす と考 え られるソフ ト産業 関連 の公 的開発投 資が持つ、

ソフ ト産業お よびわが 国に とっての意義 を明 らか に した。

1.調 査の考 え方

本 調査研 究は、公的 な開発投資 が ソフ ト産業お よびその他 の産業 へ与 える効果 を計測 して、

ソフ ト産業 の発展 に果 たす役割 を明 らか にす ることを目的 としてい る。 ここで は、情報関連

の公 的 な投資額 を他 の 産業分野へ振 り向けた場合 も計 測 し、比較分 析 を行 うこ とに より、そ

の支 出分野毎 の効果 を見 る。その比較対 象産業 と しては、輸送機械 な どを取 り上 げた。以下、

この比較対象 との間で、投資 の効果 につ き検討す る。

政府の投資支出の効果 を把握す るために、 図1に 示す ような流れで分析 を行 った。

は じめ に前提 とす る政府 の支 出額 を設定 した。 これ につ いて は2.で 後述 す る3つ のケー

ス を設定 した(図 中の①)。 政府 の支 出 に伴 って、 それ を受 け止 めた 業種 にお いて民間の

R&Dも 行 われる。その民間 を含 むR&D投 資 を推計 した(図 中の②)。

このR&D投 資 は、毎年 、R&Dス トックと して積 み上が ってい く。そ してそ の積み上 が っ

たR&Dス トックが総要素生産性の向上 をもた らす ことは、従来の研 究開発投 資の効果 に関す

る研究 で検証 されている。 ここで もその考 え方 を踏襲 して、R&Dス トックの増加が総要素 生

産性 の向上 を もた らす と考 え、その関係 を把握 してお き、その関係 の下でR&Dス トックの増

加(図 中の③)に 伴 う総要素生産性 の向上 を把握 した(図 中の④)。

次 に、 この総要素生 産性の向上 は、対応す る財 ・サ ー ビスの価格 を低 下 させ る効 果がある。

それ を、産業連 関価格分析 によって計 測 した(図 中の⑤)。

この ような価格低下 が ある と、それ は、価格低下 した財 ・サー ビス に対 して企業の原材料 ・

部品等 の中間需 要 を相 対的 に増加 させ、 また、 国内の消費や投資 な ど最終需 要 を増加 させ る

効果があ る。その関係 を、価格弾性 値 として統計 的に計測 して把握 し、それ を用いて価格低

下 に伴 う需要の増加 を計 測 した(図 中の⑥)。

なお、 ここで計測 される価 格変 化 と、 それに伴 う需要の増加は、比較 の対 象 と して取 り上

げる情報サー ビス、輸 送機械 など以外 の産業部 門に も影響 を及ぼ し、すべ ての産業の価格 変

化 と需要量の変化が引 き起 こす(図 中の②'～ ⑥')。

以上の ようにして計測 したそれぞれの 比較対象 の産業毎のR&D投 資の効果 を計測 し、比較

す ることによってその効果 を評価 した(図 中の⑦)。
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図1情 報関連公的開発投資の影響

情報関連 ①

公的開発投資

民間を含む ②

情報関連R&D投 資

投資額の ②'

他産業へ振 り向 け

R&Dス トックの推計
"」

R&D③

ス トック増加

..」

他産業の ③'

R&Dス トック増加

R&Dス トック増による

総要素生産性 向上の推計

総要素生産性

向上など ④

↓

他産業の総要素

生産性向上など ④'

1
1/0価 格波及分析

"τ

価格低下 ⑤ 他産業財の

価格低下 ⑤'

1/0生 産波及分析
"τ

丁…

需要増加

国全体の需

要増加 ⑥

他産業の需要増加

国の全体の需要増加

⑥'

⑦(比 較)
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2.情 報関連産業 への公的 なR&D投 資 と民間のR&D投 資

前提 とすべ き国の情 報関連産業への投資額 を検討す る元の資料 と しては、2種 類 のデー タ

が存 在す る。一つ は内閣が とりまとめ た 「情報通信の高度化 に資す る施策」 に関する平成9

年度 の予算 である。 もう一つは科 学技術 庁が と りま とめた「科学技術 関係経 費」の うち情報 ・

電子 分野 とソフ ト分野 を対象 とす る ものであ り、 これ については平 成8年 度 のデー タが得 ら

れてい る。

ここで、前者の内閣 と りまとめのデー タは研 究開発投資(R&D投 資)の み な らず、 それ以

外 の支出が含 まれてい るの に対 して、後 者の科 学技術庁 と りま とめの デー タはR&D投 資のみ

をその内容 としている と考 え られる。

そ して、その対 象 とする分野 は、いず れ も情報通信分野 とい うこ とであ り、今 回の分析対

象 と考 えてい る情報 サ ー ビス業分野(ソ フ ト産業分野)よ りは広 ぐ、具体 的 には情報 ・電子

とソ フ トを対象 としてい る。

そこで、今 回対象 とす る国 の情報関連R&D投 資額の 前提 条件 を設定す るにあ たって、そ

の投資額の規模 の大小 による市場拡大効果の逓増 または逓減す るよ うな関係が見 られ るか否

か も含 めて検討す るため に、以下 に示す ように最大、最小 、その中 間 とい うよ うな3通 りの

ケ ースを設定す るこ ととした。

① 内 閣公表資料 の 「情報通信 の高度 化 に資す る施策」予算 の全体数値

14,822.54億 円(ケ ース1)

②① の うち、ソフ ト情報分野へ のR&D投 資 と関連の薄い建物 な どを除いた数値

12,871.26億 円(ケ ース2)

③ 科学技術庁の と りまとめた科学技術 関係経 費(電 子 関連 とソフ ト関連の合計)

166.34億 円(平 成8年 度145億 円)(ケ ース3)

この投資額 は、国が支 出す る もので あ り、 これ以外 に民 間が支出す るR&D投 資 がある。

1994年 時点の民 間のR&D投 資 額 を推計 し、設定 した3つ の公 的なR&D投 資 額の設定 値 を

上乗 せするこ とによ り各産業分野別 のR&D投 資額 を設定 した。た とえば情報 サー ビス と輸送

機械 とい う産業分野 に対 して、 それぞれ3つ の ケースの国の投資額 を上乗せ し、 この場合延

べ6ケ ースを設定 した ことになる。それ を図2に 示 した。この数値 が1995年 か ら2010年 まで

毎年 支出 され ると して以下 のシ ミュ レー シ ョンを行 った。そ して、1994年 の値 で一定 の場合

をベ ースケース と して設定 し、各1～3と ベー スケース との差 で国のR&D投 資の効果 を見 る
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こ と と した 。
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図・21994年 の各産業分野R&D投 資に国のR&D投 資を積み増 した場合の各年の投資額 、

自国の資金によるR&D投 資額1喰円R&D投資 額 ケー ス 設 定 値
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3.R&D投 資お よびR&Dス トックの増加 と総要素生産性 の向上

R&D投 資 が行われ るに伴 っ て、そ れが累積 してR&Dス トッ・クになつて い く。情 報 サ「 ビ

ス分 野 につい て、R&D投 資 が 累積 したこ とに よるス トックを推計 す る。その 際 に、R&Dス

トックの陳腐 化率 を設定 して、現在 まで に実際 に有効 なR&Dス トックが どの程度 のス トック

水準 にあるか を推計 した。比較対象 の産 業 について も、 同様 の方法 によってR&Dス トックを

推計 した(表1参 照)。

R&Dス トックが積 み上が ってい くに従 って、 ある時 間的 な ラグを伴 って、その産業 の総要

素生産性(TFP)が 向上す る。 ここで は、過去 のR&Dス トック と総要素生産性 との間で、

統計 的にその両者の関係 を推定 した。'、
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R&Dス トックの増 加率が1994年 か ら2000年 まで各 ケース毎 に求 ま り、そ れ とベー スケース

(R&D投 資 が1994年 の民 間の各投 資先 産業 のR&D投 資の みで、2000年 まで 変わ らないケー

ス)の 各対応す る投 資先産業分野 のR&Dス トックの増加率の差が計 算 され る。 これが1994年

か ら2000年 までの国の投資額 を積 み増 す ことに よるR&Dス トックの1994年 か ら2000年 にかけ

ての増 加効果 であ る。具体 的には、情報 サー ビスについて投 資額が ケース1の 場合 、1994年

か ら2000年 にかけてR&Dス トックは168.05%増 加す る。 これ に対 してベ ース ケースでは9.94

%で あ り、その差158.12%が 国の投資 に よるR&Dス トックの変化率 となっている。

これ に過 去 のR&Dス トックの増 加 と総要素 生産 性の 上 昇率 の関係 を統 計 的 に計 測 した

0.350と い う生産性 向上のパ ラ メー タを乗 ずるこ とによって、各投 資先 産業分野 毎 の国の投

資額別 の産業分野別生産性 向上率 を求め た。

この結果 を見る と、国のR&D投 資が1兆4822億 円(ケ ース1)の 場合 、情報サ ービスが

55.34%と1994年 か ら2000年 にか けて大 き く生産性 が向上 し、輸送機械 では4.53%程 度 の生

産性 向上 を もた らす。ケース3と い う166億 円程度の投 資額では、その効果 は1%未 満 に と

どまる。

表1R&Dス トックの増加 と総要素生産性の向上(ケ ース1～3)

ケ ー ス1 ケ ー ス2 ケ ー ス3

情 報サー ビス 輸送機械 情報 サー ビス 輸送機械 情報サー ビス 輸送機械

R&Dス トック(百 万 円) 1994

1995

1996

1997

1998

1999

2000

L573,336

1,646,358

1,676,045

1,695,545

1,710,242

3,055,348

4217372

8,699,956

9,276,179

9,645,625

9,843,890

9,992,775

10,125,227

11369572

1,573,336

1,646,358

L676,045

1,695,545

1,710,242

2,879,733

3889884

8,699,956

9,276,179

9,645,625

9,843,890

9,992,775

10,125,227

11221275

1,573,336

1,646,358

1,676,045

1,695,545

1,710,242

1,736,290

1757585

8,699,956

9,276,179

9,645,625

9,843,890

9,992,775

10,125,227

10255701

R&Dス トック増 加率fl994～2000)(%} 168.05

9.94

158.12

0.35

5534

30.69

17.74

12.95

0.35

453

147.24

9.94

137.30

0.35

4806

28.98

17.74

11.24

0.35

394

lL71

9.94

L77

0.35

062

17.88

17.74

0.15

0.35

005

R&Dス トリク増 加 率(ペ ースケース1994～2000)〔%)

国 の投 資 に よるR&Dス トック 変化(%)

牛 産件 パ ラ メー タ

総要 素 生 産娃向 卜率(%}

4.資 本および労働の変化と総要素生産性の向上による価格低下と市場の拡大

総要素生産性の向上 は、ある集計 され た経済的 なデー タで観測 され るレベルでは、価格 の

低 下 と、それに伴 う需 要の拡大 に繋 が る。例 えて言 えば、集積 回路 がその生産性 の向上 のた

め に価格が低下 して、 あ らゆ る機 器 に組み込 まれてい った ように、需 要の拡大が起 こる。今

回の情 報サー ビスに対 す る公 的なR&D投 資 に関 して も、 また 、他 の 産業分野 に対 す るR&D

投 資 に関 して も今 まで見 て きた ように総要素生産性の向上 が見込 まれてお り、その結果 、価

格低 下 と需要 の拡大が起 こる と考 え られ る。
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まずは じめ に総要素 生 産性 の向上 によって、その率だ け名 目の付 加価値率が小 さ くなる と

考 え られるので、生産性 の向上 につ いての計算結果 を用いて、産業 連関分析の価格分析 に よ

って生産性向上 に伴 う価格 変化 を計 算 した。

その結果、そ れぞれ投 資先産業分野 に対 応 した産業(自 産業分野)の 価格 を中心 に、価格

低 下が 見 られる。 ケ ース1の1兆4822億 円 とい う大 きな投 資額 を情報 サー ビス分野 に投資 し

た場合、情報サ ービスで は23.3%の 価格低 下がみ られる。 輸送機械分野 に投資 した場 合、輸

送機械 では1.7%と 対 応す る 自産業 分野 の価格低 下 はやや大 きい ものの 、全般 的 にその価 格

低 下効果は小 さな もの となる。

国 の投 資金額が1兆2871億 円 とい うやや少 ないケース2の 投資額 の場合 で も、ケ■一一ース1と

ほぼ同様 な価格低 下効果 が見 られ る。 ケー ス3の166億 円 とい う場 合 に は、価格低 下 効果 は

極 めて小 さい もの となる。

以上 の ような価 格低 下 による中間需要(原 材料、部品 としての使 用)と 最終需要の増加 を、

1980年 か ら1990年 のデー タによって推計 した価格の弾性値 によって求めた。

表2価 格弾性値パラメータ

中間投入の価格弾性値 国内最終需要の価格弾桝i値

1 農林水産業.
一 一

2 鉱業
一 一

3 食料品
一 一〇

.2126

4 繊維
一3
.7335

一1
.0873

5 パ ル プ ・紙
一 一

6 出版印刷
一 一8

.3853

7 化学
一〇
.4206

一2 .6075

8 石 油 ・石炭製 品
一 －Ll322

9 プ ラスチック製 品
一2
.lli7

一5
.8896

10 ゴム製品
－LOI75 一〇

.Ol76

ll 窯 業 ・土 石
一2 .3565

一〇
.0943

12 鉄鋼
一 一〇

.0943

13 非鉄金属
一〇
.1595

一5
.3777

14 金属製品
一 一14

.3912

15 一般機械 一 一

16 電 気機械(除 く、 電子)
一1
.6794

一1
.0963

7

811

電子 ・情報機器
自動車

一2
.Ol40

-3
.2598

一

一8
.6136

19 その他の輸送機械
一 一7 .8731

20 精密機械
一 一

21 その他の製造業
一〇
.3689

一

22 建設
一〇
.7802

一

23 サ ー ビス業等
一〇
.i808

一

24 情 報 サービ ス業
一100494 一660766

注:価 格弾 性値 とは、需 要関 数 においては、それ を規定する要因 と して通常 は価 格(ま たは相対 価

格)と 所得(購 入す る資金量)が 考慮 されるが、 その関係 の下で、 価格が1%変 化 した場合 に、

需要が何%変 化 す るか を示す もの。例えば、情 報サ ービス業の中 間投入 に関 しては、価格が1

%下 が るとそれ に一10.0494を乗 じた10.0494%需 要(こ の場合 には中 間投入係数)が 増加す る。
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増加 した最終需要 と中間投入係数 の効 果 を織 り込 んだ各 産業の生 産額(市 場)を 産業連 関

分析 の枠組み を用 いて求めた。

価格体系が変化 した結果 を受 けて、国内最終需要の構成 が、価格 の下が った財 の方 にシフ

トし、 また、投入係 数 も価格の下が った財 の方 にシフ トす る ことに な り、その結果、各産業

の需要が増加するこ とになる。

5.シ ミュレー ション結果 一一国の投資による市場拡大効果 と国全体への影響

以 上 の分析 を通 じて 、定量 的には国 の重点領域R&Dに 伴 う情報関 連R&D投 資 、そ して そ

のス トック増加、 さらに情報サ ー ビス産 業 を中心 に、各産業の生産額増加が計測 され、R&D

投資 に伴 う情報 サー ビス産業の発展 と国全体への影響 が計測 されたこ とにな る。

次 に、設定 した国の資金 によるR&D投 資額 を評価 を した上 で、結 果の数値 を見 ることとす

るδ＼、

5.1与 えた国のR&D投 資額の特徴

R&D投 資 は、各産 業の実績投 資額 に、それぞれ最初 に設定 した国の 資金 に よるR&D投 資

額 を上乗せ した ことに なってい る。 ケース1で は1兆4822億 円、ケース2で は1兆2871億 円、

ケース3で は166億 円であ った。その1994年 の実績 に対す る上乗 せ後 のR&D投 資額 の増加の

特徴 は次の通 りである。

・増加率は 産業分野でみ ると、当 然の こ となが ら元々 のR&D投 資額(含 む民 間)が 小 さい

情報 サー:ビスで大 き く、 もともとR&D投 資額 がやや大 きい輸送機械 では小 さい。

・ケ ー ス1で は情報 サ ー ビス分 野 にお い て は342 .9%増 、 こ れに対 して輸 送 機 械で は

120.0%増 であ る。

・ケース2と ケース3に お いて も同様 の関係 になってお り、 ケ ース2は ケース1よ りそれ

ぞれやや小 さな増加率、 ケース3は ケース1よ りかな り小 さな増加率 となっ てい る。ケ

ース1と2は かな りの大 きな投資 額 の積 み増 しになってい るこ とに注意 をす る必要があ

る。

こ の ようなR&D投 資 額 を積 み 増 した こ とに よって、各 産業分野 のR&Dス トックが増加 し、

総要素生産性 が上昇 し、価 格低下が起 こ り、市場が拡大す る。市場 の拡大 は 自産業分野のみ

な らず、産業連 関の生 産波 及の プロセ スに よって、他 のすべ ての産 業の需要増加 につ なが る。

ここで は2通 りの生産 額の増加 を見 るこ ととし、 自産業分野 の生産 額増加 を次の5 .2で 、
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全産業へ の生産額増加 を5.3で 見 る。

5.2投 資先産業の生産増加額(拡 大する市場規模)

ワ

国のR&D投 資による効果の額を、投資先である自産業分野の生産(市 場)の 拡大の規模 に

ついて見てみ る。

・ケース1の 場合、情報サ ー ビス においては16兆2090億 円 と大き な市場拡大が見 られる。

輸送機 械 では4兆8730億 円 と なってい る。 ケー ス2の 場 合 も同様 の傾 向であ る。ケース

3の 場 合 はR&D投 資 額 が小 さいた め に情報サ ービスで2670億 円、輸 送機械 で550億 円 と

全般 的 に効果が小 さい。

10億 円
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図3投 資先産業の生産増加額(拡 大する市場規模)
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5.3全 産業生産増加額(拡 大する市場規模)

次 に国のR&D投 資 に よる効果 の額 を、全産業 の生産(市 場)の 拡大 の規模 について見てみ

る。全産業の生産(市 場)の 拡大 は、投 資 を積 み増 した産業分野 の市場 のみな らず、産業連

関の生産波及の プロセ スに よって、他 のすべ ての産業 の需要増加 につ なが る。 この全産業の

生産(市 場)の 拡大 をここで見 る。

・ケース1の 場合 、情報サ ー ビスにおいては27兆3350億 円 の市場 拡大がみ られる。 輸送機

械 では7兆8730億 円。 ケース2の 場合 もやや小 さくなる ものの同様 であ る。

・ケース3の 場合 はR&D投 資額が小 さいために全般 的に効 果が小 さ く、情報サ ービス にお

いては4520億 円の市場拡大が見 られる。輸送機械で は890億 円 となっている。

図4全 産業生産増加額(拡 大する市場規模)

10億 円[ケ ー ス1]

30000

25000

20000

]5000

10"0

5000

o

口 口

情

報

サ

ー

ビ

ス

輸

送

機

械

情

報

サ

ー

ビ

ス

輸

送

機

械

情

報

サ

ー

ビ

ス

輸

送

機

械

一 付7-10一



付属資料7情 報関連産業への国の投資による経済効果予測

6.ま とめ一一 ソフ ト産業 の発展 と国全体への影響

以上、結果 について見 て きたが、要約す る と次の通 り。

①市場拡大の規模の観点では、情報サービス分野へのR&D投 資は大 きな規模の市場拡大効

果 を持っている。また、全産業で見た市場拡大に関しても同様の傾向が見られる。

②市場拡大の成長率の観点では、情報サービス分野へのR&D投 資は大 きな成長率での市場

拡大効果を持つ。また、全産業の市場拡大にも大きく寄与する。

この よ うに、情 報サー ビス分野 に国のR&D投 資 を振 り向 ける ことは、他 の分野 に振 り向 け

る よりも市場拡大効果が大 きい。 その理 由は、①情報サ ービス分野 においてはR&Dス トック

の蓄積が まだ少 な く、 これか らで あること、従って1兆4822億 円 とい う大 きな金額 は相対 的

に大 きな影響 を もた らす とい うこ とであ り、 また、② この分 野では価 格弾性値 が大 きい こと

か ら、価格が下がれ ば需要が大幅 に拡大す る可能性が ある ことによ ってい る。す なわち、 こ

の分野 の市場が まだ これか ら拡大す る分野であ ると考 え られ る。

なお、以上の分野 では、R&D投 資額の供給面への効果 を通 して中 ・長 期 的に市場が拡大す

る効果 をみて きた。その結 果か らは情報 サー ビス分野へ のR&D投 資 は効果が相対 的に大 きい

こ とが見 られ た。 しか し短期的 な支出面か らの需 要拡大効果 につい ては、今 回分析対象 か ら

はず しているので明確 には言 えないが 、建設や機械系産業分野へ の 支出 は、その産業連 関の

生産波及力が大 きいた め に、即効性が ある もの とみ られる。従 って 、情報サー ビス分野へ の

R&D投 資 は、む しろ中 ・長期 的に経済 の供給力 とい う面か ら効果 を持 つ と見 られる。
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